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１. 前経営強化計画の実績についての総括 

（1）経営環境 

前経営強化計画策定時におきましては、平成23年３月に発生した東日本大震災の影

響を受け、それ以前までの持ち直しの動きを続けていた景気が弱い動きとなったこと

から計画期間内の株価については、9,700円程度の水準で推移することを想定しており

ました。 

また、金利につきましては、平成22年10月に日本銀行の金融政策決定会合において

政策誘導金利の引下げが行われたこともあり、計画期間内の政策誘導金利は0.06％程

度で横這い、その他の市場金利につきましても横這いを予想しておりました。 

計画期間内においては、東日本大震災からの復興需要等に加え、平成24年の政権交

代以降の大胆な金融政策や機動的な財政政策などにより国内景気は回復基調にあり、

株価は10,000円台の水準を回復後、大幅に上昇しました。一方政策誘導金利は想定ど

おりの水準となったものの、市場金利は想定を下回る水準での推移となりました。 

国内景気は回復基調にあるものの、鹿児島県内の一般消費を含めた景気が回復する

には遅効性があることや、資金需要が乏しい中、他行との金利競合が激化したことに

より、貸出金利回りは低下基調を脱しきれず、想定した預貸収支の改善には至りませ

んでした。 

 

［各種指標（表１）］ 

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 
指 標 

実績 前提 実績 計画比 前提 実績 計画比 前提 実績 計画比

無担コール翌日物 （％） 0.062 0.060 0.076 0.016 0.060 0.058 △0.002 0.060 0.044 △0.016

ＴＩＢＯＲ3ヶ月 （％） 0.340 0.340 0.336 △0.004 0.340 0.250 △0.090 0.340 0.211 △0.129

新発10年国債利回 （％） 1.255 1.150 0.988 △0.0162 1.150 0.564 △0.586 1.150 0.641 △0.509

ドル/円レート （円） 83.15 80.00 82.19 2.19 80.00 94.05 14.05 80.00 102.92 22.92

日経平均株価 （円） 9,755 9,700 10,083 383 9,700 12,397 2,697 9,700 14,827 5,127

 

（2）資産負債の状況 

主要勘定のうち、平成26年３月末の貸出金は、地元鹿児島県の中小企業・個人向け

の中小口貸出等を中心に増強を図り、平成23年３月末比284億67百万円の増加となりま

した。 

一方、預金については個人預金等が順調に増加したことから、平成23年３月末比400

億11百万円の増加となりました。 

有価証券につきましては、国債を中心とした安定的な運用を行ったことから、平成

23年３月末比57億18百万円の増加となりました。 
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[資産・負債の推移（表２）]（単体）                  （単位：百万円） 

23/3期 24/3期 25/3期 26/3期  

実績 実績 前年比 実績 前年比 実績 23/3比 計画 計画比

資産 683,845 695,462 11,617 712,263 16,801 728,700 44,855 695,565 33,135

うち貸出金 514,053 519,326 5,273 526,974 7,648 542,520 28,467 534,225 8,295 

うち有価証券 93,154 74,633 △18,521 93,618 18,985 98,872 5,718 103,543 △4,671

負債 652,219 661,766 9,547 674,164 12,398 689,809 37,590 660,969 28,840

うち預金 635,405 647,088 11,683 660,004 12,916 675,416 40,011 643,290 32,126 

うち社債・借用金 3,000 3,000 △0 2,000 △1,000 2,000 △1,000 3,001 △1,001

純資産 31,626 33,695 2,069 38,099 4,404 38,890 7,264 34,596 4,294

 

（3）損益の状況（3期間累計） 

貸出金は計画期間内において増勢基調を維持したものの、同利回りは計画した水準

を確保できなかったため、貸出金利息は計画期間内の３期間では計画比△2,057百万円

となりました。一方、市場金利の低下を受けて預金利息は減少し、計画比△84百万円

と増益要因となりました。 

有価証券利息配当金についてはデュレーションの短期化や有価証券利回りの低下を

要因として計画を152百万円下回り、役務取引等利益においても、消費者ローンの増加

による支払保証料の増加などにより計画を507百万円下回りました。 

経費については、効率化への取組みにより人件費・物件費ともに削減を図り、計画

を1,073百万円下回りました。 

これらにより、コア業務純益の３期間累計実績は計画比△1,457百万円となりました。 

コア業務純益以下の損益において、不良債権処理額が計画を1,210百万円下回ったこ

とや株式関係損益が計画を1,274百万円上回ったことから、経常利益において1,679百

万円、当期純利益ベースにおいて2,132百万円計画を上回りました。 

しかしながら、貸出金利回りの低下を主要因としてトップライン収益については、

計画未達となっており、収益力の強化が喫緊の課題であると考えております。 
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[損益状況（3期間累計）（表３）]（単体）                （単位：百万円） 

 24/3期 

実績 

25/3期 

実績 

26/3期 

実績 

3期間 

累計実績 

3期間 

累計計画 
計画比 

業務粗利益 

(コア業務粗利益) 

15,034

(14,266)

13,994

(13,951)

14,665

(14,128)

43,693 

(42,346) 

44,876 

(44,876) 

△1,183

△2,530

資金利益 14,113 13,789 14,038 41,941 43,995 △2,054

うち貸出金利息 13,563 13,343 13,311 40,217 42,274 △2,057

うち預金利息 724 686 588 1,999 2,083 △84

うち有価証券利息配当金 1,297 1,197 1,318 3,813 3,965 △152

役務取引等利益 137 150 75 362 869 △507

 

 

 

その他業務利益 

(うち国債等関係損益) 

782

(767)

55

(42)

551

(537)

1,389 

(1,347) 

10 

(0) 

1,379

537

経費 10,257 10,083 9,898 30,239 31,312 △1,073

うち人件費 5,608 5,627 5,481 16,717 16,986 △269 

 うち物件費 4,196 3,992 3,977 12,167 12,796 △629

一般貸倒引当金繰入額 △42 390 1,129 1,478 120 1,358

業務純益 

（コア業務純益） 

4,819

(4,009)

3,520

(3,868)

3,636

(4,229)

11,976 

(12,106) 

13,443 

(13,563) 

△1,467

△1,457

臨時損益 △3,254 △1,290 △673 △5,218 △8,364 3,146

うち不良債権処理額 2,764 1,423 1,557 5,744 6,954 △1,210 

うち株式関係損益 △369 319 1,324 1,274 0 1,274

経常利益 1,564 2,229 2,962 6,757 5,078 1,679

特別損益 2,294 △43 △74 2,175 2,392 △217

税引前当期純利益 3,859 2,185 2,887 8,932 7,470 1,462

法人税、住民税及び事業税 19 229 213 462 60 402

法人税等調整額 1,146 230 79 1,456 2,528 △1,072

当期純利益 2,693 1,726 2,594 7,014 4,882 2,132

 

（4）経営強化計画の終期において達成されるべき「経営改善目標」に対する実績 

 ①コア業務純益（収益性を示す指標） 

平成26年３月期において、県内での金利競争が激しくなる中、ＷＩＮ－ＷＩＮネッ

ト業務や消費者ローンの取組みにより、貸出金利回りは県内他行比小幅な低下にとど

まったものの、計画を0.228ポイント下回ったことから、貸出金利息は計画を1,158百

万円下回りました。預金においては個人預金等を中心として積極的に増加を図ったこ

とから調達コストの増加が見込まれましたが、利回りが計画を0.014ポイント下回った

ことから、預金利息は計画を81百万円下回りました。また、有価証券利息配当金はデ

ュレーションの短期化や有価証券利回りの低下により計画を25百万円下回ったことか

ら、資金利益全体では計画を1,052百万円下回りました。 

役務取引等利益については、消費者ローンの増加により支払保証料を含む役務費用

が増加したことなどから、計画を325百万円下回りました。 

一方、経費においては、経費削減へ向けた諸施策の効果が現れつつあり、計画を521

百万円下回りました。 

この結果、業務純益は計画を1,397百万円下回り、これから国債等関係損益を除いた
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計画終期である平成26年３月期のコア業務純益は4,229百万円となり、計画を845百万

円下回りました。 

[コア業務純益の改善額（表４）]                    （単位：百万円） 

計画 24/3 25/3 26/3  

始期 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

コア業務純益 3,827 4,017 4,009 △8 4,472 3,868 △604 5,074 4,229 △845

 

計画始期からの改善額  

計画 実績 計画比

コア業務純益 1,247 402 △845

※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益 
 

[参考：損益状況の計画対比（表５）]（単体）              （単位：百万円） 

 24/3期 

実績 
計画比 

25/3期 

実績 
計画比 

26/3期 

実績 
計画比 

業務粗利益 

(コア業務粗利益) 

15,304

(14,266)

540

(△227)

13,994

(13,951)

△893 

(△936) 

14,665 

(14,128) 

△829

(△1,366)

資金利益 14,113 △149 13,789 △852 14,038 △1,052

うち貸出金利息 13,563 △203 13,343 △694 13,311 △1,158

うち預金利息 724 △5 686 3 588 △81

貸出金利回（％） 2.648 △0.049 2.586 △0.122 2.519 △0.228

預金利回（％） 0.115 0.000 0.106 0.000 0.089 △0.014

預貸金粗利鞘（％） 2.533 △0.049 2.480 △0.122 2.430 △0.214

うち有価証券利息配当金 1,297 16 1,197 △142 1,318 △25

役務取引等利益 137 △88 150 △92 75 △325

 

 

 

その他業務利益 

(うち国債等関係損益) 

782

(767)

778

(767)

55

(42)

51 

42 

551 

(537) 

548

(537)

経費 10,257 △219 10,083 △332 9,898 △521

うち人件費 5,608 △77 5,627 △17 5,481 △173 

 うち物件費 4,196 △83 3,992 △267 3,977 △277

一般貸倒引当金繰入額 △42 △82 390 350 1,129 1,089

業務純益 

(コア業務純益) 

4,819

(4,009)

842

(△7)

3,520

(3,868)

△912 

(△604) 

3,636 

(4,229) 

△1,397

(△845)

臨時損益 △3,254 △495 △1,290 1,494 △673 2,148

うち不良債権処理額 2,764 483 1,423 895 1,557 798 

うち株式関係損益 △369 △369 319 319 1,324 1,324

経常利益 1,564 346 2,229 581 2,962 750

特別損益 2,294 △137 △43 △23 △74 △54

税引前当期純利益 3,859 208 2,185 557 2,887 695

法人税、住民税及び事業税 19 △0 229 209 213 193

法人税等調整額 1,146 146 230 △420 79 △797

当期純利益 2,693 63 1,726 769 2,594 1,299
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②業務粗利益経費率（業務の効率性を示す指標） 

平成26年３月期の機械化関連費用を除く経費（分子）につきましては、計画を540百

万円下回り8,301百万円となりました。 

一方、業務粗利益（分母）については、貸出金利息の減少などから計画を829百万円

下回り14,665百万円となりました。 

以上より、分母である業務粗利益は計画を下回ったものの、分子である経費におい

ても計画を下回ったことから、業務粗利益経費率は56.61％と計画を0.45ポイント下回

り計画を達成しました。 

今後についても、業務の効率的運営により、コストに見合った適正なリターン（収

益）を得られる態勢の構築を図ってまいります。 

 

[業務粗利益経費率の改善幅（表６）]                  （単位：百万円、％） 

計画 24/3 25/3 26/3  

始期 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

経費（機械化関連費用除く） 8,768 8,797 8,606 △191 8,758 8,480 △278 8,841 8,301 △540

業務粗利益 15,260 14,493 15,034 541 14,888 13,994 △894 15,494 14,665 △829

業務粗利益経費率 57.45 60.70 57.24 △3.46 58.83 60.60 1.77 57.06 56.61 △0.45

 

計画始期からの改善幅  

計画 実績 計画比

経費（機械化関連除く） 73 △467 △540

業務粗利益 234 △595 △829

業務粗利益経費率 △0.39 △0.84 △0.45

※ 業務粗利益経費率 ＝（経費－機械化関連費用）／ 業務粗利益 
※ 機械化関連費用は、減価償却費、機械賃借料等を計上 
 

（5）地域経済の活性化への貢献の状況を示す指標に対する実績 

 ①中小企業又は地元事業者に対する信用供与の残高の総資産に占める割合 

中小規模事業者等に対する信用供与の実績については、創業新事業や担保不動産に

過度に依存しない融資取組みに努めた結果、中小企業者向け貸出残高は、計画期間を

通じて目標値を達成しており、地域における金融の円滑化に積極的に取り組んだ結果

であると評価しています。 

また、中小企業又は地元事業者に対する信用供与の残高の総資産に占める割合につ

いては、総資産に対する比率は41.40％と計画を1.51ポイント上回りました。 

今後も引き続き、地域経済の活性化への貢献を果たすべく、円滑な信用供与にかか

る各種施策に対して積極的に取り組んでまいります。 
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[中小規模事業者等に対する信用供与の実績（表７）]           （単位：億円、％） 

 計画 24/3末 25/3末 26/3末 

 始期 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画比 

中小規模事業者等向け貸出残高 2,724 2,744 2,798 2,764 2,895 2,774 3,016 242

総 資 産 6,838 6,878 6,954 6,919 7,122 6,955 7,287 332

総資産に対する比率 39.84 39.86 40.24 39.87 40.64 39.89 41.40 1.51

 

 計画始期からの純増額 

 計画 実績 計画比 

中小規模事業者等向け貸出残高 50 292 242

総 資 産 117 449 332

総資産に対する比率 0.05 1.56 1.51

 

②経営改善支援等取組先企業の数の取引先の企業の総数に占める割合 

平成26年３月期における経営改善支援等取組先企業の数については、リレバン（地

域密着型金融）の趣旨を踏まえた積極的な取組みを実施した結果、総体の件数および

比率において計画を達成することができました。 

具体的には、創業・新事業支援においては、鹿児島県・鹿児島市の創業支援制度の

活用や㈱鹿児島ＴＬＯと連携した「技術相談会」等によるサポートを実施し、「事業

再生」については、中小企業再生支援協議会との連携等による経営改善支援を行いま

した。また、「経営相談」では、当行メイン先を中心に本部・営業店が連携したビジ

ネスマッチング等の支援を展開するとともに、「担保・保証に過度に依存しない融資

等」についてもＡＢＬやアグリネット資金“南風（はえ）そだち”を中心に積極的に

取り組みました。 

これらにより、経営改善支援等取組先企業の数の取引先の企業の総数に占める割合

についても2.94％と計画を1.25ポイント上回る結果となり、一定の成果を挙げられた

ものと評価しています。なお、第二次経営強化計画における本取組先数には「ＷＩＮ

－ＷＩＮネット業務」による経営相談先数の実績は、含まれておりません。 

また、第一次経営強化計画期間中の取引先総数は減少傾向にありましたが、第二次

経営強化計画期間中においては増加傾向に転じており、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務を

はじめとした取引先支援やリテール部門への取組みの成果であると考えております。 

本計画においては、現在取り組んでいる「ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務」を更に深化さ

せ、“真のリレバンの実践”に全行を挙げて組織的・継続的に取り組むことで、お取

引先の経営改善支援に注力してまいります。 
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[経営改善の取組み（表８）]                         （単位：先） 

 計画 24/3期 24/9期 25/3期 

 始期 計画 実績 計画 実績 計画 実績 

創 業 ・ 新 事 業 33 25 59 25 66 25 65

経 営 相 談 13 21 39 18 21 21 35

事 業 再 生 2 3 6 3 61 3 40

事 業 承 継 0 2 3 1 0 2 0

担 保 ・ 保 証 80 90 35 90 93 90 60

合 計 128 141 142 137 241 141 200

取 引 先 総 数 8,323 8,423 8,437 8,473 8,455 8,523 8,525

比 率 1.53％ 1.67％ 1.68％ 1.61％ 2.85％ 1.65％ 2.34％

 

 25/9期 26/3期 

 計画 実績 計画 実績 計画比 

創 業 ・ 新 事 業 25 120 25 89 64

経 営 相 談 23 96 26 57 31

事 業 再 生 3 46 3 25 22

事 業 承 継 1 1 2 4 2

担 保 ・ 保 証 90 79 90 83 △7

合 計 142 342 146 258 112

取 引 先 総 数 8,523 8,703 8,623 8,753 130

比 率 1.65％ 3.92％ 1.69％ 2.94％ 1.25％
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２. 経営強化計画の実施期間 

本経営強化計画の実施期間は平成26年4月（計画の始期）より平成29年3月（計画の終

期）までとします。 

 

３. 経営強化計画の終期において達成されるべき経営の改善の目標 

本経営強化計画における経営改善の目標を以下のとおりとし、その必達へ向けて取り組

んでまいります。 

 

（1）収益性を示す指標 

[コア業務純益の改善額（表９）]               （単位：百万円） 

 26/3期 26/9期 27/3期 27/9期 28/3期 28/9期 29/3期 

 実績 

（始期) 
計画 計画 計画 計画 計画 計画 

改善額

コア業務純益 4,229 2,041 4,252 2,174 4,427 2,254 4,652 ＋423

※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益 

   

本計画におけるコア業務純益については、これまでの事業性貸出、住宅・アパート

ローンおよび消費者ローンの増強を図ることに加え、「真のリレバンの実践」への取

組みとして、当行の取引事業先に対する新販路開拓等の支援活動であるＷＩＮ－ＷＩ

Ｎネット業務を本格的かつ責任を持って実施することにより、改善を図ることとして

います。 

このＷＩＮ－ＷＩＮネット業務への取組みについては、成果報酬であるため業務粗

利益への貢献は遅行性があるものの、貸出金の増加や利鞘の確保などの成果が実現化

しつつあります。今後、取引事業先の更なる満足度の向上に加え、本業としての一層

の定着に向けて継続的な経営資源の投入が必要であると考えており、本業務にかかる

収益計画については保守的に見積もっております。 

 

（2）業務の効率性を示す指標 

[業務粗利益経費率の改善幅（表10）]            （単位：百万円、％） 

  26/3期 

実績 

（始期） 

26/9期 

計画 

27/3期

計画 

27/9期

計画 

28/3期

計画 

28/9期

計画 

29/3期 

計画 
改善幅 

経費（機械化関

連費用を除く） 
8,301 4,376 8,575 4,350 8,583 4,380 8,610 ＋309

業務粗利益 14,665 7,193 14,427 7,299 14,660 7,409 15,212 ＋547

業務粗利益 

経費率 
56.61％ 60.84％ 59.44％ 59.60％ 58.55％ 59.11％ 56.60％ △0.01％

※ 業務粗利益経費率 ＝（経費－機械化関連費用）／ 業務粗利益 
※ 機械化関連費用は、減価償却費、機械賃借料等を計上 
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経費面（分子）につきましては、前経営強化計画に引き続き人件費および物件費の

削減に取り組んでいきますが、地域を支える本業支援のビジネスモデルの深化に必要

な人材数確保、業務の質の向上へ向けた行員の能力開発（各種研修やなんぎん維新塾

の運営等）にかかる費用や業績評価・人事評価によるインセンティブ付与（後記）な

どの人材面の充実に加え、渉外行員が新業務へ注力するための営業店事務の本部集中

化（相続手続き・諸届けの受付処理、融資オペレーション代行等）などにもある程度

のコストが必要と考えていることから、計画期間内の改善幅は保守的に見積もった計

画計数としております。このため業粗利益経費率は同期間においては計画始期の水準

を上回る見込みです。 

しかしながら、後記Ｐ．16「収益力の強化」に掲げる各施策の効果が貸出金増加や

利ざやの安定化に波及することで、計画終期には経費削減を上回る業務粗利益の増加

に繋がると考えており、平成29年３月期における業務粗利益経費率は始期の水準を下

回り、改善される予定です。 
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４.経営の改善の目標を達成するための方策 

（1）当行における収益の現状と課題 

当行における収益の推移（過去10年）をみると、預貸金のボリュームは順調に増加

しているものの、貸出金利回りの低下を主要因として貸出金利息が減少していること

に加え、消費者ローンの増加に伴う支払保証料の増加により役務取引等利益が減少し

ていることから、コア業務粗利益は減少基調にあります。一方、嘱託・パート比率の

上昇や人員数の減少による人件費の減少および効率的な執行による物件費の削減によ

り経費全体においては減少しております。 

コア業務純益については物件費の削減などにより40億円内外を計上していることに

加え、与信関連費用が落ち着きを見せていることなどから、経常利益ベースでの収益

力は高まっていると考えております。 

しかしながら、預貸収支や役務収支を中心としたトップライン収益については、当

行の目指す水準までには至っておらず、更なる収益力の強化に取り組む必要があると

考えております。 

［過去10年間の収益推移（表11）］                 （単位：百万円） 

 17/3期 

実績 

18/3期 

実績 

19/3期

実績 

20/3期

実績 

21/3期

実績 

22/3期

実績 

23/3期

実績 

24/3期 

実績 

25/3期 

実績 

26/3期

実績 

コア業粗 14,103 14,308 14,542 14,223 13,655 13,484 14,266 14,266 13,951 14,128

 資金利益 14,238 14,076 14,148 13,865 13,411 13,257 14,065 14,113 13,789 14,038

（預貸収支） 13,283 12,878 12,527 11,853 11,817 12,031 12,696 12,844 12,662 12,723

 役務取引等利益 △162 217 384 342 240 243 187 137 150 75

経費 10,946 10,906 10,877 10,891 10,697 10,591 10,439 10,257 10,083 9,898

 人件費 6,557 6,489 6,367 6,444 6,235 6,026 5,813 5,608 5,627 5,481

 物件費 3,893 3,945 4,079 4,006 3,972 4,076 4,182 4,196 3,992 3,977

コア業純 3,157 3,404 3,665 3,332 2,958 2,892 3,827 4,009 3,868 4,229

経常利益 2,045 2,283 2,076 1,780 △22,564 818 1,619 1,564 2,229 2,962

当期純利益 758 1,124 1,238 770 △18,800 1,030 1,094 2,693 1,726 2,594

与信関連費用 2,329 2,209 2,581 1,400 4,471 2,125 2,931 2,722 1,814 2,687

貸出金量（億円） 4,762 4,721 4,758 4,670 4,846 4,951 5,061 5,121 5,160 5,284

預金量（億円） 5,955 6,016 5,997 6,050 6,020 6,000 6,182 6,290 6,474 6,584

貸出金利回（%） 2.94 2.88 2.85 2.94 2.83 2.74 2.70 2.64 2.58 2.51

預金利回（%） 0.09 0.08 0.14 0.28 0.31 0.26 0.16 0.11 0.10 0.08

預貸粗利鞘（%） 2.85 2.80 2.71 2.66 2.52 2.49 2.54 2.53 2.48 2.43

※貸出金・預金量は期中平残 ※利回は国内ベース 

 

前経営強化計画においては、「中小企業・事業者向け戦略の再構築」および「リテ

ール（個人金融）部門の強化」に取り組んでまいりましたが、このような現状を踏ま

え、当行が安定したトップライン収益を継続的に計上していくために、本経営強化計

画においてはそのビジネスモデルを更に深化させることで当行の収益力を高めてまい
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ります。 

そのためには、短期的な収益やボリュームに偏重することなく、中長期的視野のも

と、地元鹿児島県を中心とした地域経済を活性化させることを通じて、５年後、10年

後においても継続的に当行に収益をもたらす価値ある資産を積み上げていくことが、

今後の課題であると考えております。 

 

（2）地域の現状を踏まえた経営戦略（長期経営計画）の策定について 

地域金融機関においては、中小企業の経営支援をはじめとした積極的な金融仲介機

能の発揮が求められており、平成25年９月に改訂された「中小・地域金融機関向け監

督方針」に示されているとおり、地域の中小企業・個人事業者に対する適切なリスク

テイクに加え、これによる更なる地域経済の活性化への取組みが期待されています。 

そのためには、自ら目利き能力やコンサルティング機能を高め、成長分野などへの

新規融資を含む積極的な資金供給を行うことで、中小企業の経営改善・体質強化の支

援を図る必要があり、５年後、10年後を見据えた中長期の経営戦略を持った経営が求

められています。 

現在、国内景気は回復基調にありますが、当地においては全国の景気回復の恩恵を

受けにくい状況（表12）にあり、また中長期的には地域の人口減少や高齢化の進展に

より地域経済の衰退が予想されます。その結果、預貸金の減少や信用コストの増加が

想定されますが、そのような中で、当行自らが地域の需要を創出し、地域経済を底上

げすることが地域金融機関としての使命であると考えております。 

 

[法人平均所得金額の推移 （表12）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１４年度を１００としたときの１法人あたりの平均所得金額推移（国税庁統計年報）
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[鹿児島県の人口推移 （表13）]              （単位：千人） 

 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

県内人口 1,778 1,774 1,768 1,753 1,743 1,731

 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成14年度比

県内人口 1,719 1,711 1,706 1,698 1,689 △89

  （出所：国勢調査より） 

以上を踏まえ、当行においては、今後10年間で直面する経営環境を想定し、当行が

目指すべき「10年後の姿」として「長期経営計画」を策定しました。具体的には「主

要計数の目標設定」、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の更なる深化」、「全員営業によ

る基盤取引を重視したリテール（個人金融）分野への取組み」等により、地域を下支

えし、底上げしていくことを明確化し、今後も一貫した経営方針のもと継続的に地域

に貢献することを目的としております。 

 

[長期経営計画 （表14,15）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （「長期経営計画」は次頁へ続く） 
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（3）今後の地域金融機関としての当行のあり方について 

地元鹿児島県の地域経済は、過去の地域別倒産確率データ（表16）などから見ると、

近年においては金融円滑化対応などにより改善傾向にはありますが、都市部における

景気回復の当地への影響については遅効性があることに加え、当行による経営改善支

援を必要とするお取引先も多く、当行の直面するマーケットは引き続き予断を許さな

い状況にあるといえます。 
このように厳しい地域（マーケット）にあって、私たち地域金融機関が存在価値を

高めていくためには、これまで以上にコンサルタント機能を発揮していくこと、すな

わち「真のリレバンの実践」に真剣に取り組んでいく必要があると考え、前経営強化

計画からお客様の新販路開拓に取り組む「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」を開始してお

ります。この取組みは「銀行業の常識」に捉われないリレバンモデルとして、当行独

自に「地域金融機関の常識」を後記のように定義し、「組織的」かつ「継続的」に取

り組んでおり、「新たなビジネスモデル」としての構築を目指しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域金融機関の常識（「銀行業の常識」からの脱却） 
信用力で選別することなく、面の活動において取引先事業者の事業運営に本格的に

責任を持つことで、強力なリレーションを構築するとともに、地域経済を活性化することで

不良債権発生を抑制し、預金者保護を全うする。 
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[地域別倒産確率 過去10年平均ワースト10 （表16）] 

 都道府県名 2009年度 2010年度 2011年度 過去10年平均 

1 佐賀 1.56％ 1.15％ 1.19％ 1.89％ 

2 高知 1.66％ 1.27％ 1.30％ 1.83％ 

3 鳥取 1.56％ 1.23％ 1.56％ 1.76％ 

4 和歌山 2.17％ 2.21％ 2.04％ 1.71％ 

5 長崎 1.81％ 1.10％ 1.21％ 1.68％ 

6 奈良 1.70％ 1.36％ 1.63％ 1.68％ 

7 秋田 1.53％ 1.33％ 1.20％ 1.66％ 

8 京都 1.93％ 1.65％ 1.50％ 1.66％ 

9 大阪 1.87％ 1.68％ 1.72％ 1.58％ 

10 大分 1.33％ 1.14％ 1.07％ 1.57％ 

16 鹿児島 0.93％ 0.68％ 0.83％ 1.42％ 

 全国平均 1.34％ 1.21％ 1.20％ 1.22％ 

        （出所：国税庁資料、東京商工リサーチ年度別全国企業倒産情報より） 

  ※表16の定義：分子に東京商工リサーチの年度別全国企業倒産情報、分母に国税庁統計資料の資本

金10百万円以上の都道府県別事業所数 
 

（4）経営の方向性 

当行は、第一次経営強化計画において、「地元鹿児島県の地域経済活性化への貢献」

を果たすため、「中小規模事業者に対する信用供与の円滑化」ならびに「経営改善へ

の取組み」を大命題として、「収益力の強化」、「ローコスト態勢の構築」、「経営

資源の効率的配置」を三つの柱とする『経営の効率化』に加え、「不良資産の改善」

「信用コストの抑制」を二つの柱とする『資産の健全化』の二つをテーマとして掲げ、

これらを底支えする「収益管理態勢の強化」、「リスク管理態勢の強化」による「統

合リスク管理態勢の高度化」に向けて各種施策に取り組んでまいりました。 

前経営強化計画においては、上記施策を継承のうえ、「真のリレバンの実践」によ

る「地元鹿児島県の地域経済活性化への貢献」に取り組んでおります。本経営強化計

画においても、下図のような「ビジネスモデル」の達成に取り組んでまいります。 

 

［経営強化計画のビジネスモデル］ 

本計画のビジネスモデルは、前計画を引き継ぐ形で、地元鹿児島県を中心とした地域

経済活性化への貢献をより具現化するため、「地域密着型金融（リレバン）の深化」へ

向けた「組織的・継続的な本業支援の実践」に取り組んでまいります。 

この活動によって「収益力の強化」ならびに「資産の健全化」を図るとともに、「経

営の効率化」を推し進め、「収益・リスク管理態勢の強化」をベースとして強固な財務

基盤の構築を目指してまいります。 
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    ［当行のビジネスモデル（表17）］ 【経営強化計画のビジネスモデル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）経営戦略 

本計画においては、依然として低迷する地域経済を活性化し、中小企業・事業者が

活力を取り戻していくために、前計画におけるビジネスモデルを引き継ぎ、さらに加

速させることで、地元取引先事業者に対する本業支援や経営改善支援を中心とした「当

行独自のリレバンモデル」としての取組みを展開してまいります。あわせて、「リテ

ール（個人金融）部門の強化」にも積極的に取り組んでいきます。 

さらに、第一次経営強化計画から取組みを進めてきた「ローコスト態勢の構築」な

らびに「経営資源の効率的配置」についても、経営の効率化をさらに加速させるため

に、引き続き注力してまいります。 

一方、強固な財務基盤を構築していくためには、「資産の健全化」が不可欠であり、

「不良資産の改善」ならびに「信用コストの抑制」に対しても取組みの強化を図って

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【①収益力の強化】 

イ.中小企業・事業者向け戦略の深化 

ロ.リテール（個人金融）部門の強化 

【②経営の効率化】 

イ.ローコスト態勢の構築 

ロ.経営資源の効率的配置 

【③資産の健全化】 

イ.不良資産の改善 

ロ.信用コストの抑制 

【地元鹿児島県を中心とした地域経済活性化への貢献】

経営改善への取組み

収
益
力
の
強
化

ロ
ー
コ
ス
ト
態
勢

の
構
築

経
営
資
源
の

効
率
的
配
置

経営の効率化 資産の健全化

不
良
資
産
の
改
善

統合リスク管理態勢の高度化

信
用
コ
ス
ト
の
抑
制

収益管理態勢の強化 リスク管理態勢の強化

強固な財務基盤の構築

中小規模事業者に対する信用供与の円滑化

地域密着型金融（リレバン）の深化
組織的・継続的な本業支援の実践
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① 収益力の強化 

イ. 中小企業・事業者向け戦略の深化 

当行の収益上の課題は前述のとおり、貸出金ボリュームは平成19年度以降増加基

調にあるものの、他金融機関との金利競合が続く中で、預貸粗利鞘の低下によって

資金利益が伸び悩んでいることが挙げられます。 

特に事業性や住宅ローン貸出においては、ボリューム増加による増収分が貸出金

利回りの低下による減収分に吸収される状況が続く中で、これまでのような増加基

調を維持することを期待しづらいのが現状です。 

信用コストについては、低下基調にあるものの、平成25年度は予防的引当の実施

により再び増加しており、重要な課題として引き続き削減に取り組んでまいります。 

本計画においては、第二次経営強化計画で取り組んできた「信用力で選別するこ

となく、「面」の活動において取引先事業者の事業運営に本格的に責任を持つことで、

強力なリレーションを構築するとともに、地域経済を活性化することで不良債権発

生を抑制し、預金者保護を全うする。」という真のリレバンへの取組みをより深化さ

せ、中小企業・事業者向け戦略（以降「リレバンモデル」という。）を確立してま

いります。これにより、いたずらな金利競争を回避しながら、自らの収益力の向上

に繋げてまいります。 

 

  （イ）「リレバンモデル」（ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務）の概要について 

本経営強化計画において経営戦略の柱となるリレバンモデルは、当行ポートフ

ォリオの中で、特に優先的に支援すべき４業種を中心として実施しております。 

具体的には、経営環境が厳しい鹿児島県にあって、当行のポートフォリオの中

で残高や取引先数の割合が大きく要注意先以下残高も大きい業種、すなわち「特

に支援を必要とする業種」と考えられる「サービス業」「卸・小売業」「建設業」

「不動産業」の４つの業種を中心とした業種を対象としています。 

この４業種に該当する中小企業および事業者であるお取引先（以下「支援対象

先」という。）に対して、新たな販路開拓やオペレーション（事業運営方法）改

善を支援することにより、営業利益の改善を重視した売上高の改善をお手伝いす

る活動（新販路開拓コンサルティング、以下「ＷＩＮ-ＷＩＮネット（ウィン-ウ

ィンネット）業務」という。）を展開しております。 

この業務により、支援対象先においては「売上高の増加による営業利益の改善」

が図られ、当行においては「売上高改善支援の対価を業務委託手数料としていた

だく」とともに、「本業務に伴って派生する貸出の増加」や「過度な金利競合か

らの脱却」などの効果が期待される、いわゆる「ＷＩＮ－ＷＩＮ」の関係を構築

していくことを目指しております。 

また、本業務により中小零細企業の売上高改善支援に取り組むことで、地元で

の雇用機会の拡大や地域の人口減少抑制に繋がると考えており、厳しい地域経済

の底上げ・下支えに資するものと考えております。 

前経営強化計画においては、当行の支援活動の結果、支援対象先からいただく

業務委託手数料は、新たな販路開拓やオペレーション改善が実現し、売上高及び
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営業キャッシュフロー（営業利益＋人件費＋減価償却費）が事前にすりあわせた

目標額以上に改善することを条件とした期限の定めのない、完全な成果報酬型と

しておりましたが、平成23年10月からの本格稼動以来、試行してきた業務の遂行

状況を踏まえ、本経営強化計画からは半年毎の目標に対する成果報酬型スキーム

への変更を行います。なお、業務委託手数料の水準、売上高及び営業キャッシュ

フローの改善目標等の設定にあたっては、支援対象先に対して契約内容の十分な

説明と協議を行った上で、支援対象先に最終的な決定をしていただくスキームに

変更します。（後述） 
また、本経営強化計画より経営支援先に対する本業支援も組織的に取り組んで

いくこととしており、更なる信用コストの削減にも繋がるものと考えております。 
本モデルはお取引先の本業支援を行うという難易度の高い取組みでありますが、

本来地域金融機関が果たすべきコンサルタント機能をさらに高めることで、地域

の皆様からもご理解いただけるに十分なビジネスモデルであり、組織的な業務構

築を目指してまいります。 

 

  （ロ）「リレバンモデル」（ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務）の意義 

本リレバンモデルは、売上高の増加により当地域の中小企業の経営改善が面的

に広がることで地域経済活性化に資する取組みですが、前記のとおり、支援対象

となる事業先との「ＷＩＮ-ＷＩＮ」の関係構築による取引先数を伴った貸出の増

強や過度な金利競争からの回避など、当行の「経営力の強化」に繋がる業務であ

ると考えております。 

併せて、本業務により、支援先担当者が支援対象先へ「行って、聞いて、話す」

あるいは「対面交渉・情報収集」という基本的な活動をはじめ、必要があれば経

営改善策を講じたり、貸出機能を強化するなどの「お手伝い」を適時・的確に行

うことも可能となります。 

このような活動を組織的かつ継続的に行うことにより、支援先担当者の支援事

業者に対する実態把握能力（目利き）が向上することに加え、不良債権化する前

に早めの対応を取ることによる「信用コストの抑制」なども期待されます。 

加えて、本業務による地域社会・お客様からの当行に対するイメージの変革、

支援活動に伴う新規取引先増加等の営業基盤の拡大など、副次的な波及効果も期

待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪期待される波及効果≫ 

① 支援先担当者（渉外・融資行員）の企業実態把握能力の向上（人材育成） 

② 長期的取引関係が構築（リレーション強化）されることで、的確な「お手伝い」

によるランクアップと信用コストの抑制 

③ 本活動の組織的・継続的取組みによる当行に対するイメージの変革 

（苦しい地域を本気で支える“なんぎん”というイメージ） 

④ 支援活動に伴う新規取引先の増加 

⑤ 地域社会への本業務のコミットによる好影響 など 
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なお、本リレバンモデル（ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務）につきましては、平成23

年度上期において体制整備を行い、同下期より本格的にスタートさせました。 

 

［「ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務」のイメージ（表18）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ａ.支援対象業種の選定 

支援の対象となる主な業種は、前記のとおり、「サービス業」「卸・小売業」

「建設業」「不動産業」の４つの業種としております。本業種は当行貸出ポー

トフォリオの中でも、残高・取引先数ともに多く、当行の経営に与える影響も

大きい業種であります。（表19参照） 

 

［業種別残高・先数の分布（表19）］平成26年１月末現在    （単位：百万円、先） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大口５０先を除く業種別債務者数・残高合計
（バブルの大きさは要注意以下の残高比率）

1
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100
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10,000

100,000

1 10 100 1,000 10,000

債務者数（社、対数目盛）

残
高

（
　
百
万
円

、
対
数
目
盛

）

建設業

その他サービス

その他小売

飲食店

不動産業（その他）個人による貸家業

その他卸売

病院・診療所

その他農業

【約定】 【実践】 【成約】

商流情報
データベース

当
行

お
取
引
先

①お取引先との約定（約束）

　　当行：新販路の紹介

　　お取引先：手数料支払

約定

②販売・仕入先

　　登録（入力）

商流情報
データベース

当
行

お
取
引
先

④お取引先へ新販路の紹介

紹介

　③販売見込先

　　　の出力

商流情報
データベース

当
行

お
取
引
先

　⑤成約の確認 成約

履行

⑥約定（約束）の履行

　　お取引先の手数料支払
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    ｂ.支援対象業種の特徴分析 

支援対象業種の選定にあたり、鹿児島県における当該４業種の特徴を産業連

関表（注）に基づき分析すると、まず、平成7年、12年、17年の比較では、県内

全業種の売上は12兆5,000億円程度であることがわかります。 

 

（注）産業連関表とは、国内経済において一定期間（通常１年間）に行われた財・サービスの産

業間取引を一つの行列（マトリックス）に示した統計表で、５年ごとに関係府省庁の共同事

業として作成されており、我が国の経済構造を明らかにする基礎統計として、経済の波及効

果分析や予測、国民経済計算などの経済統計の基準値として利用されています。 
本産業連関表においては、県内生産額に移輸入額を加えた計数を売上と見なしています。

また、内生部門の要素需要額を県内の事業者事業活動向けの売上、民間消費支出等の県内内

生部門以外の需要額を事業活動向け以外の売上、移輸出額を県外での売上とそれぞれ見なし

ています。 
産業連関表については、５年ごとの集計であることに加え、平成17年までのデータである

ことから、本計画においては、経済センサス基礎調査による分析を行っております。（後述） 

 

［産業連関表：全業種（表20）］          （単位：億円） 

 

 

 

 

 

   

 

 

〔卸小売業〕 

このうち、卸・小売業（＝商業）を見ると、平成7年から平成17年の10年間で、県

内個人向け売上が1,670億円減少し、県外向けがそのほぼ同額の1,672億円増加する

など、県内での需要の減少を県外販路の拡大によって補うという大きな変化が見ら

れます。 

   ［産業連関表：商業（表21）］             （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、平成12年から17年の5年間における商業の動向をみると、前5年間（平

成7年から12年）の減少（△1,484億円）から反転、売上が965億円増加するなど盛

平成7年度 平成12年度 平成17年度 １０年間の伸び

122,392 126,989 124,120 1,728

事業者事業活動向け 39,743 42,003 40,122 378

事業活動向け以外
（個人・公共等）

61,821 60,535 60,658 △ 1,163

20,828 24,452 23,341 2,513

全業種

売上

県内

県外

平成7年度 平成12年度 平成17年度 １０年間の伸び

13,156 11,672 12,637 △ 519

事業者事業活動向け 3,829 3,512 3,308 △ 521

事業活動向け以外
（個人・公共等）

8,301 6,476 6,632 △ 1,670

1,025 1,684 2,697 1,672

商業

売上

県内

県外



 - 20-

り返しを見せています。特に卸売業が県内需要で苦戦し、典型的な県外移出型と

なりながら売上を維持（77億円増加）してきたのに対し、小売業は888億円増加し

ており、この間の増加は小売業主導であったと言えますが、この小売業において

も県外向け売上は増加しており、商業全体が県外移出型へと変化しているのが特

徴と考えられます。 

 

［産業連関表：商業（表22）］             （単位：億円） 

 

 

 

    

 

 

 

 

平成7年から17年の10年間においては、焼酎の消費量が年平均で6.5％ずつ伸び

た焼酎ブーム（平成12年から平成16年）に代表されるように、鹿児島県産品が県

外で急速に認知度を高めた時期を含んでおり、鹿児島県産品の開国ともいえる時

期にあったと考えられます。 

しかしながら、焼酎以外の農業や製造業では県内需要の減少を県外売上で補い

きれておらず、県産品の製造サイドでは生産技術向上に傾注・専念し、販路拡大

は問屋、小売店任せとなり、なかでも食料品・飲料製造業は県外の問屋（いわゆ

るバイヤー）に任されていることも窺われ、適正価格による販路の拡大は当該業

種にとって急務と言えます。 

 

  〔サービス業〕 

     サービス業については、卸小売業に比べて堅調に推移していると言えます。 

  ［産業連関表：サービス業（表23）］         （単位：億円） 

 

       

 

 

 

 

 

サービス業内の業種間では濃淡があり、なかでも１世帯あたりの医科診療費支

出が全国７位（消費の県民性を探る 同友館2007年）という地域性から、医療・

保健をはじめ、その他対事業所サービスや研究といった分野は堅調に売上を伸ば

しています。しかしながら、観光客誘致の目玉とも言える観光資源が多いにも関

わらず、観光関連は苦戦を強いられているのが現状です。 

平成7年度 平成12年度 平成17年度 １０年間の伸び

23,988 28,648 26,957 2,969

事業者事業活動向け 5,834 7,830 6,900 1,065

事業活動向け以外
（個人・公共等）

16,351 18,542 18,251 1,900

1,802 2,276 1,806 3

サービス

売上

県内

県外

商業 平成12年度 平成17年度 5年間の伸び うち卸売業 うち小売業

売上 11,672 12,637 965 77 888

事業者事業活動向け 3,512 3,308 △ 204 △ 354 150

事業活動向け以外
（個人・公共等）

6,476 6,632 156 △ 258 413

1,659 2,610 951 627 324

24 87 63 62 1

県内

国内県外

海外
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   ［サービス業の業種別売上の推移（表24）］  （単位：億円） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔建設業〕 

建設業については、引き続き厳しい状況にあり、民間需要については公共事業

と同様に弱いながらも、平成12年から17年で下げ止まりの傾向が見られます。 

    ［産業連関表：建設業（表25）］         （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔不動産業〕 

不動産業については、鹿児島県の賃料は全国の平均的な水準にあるなか、空室

率は低く、需給バランスの良い鹿児島市内の賃貸不動産市場は良好であると考え

られ、全国の他の地域と比べても優位性は高い状況にあります。 

    ［産業連関表：不動産業（表26）］          （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

平成7年 期間増減 平成12年 期間増減 平成17年 10年間の伸び

4,694 △ 5,626 △ 5,742 1,048

2,308 △ 2,689 △ 3,267 959

3,570 △ 3,775 ▼ 3,260 △ 310

2,487 △ 2,783 ▼ 2,616 128

1,685 ▼ 1,494 ▼ 1,481 △ 204

1,488 ▼ 1,484 ▼ 1,436 △ 52

1,251 △ 1,362 ▼ 1,319 68

1,318 △ 1,747 ▼ 1,308 △ 9

641 △ 1,069 △ 1,294 653

1,558 △ 1,955 ▼ 1,125 △ 433

666 ▼ 478 △ 584 △ 83

1,277 △ 2,279 ▼ 583 △ 693

医療・保健

その他公共サービス

広告・調査・情報サービス

物品賃貸サービス

自動車機械修理

その他対事業所サービス

娯楽サービス

飲食店

旅館・その他宿泊所

その他の対個人サービス

教育

研究

平成7年度 平成12年度 平成17年度 １０年間の伸び

5,079 6,017 6,145 1,066

事業者事業活動向け 512 553 263 △ 249

事業活動向け以外
（個人・公共等）

4,567 5,465 5,881 1,314

0 0 1 1

不動産

売上

県内

県外

平成7年度 平成12年度 平成17年度 １０年間の伸び

11,343 10,453 7,877 △ 3,466

874 943 944 70

10,469 9,509 6,933 △ 3,536

公共分 6,125 5,662 3,521 △ 2,604

民間分 4,344 2,734 2,788 △ 1,556

0 0 0 0

建設

売上

県外

県内

事業者事業活動向け

事業活動向け以外
（個人・公共等）
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  このように経済環境が厳しい当県の中で、食料品製造業においては農業生産

高が全国でも上位にあり、医療・福祉においては高齢化が進んでいることなど

から需要が見込め、両業種ともに将来的に有望な分野であり、今後も積極的な

資金供給に取り組んでまいります。しかしながら、このような有望分野への資

金供給のみならず、厳しい事業者への経営改善支援取組みにより地域経済を活

性化させることが地域金融機関の重要な責務であると認識していることから、

当行は前経営強化計画から「建設業」「卸小売業」「各種サービス業」「不動産業」

の４業種を中心とする支援対象業種に対し、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務に取り

組んでおります。本業務によって、これら４業種の課題である県内市場の開拓・

掘り起こしや県内需要を補完する県外移出の拡大に貢献することが可能になり

ます。また、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務においては当行からの値下げを要請し

ての新販路開拓は禁止していることから、適正価格での新販路開拓にも貢献で

き、キャッシュフローが安定化することで、これらの事業者へも安定的な資金

供給が可能となると考えています。今後も引き続き当行の広域な店舗ネットワ

ークを活用することで、適正価格での県内外事業者間の商流構築に取り組んで

まいります。 

 

ｃ.第三次経営強化計画策定における支援対象業種の特徴分析 

 前経営強化計画策定時に使用した産業連関表については、５年ごとの集計で

あることに加え、現状では平成22年のデータがないことから、経済センサス基

礎調査（確報）によりリーマンショック（平成20年）以降の鹿児島県内経済を

業種別の事業所先数や従業者数に基づき分析しています。（表27.28参照） 

平成 21 年から平成 24 年の３年間で鹿児島県内事業所先数は 5,211 先

（6.31％）減少しています。平成23年３月に発生した東日本大震災等の影響も

ありますが、当地域の過疎化・高齢化の進展などの影響が大きいものと思われ

ます。 

卸売業、小売業の2,682先、建設業の802先の減少は、３年間で１割を超え

る大きな減少率となっています。各種サービス業においては減少率 3.00％

（1,055 先の減少）となっており、事業所先数の絶対数における減少数は大き

くなっています。さらに各種サービス業の中には、高齢化が進む鹿児島県でも

ニーズが高まり増加している医療、福祉の事業所数も含まれており、医療・福

祉を除けば1,298先の減少となっていることから、その他の各種サービス業に

おいても厳しい状況です。 

平成 21 年からの３年間において本業務における支援対象である４業種だけ

の事業所数減少は 4,780 先と、県内全事業所先数の減少（△5,211 先）の殆ど

を占める状況にありますが、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の更なる取組み強化が

今後の事業所先数の減少に歯止めをかける一助となるものと確信しています。 
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［産業別事業所先数の推移（表27）］              （単位：先、％） 

 
平成21年 平成24年 

Ｈ21→24年 

変化実数 

Ｈ21→24年 

変化率 

各種サービス業 35,113 34,058 △1,055 △3.00％

  医療、福祉を除いた各種サービス業 29,566 28,268 △1,298 △4.39％

  医療、福祉 5,547 5,790 243 4.38％

卸売業、小売業 24,806 22,124 △2,682 △10.81％

建設業 7,977 7,175 △802 △10.05％

製造業 5,271 5,174 △97 △1.84％

不動産業、物品賃貸業 3,486 3,245 △241 △6.91％

運輸業、郵便業 2,099 1,950 △149 △7.09％

農林漁業（個人経営を除く） 1,657 1,594 △63 △3.80％

金融業、保険業 1,414 1,383 △31 △2.19％

情報通信業 563 495 △68 △12.07％

電気・ガス・熱供給・水道業 83 82 △1 △1.20％

鉱業、採石業、砂利採取業 77 55 △22 △28.57％

全事業（事業内容等不詳を除く） 82,546 77,335 △5,211 △6.31％

               （出所：経済センサス 基礎調査確報（平成24年）） 

 

［産業別従業者数の推移（表28）］              （単位：人、％） 

 
平成21年 平成24年 

Ｈ21→24年 

変化実数 

Ｈ21→24年 

変化率 

各種サービス業 284,685 292,711 8,026 2.81％

  医療、福祉を除いた各種サービス業 180,710 179,581 △1,129 △0.62％

  医療、福祉 103,975 113,130 9,155 8.80％

卸売業、小売業 162,089 151,560 △10,529 △6.49％

建設業 59,673 54,018 △5,655 △9.47％

製造業 82,702 87,848 5,146 6.22％

不動産業、物品賃貸業 12,022 11,809 △213 △1.77％

運輸業、郵便業 39,387 34,451 △4,936 △12.53％

農林漁業（個人経営を除く） 16,705 15,412 △1,293 △7.74％

金融業、保険業 16,175 16,400 225 1.39％

情報通信業 6,579 7,122 543 8.25％

電気・ガス・熱供給・水道業 2,567 2,568 1 0.03％

鉱業、採石業、砂利採取業 829 570 △259 △31.24％

全事業（事業内容等不詳を除く） 683,406 674,469 △8,937 △1.30％

                （出所：経済センサス 基礎調査確報（平成24年）） 
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  （ハ）ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務について 

前経営強化計画において、当行独自のリレバンモデルとして平成23年10月より

取組みを開始した「ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務」につきましては、取引先に対して

単に円滑な資金供給を行うに止まらず、当行のお取引先のネットワークや情報を

最大限に活用して、販路拡大という取引先の本業を積極的に支援することを目的

として全行的に推進を図ってまいりました。本業務は、予め契約した成功報酬手

数料の収受や増加運転資金の供給という直接的効果に加えて、お取引先との強力

なリレーション構築による“他行競合に巻き込まれない適正な貸出金利水準の確

保”及び“お取引先企業の経営改善、業況変化の早期発見・対処”や“行員のス

キルアップ”などの副次的効果も期待でき、実際に具体的成功事例も徐々にでは

ありますが、出てきております。これらのことから、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業

務」は金融機能強化法に基づく経営強化計画において求められている各種指標に

好影響を与えるものと確信しております。今後は、営業現場におけるＷＩＮ－Ｗ

ＩＮネット業務への更なる注力により、新販路開拓の質・量ともに充実させてま

いります。 
 

［ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務の実績推移（表29）］ 
 項 目 平成24年９月 平成25年３月 平成26年３月 平成24年9月比

契約 業務委託契約締結先 717先 970先 1,504先 787先

売上改善案件金額 655百万円 1,379百万円 2,790百万円 2,135百万円
仕掛 

売上改善案件先数 147先 313先 696先 549先

売上高改善実績累計 43百万円 173百万円 474百万円 431百万円

売上改善した契約先数累計 19先 45先 157先 138先成約 

成約委託手数料額 0百万円 2百万円 4百万円 4百万円

 

平成26年３月末現在、契約先数は４業種を中心とした対象先4,576先の約32％に

相当する1,504先となっており、一定の先数を確保したと考えることから、今後３

年間は、契約先数の維持を図りながら個先毎の取組み深度を高め、売上実績の成

果追求に重点を置いてまいります。 

前経営強化計画における取組みを総括する中で、「行員へのＷＩＮ－ＷＩＮネ

ット業務推進に向けたインセンティブ付与」や「行員のスキルアップ」、「業況

が厳しい先に対する組織的な本業支援の取組み」などに課題を残しており、今般

一部のスキーム変更とともに、評価体制を再構築することで、担当行員へのイン

センティブ付与を図ります。 

 

ａ．第二次経営強化計画期間における問題点・課題 

(a)行員へのＷＩＮ－ＷＩＮネット業務推進に向けたインセンティブ付与 

現在のスキームにおいては、契約先によっては、成果報酬を得られる基

準となる売上高改善目標が過大な契約も多く、支援活動の内容がすぐには
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成果に結び付かないことに加えて、目標達成の期限も契約期間の３年間で

特定（コミット）しないルールであり、業務の難易度から新販路開拓が進

みにくい構造となっておりました。そのため、契約締結はしたものの、売

上付与が進まない契約先や、過大な売上高改善目標から一部の売上付与に

留まる契約先もありました。 
また、前スキームにおいては、契約先との契約における委託手数料は対

象先との協議のもと、貸出金平残と直近決算の年商をベースに設定される

仕組みになっていたことから、契約先の業種特性や売上付与の難易度を反

映していないなど、実態と乖離する契約もありました。 

 

      (b)行員のスキルアップ 

本業務に携わる行員のスキルアップ策として、各種研修におけるＷＩＮ

－ＷＩＮネット業務の主旨に関する周知や業務概要の教育などを行ってき

ました。あわせて、業界知識の習得を目的として「なんぎん維新塾」の拡

充に取り組んでまいりましたが、第二次経営強化計画期間中においては、

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務が取引先の本業支援という難易度の高い業務で

あったことから業務習得や成功事例の情報共有が中心となり、対象業種に

関する知識習得を主体とした十分な活動ができたと総括するには及びませ

んでした。 

 

      (c)業況が厳しい先に対する組織的な本業支援の取組み 

        当行が「本業」として取り組んでいるＷＩＮ－ＷＩＮネット業務には本

業支援による取引先の「事業再生」や「ランクダウン防止」といった地域

事業者への支援および当行の信用コストの圧縮といった目的がありますが、

貸出条件変更先への売上改善支援の実績はあるものの、組織的・継続的な

支援態勢の構築には至っておりませんでした。 

 

ｂ．スキーム変更の内容 

      (a)契約内容の変更（確実かつ継続的な売上高付与に向けた改善） 

当行はＷＩＮ-ＷＩＮネット業務に前経営強化計画から取り組んでまい

りましたが、第三次経営強化計画においては、顧客の満足度を高めること

を目的として半期毎の売上高改善支援目標を設定し、顧客へ売上高を毎期

継続的に付与するスキームに変更します。 
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［契約内容の変更のイメージ（表30）］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       一．売上判定期間の変更 

前計画においては、目標達成まで３年間という長い期間を設定していた

ことから成約時期が予測できない契約となっておりましたが、今回、当行

の売上付与に半期６ヶ月というタイムリミットを設定することで、成約時

期が直近決算にも反映しうる売上付与へ変わることで顧客満足の改善を図

ります。また当行においては、目標達成のタイムリミットが半期で設定さ

れることで、同一顧客への毎期の継続的な売上付与を、当行内部での半期

毎の業績評価によりフォローすることも可能となると考えており、これま

で以上に売上改善支援に注力することが可能となります。 

 

       二．売上改善目標と委託手数料設定方法の変更 

具体的な変更内容としては、直近決算の年商と業種を考慮した半期毎の

売上改善目標を設定し、業種を考慮した最低委託手数料率をもとに委託手

数料を設定するという契約とします。その後、半期毎に契約先に付与した

契約内容の変更

３年間という長期の成果報酬契約

（コンサル先）
売上付与までの期間が長期のスパンとなる

（当行）
顧客のコスト負担がないことから当行からの売上付与が

長期になりやすい

委託手数料に基づき、コンサル先が売上改善目標を
自由に設定する契約

（コンサル先）
販売委託の商慣行（売上付与額に対して一定料率の

手数料を支払う）と異なることから、売上高改善目標設定
に苦慮する傾向にある

（当行）
コンサル先によっては極端に多額の目標設定となり、

コンサル案件推進へのハードルが高くなる

半期締めで継続する成果報酬契約

（コンサル先）
半期内に売上付与されやすくなり、コンサル先自身の

売上貢献が見込まれやすい

（当行）
当行における半期締めの業績評価と平仄が合うため、

売上付与に計画性とモチベーションを確保できる

年商と業種から売上高改善目標と委託手数料を
設定する契約

（コンサル先）
過大な売上高改善目標ではなく、合理的な目標となる

ことで当行からの売上付与が見込みやすい

（当行）
年商や業種にふさわしい売上高改善目標での契約と

なることで、案件推進のインセンティブが働く

顧客満足の向上・売上高改善支援への注力

変更前

変更後
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売上高を計算して、成功報酬として委託手数料を徴求する仕組みとします。

現状の契約においては、当行の関与が希薄であっても契約先のコスト負担

が生じないスキームであることから、営業現場が積極性を欠いた新販路コ

ンサルティングとなりがちでした。今回、設定方法を変更することで、当

行の現場にもある程度の合理的な新販路開拓へのインセンティブを与えつ

つ、契約先に対しても目標達成期限の目安を契約書に明示した上で継続的

かつ実効性の高い支援を行う必要があるとの判断に至りました。今後は本

契約方法を用いることとし、既存契約先にも同意を得た上で順次再契約を

進めていく方針です。本変更に伴い、当行および契約先がより身近な売上

改善目標を持って業務に取り組むことが可能になると考えております。 
 

 (b)評価体制の確立（取組みに対するインセンティブ付与） 

［評価体制の確立のイメージ（表31）］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の評価については、今まで営業店の業績評価

へ反映させていましたが、個人の評価制度の導入までは未着手でした。今

回、上記スキームの変更とあわせ、本業務推進にかかる行員のモチベーシ

ョン向上を図るため、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」を｢収益｣や「基盤」

と同列とした営業店評価制度の導入を進める方針です。本業務を担当する

行員に対しても、活動実績、取組姿勢等を総合的に評価して、賞与査定や

人事考課に具体的に反映させる仕組みを構築するとともに、個人表彰制度

の導入も検討していきます。また、担当行員に対しては人事上の辞令を交

付して当該業務に従事した履歴を行員個々の正式なキャリアとして残すこ

とで、モチベーション向上と責任感の醸成を図ってまいります。 

さらに「一般型」（後述）については半期毎の継続的な支援を実現するた

めに、営業店の業績評価において毎期連続での目標達成を重点的に評価す

る方針とします。 

 

 

 

 

 

評価体制の確立

収益 業容基盤
ＷＩＮ－ＷＩＮネット

業務

業績評価

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務を今回追加し、「本業」としての適正な営業店評価制度の導入
→ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の取り組みに対するインセンティブ付与
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(c)営業店行員への浸透とスキル向上（態勢整備、教育研修） 

［営業店行員への浸透とスキル向上のイメージ（表32）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本業務は、高い目利き能力と財務分析能力、業種特性の把握が必要とな

るため、事業性融資の取組み経験が豊富な管理職・中堅行員が活動の主体

となります。営業店においては支店長、次席者、融資役席、法人渉外、総

合渉外が該当しますが、業務の活動がスキルの高い一部の行員にやや偏重

している状況が見られます。 

こうしたことから、通常の研修においてＷＩＮ-ＷＩＮネット業務の教育

を継続するとともに、幅広い業種知識の習得を目的として「なんぎん維新

塾」と称する自主勉強会の開催により、多くの行員の習熟度を高めてまい

ります。加えて、支店長を「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務推進責任者」、担

当行員を「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務推進担当者」として辞令を交付し、

正式に業務役割を定め、自覚を促すことで、同業務を預金業務・融資業務

に並ぶ「本業」としての位置付けを明確にし、行員の認識を高めていく方

針です。 

 

［「なんぎん維新塾」のイメージ（表33）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営方法 期待される効果

　他業態のオペレーション改善についてのノウハウ
　は講師・聴講者ともに無いので劣等感を感じるこ
　となく参加できる。

　少ない時間で大量の書籍・資料を読み通すこと
　と同様な効果がある。

　当番は説明資料作成などの手間がかかるもの
　の、プレゼンテーション能力が向上する

　①当番は各人の関心事項に応じて、自ら参考図書・資料
　　を選定する
　②参考図書は、支援対象業種のオペレーション（事業運
　　営）改善につながるものに限定する。

　①1回につき3名程度が当番で講師となり、興味深かった
　　ポイントをまとめて30分程度で話し、可能な範囲で質疑
　　を受ける。

　　コンサルティング能力の向上はフィールドワーク（実戦）と
　　情報収集（良い本、良い資料を読む）がカギとなる。

営業店行員への浸透とスキル向上

自主勉強会
「なんぎん維新塾」

↓
幅広い業種知識の習

得
による行員の
スキルアップ

預金業務・融資業務と並ぶ「本業」としての
位置付けを明確化

↓
【辞令交付】

・支店長：ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務推進責任者
・渉外、融資：ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務推進担当者
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      (d)「事業再生型」ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の導入 

［「事業再生型」ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務のイメージ（表34）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本業支援による取引先企業の事業再生を目的として、今後は「一般型」と

「事業再生型」に区分して取り組んでいく方針です。 

「一般型」のＷＩＮ－ＷＩＮネット業務については、前述のとおり契約内

容を見直すことで、売上改善実績の更なる計上に努めてまいります。 

また「事業再生型」については委託手数料を徴求しないスキームとし、業

況が厳しい取引先の売上増強による財務改善を進め、債務者区分のランクア

ップによる信用コスト低減により当行の収益改善を図ることを目的とします。

当行の本業支援による再生支援が必要なお取引先に対し、審査部経営支援室

が中心となり、全営業店とともに新販路開拓を実施します。売上高改善は半

期毎に継続していく「一般型」とは異なり、策定済みの経営改善計画とあわ

せて計画的に進めていきます。 
現在取り組んでいる中小企業再生支援協議会や認定支援機関との連携によ

る再生支援に加え、本業支援にも組織的に取り組むことで、地元取引先企業

の再生を支援し、地域経済の活性化に努めてまいります。 

 

(e)本部専担部署の強化（態勢整備、スキル向上） 

［本部専担部署の強化のイメージ（表35）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当行による
再生支援が

必要な
お取引先

当行
　　　　本業支援（新販路開拓）
　⇒お取引先：売上増加による財務改善
　⇒当行：ランクアップによる信用コストの低減

事業再生型については、手数料を
徴求しないスキームとする。

事業再生型ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の導入

本部専担部署の強化

本部推進統括責任者

営業統括部長

本部推進責任者

ＷＩＮ－WINネット推進Ｇ
所属行員

営業統括部

本部推進統括副責任者

経営支援室長

本部推進責任者

経営支援室
所属行員

審査部

　
人材開発室
人材育成

人事総務部

　
経営計画推進室
計画の進捗管理

経営企画部

　
営業店監査

業務監査部

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務運営協議会

２
部
に
よ
る
連
携
支
援
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営業店における当該活動をサポートし、全行的な取組みとするため、平成

24年３月に本部内に専担部署（営業統括部 ＷＩＮ－ＷＩＮネット推進グル

ープ）を設置しました。また平成26年４月１日より、営業統括部長を一般型

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の主管部署として「本部推進統括責任者」、審査

部経営支援室長を事業再生型ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の主管部署として

「本部推進統括副責任者」とし、ＷＩＮ-ＷＩＮネット推進グループ及び審査

部経営支援室所属行員を「本部推進責任者」として任命しており、本部２部

署による連携態勢を整備しております。連携の内容としては２部の情報交換

によるノウハウの共有や支援取組みに対する協議、契約先への同行訪問を行

っております。また、経営支援室が参加するバンクミーティングへＷＩＮ－

ＷＩＮネット推進Ｇ担当者を参加させるなど、本業支援と経営改善支援の相

乗強化を図ってまいります。 

また、経営計画の進捗管理を担う経営企画部、人材開発を担う人事総務部

を加えた関係部連絡協議機関として「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務運営協議会」

を本部内に設置し、毎月進捗状況の把握と問題点・課題の洗い出し、改善策

の協議・立案を行っております。 

 

［ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務の実施態勢（表36）］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．業種別取組方針 

現在までの売上改善支援案件の組成と成約の状況を見ると、建設業や不動産業、

経営企画部
経営計画推進室

営業統括部
ＷＩＮ－WINネット推進Ｇ

審査部
経営支援室

人事総務部
人材開発室

営業店

お取引支援先

      WIN-WINネット業務

販売・仕入先
登録（入力）

販売見込先
還元（出力）

ＰＣ
ＰＣ

ＰＣ

ＰＣ

計画進捗管理 経営相談

事業再生

外部セミナー企画
自主勉強会企画

≪ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務運営協議会≫

人材育成

推進統括
成功事例蓄積

連　携

営業店サポート

営業店サポート

商流情報データベース

業務監査部

業務の正確性
検証

営業店監査

一般型 事業再生型
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飲食、自動車、卸・小売業における建設関係の案件については成約率が高いもの

の、その他サービス業関係においては、成約率が低いなどの取扱商品によってバ

ラツキがあることが分かります。これは、業種ごとに難易度が異なることに加え、

行員のスキルが不足していたことが要因と考えます。第三次経営強化計画におい

ては、「なんぎん維新塾」において各業種における「幅広い業種知識の習得」を

図ることに加えて、現場へのインセンティブについても難易度に応じたメリハリ

を付けることで、売上改善支援に努めてまいります。 

ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務においては、これまで優先的に支援する４業種を選定

して取組みを進めてまいりましたが、前経営強化計画期間における取組みの状況

を踏まえて、改めて業種別取組方針を次の通り定めます。 
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[案件組成と成約状況（表37）]（平成25年９月現在）     （単位：件、％） 

売り手の 

主業種 
取引対象の商品・サービス 

案件数 

① 

うち成約 

案件数② 

成約率 

②÷① 

食料品 226 33 14.6％

洗浄用品・介護用品等 24 2 8.3％

自動車 33 6 18.2％

ゴム製品（手袋など） 17 3 17.6％

飼料・肥料 13 2 15.4％

畳・贈答品 11 2 18.2％

建築資材 20 4 20.0％

卸・小売業

ＬＥＤ・太陽光パネル等 14 2 14.3％

ＷＥＢコンテンツ作成サービス 34 2 5.9％

印刷物や写真サービス 32 3 9.4％

廃棄物処理サービス 23 1 4.3％

清掃・ビルメンテナンスサービス 19 3 15.8％

税務・労務サービス 16 1 6.3％

ペット葬祭・ハウスクリーニング 14 2 14.3％

サービス

業 

飲食サービス 11 3 27.3％

建設業 建設サービス 172 40 23.3％

不動産業 不動産サービス 53 9 17.0％

合計 732 118 16.1％

（注：成約案件数が１件以上ある案件に限定して集計しています。） 

 

◇1 卸・小売業 

卸・小売業については、自動車や建築資材などへの販路拡大事例が多く、全

体的に県内企業間や県内個人を中心とした販路拡大に取り組んできました。今

後においては、他県の地域金融機関等との連携を進めながら本業支援に取り組

んでいきます。 

 

◇2 サービス業 

サービス業については、清掃業や飲食業、ペット葬祭業者の紹介などを行っ

ていますが、総じて金額が少額であることや販路が限られることから販路開拓

に苦戦しており、成約率は低くなっております（表32における成約率10％未満

の項目は大半がサービス業）。 

今後はサービス業に対するコンサルティング能力向上および、取組みに対す

るインセンティブ付与も必要であると考えており、継続的に売上を積み上げ易

いスキームへと変更することで、本業種についても支援を継続してまいります。 

サービス業の中でも、特に医療・介護・福祉については全体的に売上増加傾

向であり、今後も堅調に推移していくものと推測しており、更に注力していき
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ます。また、観光資源を活用した観光客誘致支援にも注力していきます。 

 

◇3 不動産業 

不動産業については、需給バランスの良い鹿児島市を中心に賃貸不動産市場

は良好であり、引き続き情報収集に努め、積極的に支援してまいります。取引

先事業者の店舗や倉庫用地の購入ニーズなどは恒常的に把握することができる

ことから、仲介・媒介とならないように注意しながら、契約先不動産業者への

情報連携を引き続き行ってまいります。 

 

◇4 建設業 

建設業については、戸建・マンションや賃貸物件、リフォーム案件の紹介など

様々な事例があります。現在、本業種は全体的に公共工事を主体として受注状

況は良好であるものの、今後の動向については不安定要素もみられることから、

特に民間需要について積極的な提案を行っていきます。案件としては個別の事

案が多いことから、各種のニーズをとらえながら販路紹介を実施してまいりま

す。 

 

ｄ．販路拡大に向けた取組み 

現在までの売上改善支援実績は、主に自行内の情報をもとに販路開拓活動を展

開しており、県内の企業や個人間の取引が主となっております。今後、更なる売上支

援に取り組むにあたり、鹿児島県外への販路拡大は課題であると認識しており、当行

の県外店舗ネットワークの活用や他金融機関との情報交換などを通じて県外への販

路拡大を目指してまいります。 

 

（ニ）中小企業・事業者向け貸出の増強 

国内の経済環境は、前経営強化計画策定時点から大きく変化しており、景気

回復とデフレ脱却は大都市圏において鮮明となっております。当地においても

建設業において人手不足と建設資材の価格上昇がみられ、サービス業において

も労働需給逼迫に伴う人件費上昇等、一部に影響が現れてきており、太陽光発

電を主とする自然エネルギー投資の特需も相俟って、企業の資金需要は強まっ

てくるものと推測されます。 

一方で優良融資案件については他行競合によって貸出金利回りの低下圧力が

強く、採算性では厳しい状況が当面続くものと思われ、採算性とリスクを意識

した取組みが重要であると認識しています。 

こうした環境下、当行では、比較的利鞘を確保しやすくリスク分散も図るこ

とが出来る「中小零細企業向け貸出」を中心に貸出先数の増加を伴う形で追及

していく方針です。また、資金供給については、既存顧客の支援に加えて、地

域経済発展の方向性に合致した成長産業（医療・介護、農産物加工、自然エネ

ルギー）向け貸出に注力するとともに、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務を通じた“資

金需要の創出”にも努めてまいります。 
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（ホ）海外取引・海外進出支援に向けたコンサルティング機能強化への取組み 

当行では、海外取引及び海外進出に向けた顧客支援として、外部専門機関と

の業務提携（相談・現地調査等）を行い、中小企業等のお取引先のニーズに対

応しております。 
現状、鹿児島県は輸出産業の割合が低く、他地域に比べ海外取引・海外進出

を行っている事業所が少ない状況にあります。しかしながら、全産業における

農産物関連の生産割合が高い鹿児島県においては、当行が本業支援として取り

組んでいるＷＩＮ－ＷＩＮネット業務の観点からも、農商工連携による６次産

業化により付加価値を高めた食品加工品を、地理的に近い東南アジアを中心と

した海外市場に輸出するなど、お取引先の新たな販路拡大に繋げていく必要が

あると考えています。 
これを踏まえ、今後、お取引先の海外取引及び海外進出支援を強化すべく、

国際業務取組みの再構築を図ってまいります。具体的な内容としては輸出入取

引や海外向け商談会参加に関する補助金制度の紹介等を含めた貿易全般のノウ

ハウを提供するほか、それに伴う資金ニーズへの対応に努めてまいります。ま

た、外部専門機関・専門家等と連携による販路拡大支援についても検討してま

いります。 
国際業務へのノウハウを行内に蓄積することで、人材の継続的育成と営業

力・内部管理体制の強化を図り、お取引先支援に努めてまいります。 

 

（ヘ）地域シェアの向上と事業所貸出先数の増加 

当行の鹿児島県内における貸出金シェアおよび事業所貸出先数の推移をみると、

徐々に高まってきている状況にあり、事業所貸出先数についても減少傾向に歯止

めが掛かり、増加に転じております。地域シェアの向上にあたっては、他行設定

より低利な貸出金利設定による貸出の増強ではなく、本業支援や創業支援、海外

進出支援等を通じて、地元地域経済の新たな資金需要を創出し、お取引先の増加

を伴った取組みを主眼に置いていきます。 

現在取り組んでいる「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」への地道かつ着実な取組み

や年金・給与振込や口座振替の推進によるメイン化によりお取引先数の増加や地

域シェアの拡大に繋がってくるものと考えております。 

 

［鹿児島県内預貸金シェアの推移（表38）］          （単位：％、億円） 

 19/3末 

実績 

20/3末 

実績 

21/3末 

実績 

22/3末 

実績 

23/3末 

実績 

24/3末 

実績 

25/3末 

実績 

貸出金 10.4 10.5 10.6 10.9 11.0 11.2 11.1

県内貸出残高 37,412 38,082 38,867 39,344 39,682 39,677 40,897

預 金 6.1 6.2 6.1 6.3 6.4 6.4 6.5

   ※ＪＡ、ゆうちょ含むシェア             （出所：金融マップ（金融ジャーナル）） 
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［事業所貸出先数の推移（表39）］                （単位：先） 

 20/3末 

実績 

21/3末 

実績 

22/3末 

実績 

23/3末 

実績 

24/3末 

実績 

25/3末 

実績 

26/3末 

実績 

事業所貸出先数 8,312 8,067 7,991 7,819 7,532 7,362 7,580

うち鹿児島県内 7,028 6,884 6,845 6,693 6,460 6,367 6,548

うち鹿児島県外 1,284 1,183 1,146 1,126 1,072 995 1,032

 

（ト）収益管理態勢強化による収益力向上への取組みについて 

当行では、平成22年４月より、収益管理システムを導入し、スプレッド・バンキ 

ング、ＡＢＣ原価計算、信用リスク計量化による管理会計を活用して収益管理態勢 

の再構築を進めてまいりました。 

これまでの運用を通じ、多様なセグメントでの分析が可能となったことから、お 

取引先毎の総合的な採算性把握と検討を目的とし、平成25年11月に管理会計とプラ 

イシングガイドラインをベースとした顧客別総合採算検討表を策定しました。これ 

によって、与信審査をガイドラインのみの判定とせず、お取引先の取引内容を勘案 

し、管理会計を活用した総合的見地からも採算性検討を行っております。 

今後は、営業店別の将来収益シミュレーションを策定し、お取引先別・営業店別

の両面からの収益管理、採算性把握によって当行全体の収益力を向上させていくと

ともに、信用コストまでを考慮したＲＡ業務純益※ベースでの業績評価を徹底するこ

とで、営業店へ採算性向上に対するインセンティブを強化し、実効性を高めてまい

ります。また、ＡＢＣ原価計算で得られたデータを活用した効率的な業務運営にも

努めてまいります。 

※ＲＡ業務純益･･･リスク調整後業務純益 
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ロ. リテール（個人金融）部門の強化 

（イ）基本方針 

リテール(個人金融)部門の強化は、高齢化社会の到来に向けた金融資産の世代間

移転、「貯蓄から投資」への流れの加速等を踏まえて、当行の安定的調達基盤の確

保と、今後の景気回復に伴う個人消費増加を金融面でサポートする観点から、その

取組みを強化する必要があると考えております。 

この基本方針のもと、「リテール金融（個人）地域ナンバーワン」の目標に向け

て、コアとなる施策をそれぞれのビジネス分野で展開してまいります。推進態勢と

しては、役割分担を明確にした上で、女性、継続雇用の嘱託高齢行員、若年行員を

戦力化して、大手金融機関が対応できない“きめ細かいサービス”に取り組むとと

もに、非対面チャネルによる“利便性を重視したサービス”を展開してまいります。 

   

［リテール部門強化イメージ（表40）］ 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

高齢化の進展とそれに伴う人口減少は全国的傾向となっていますが、とりわ

け当行が主要マーケットとしている鹿児島県においても2010 年から2035 年ま

での間に約19％相当、31.9万人が減少すると予想されているなど、地域金融機

関の生命線である“預金調達基盤”が揺るぎかねない状況にあります。 

しかしながら、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務を含めた各種施策の実行により契

約先の雇用安定や地域経済活性化に伴う若年労働者の県外転出抑制の一助とな

ることで人口減少の悪影響を最小限にとどめた上で、リテール部門への戦略的

取組みにより、現在の預金シェア6.5％（表38参照）の着実な改善を図ってい

きたいと考えております。そのために、以下のような取組みを行ってまいりま

す。 
 

a.高齢化進展への対応 
当行では、従来から年金振込指定口座の確保を重要な預金吸収基盤強化策

として捉えており、現在も個人預金全体に占める 65 歳以上の預金者の割合

目標：リテール（個人金融）地域ナンバーワン

基本方針

対人による
きめ細かいサービス

非対面による
“いつでもどこでも”
利用できるサービス

マンパワーの投下による
高齢者層との取引拡大

利便性の向上による
若年層の取り込み

・ミナミネット支店
・一体型カード
・コンビニＡＴＭ

コア施策 生涯取引の推進

　　・就職時
　　・住宅取得時
　　・消費財、サービス
　　　購入時、子育て時
　　・退職後の老後再
　　　設計時
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（預金残高ベース）は36.7％と高い水準となっています。 

鹿児島県の推計によると、平成 22 年以降の 10 年間で 65 歳以上の人口は

6.2 万人増加する見通しであり、この顧客層に限ればパイは当面拡大するた

め、引き続き高齢者層の預金吸収が重要となるものと考えています。 

この顧客層の主なニーズは「対人によるきめ細かいサービス」であり、こ

れまで金融機関が省力化のため推進してきた機械化・無人化戦略と対極にあ

ります。しかしながら、当該顧客層がもたらす収益性は高く、マンパワーを

投下してコストをかけてでも取り込む価値は高いものと考えます。 
具体的には、雇用延長により当行でも増加することが見込まれる嘱託行員

や行員ＯＢの再雇用等により、高齢者対応専門の渉外行員を配置してまいり

ます。 
 

ｂ.若年層顧客の取り込み 

一方で、高齢化の進展により、少子化の影響による若年層の減少が予想さ

れることから、給与振込や個人ローン、住宅ローン利用者は先細りとなるこ

とが予想されます。 

また、当該顧客層は将来の年金受給者となるため、顧客構成の変容は預金

吸収基盤の脆弱化に繋がりかねないと危惧しており、高齢顧客の取り込みと

ともに若年層顧客の囲い込みは長期的戦略として不可欠であると認識して

います。 

若年層顧客は高齢者顧客と異なり、非対面かつ、“いつでもどこでも”利

用できる利便性を重視する傾向にあります。従って、この顧客層を取り込む

ために、非対面チャネルの強化とＡＴＭ網充実を促進してまいります。 

具体的には、平成25年度に取り扱いを開始した交通系ＩＣカードと提携

した一体型カード「ＷＡＺＺＥ ＪＱ ＳＵＧＯＣＡ」の販売促進と、平成

26年４月のセブン銀行とのＡＴＭ利用提携により全国のセブン-イレブン 

等にて「ほぼ24時間」利用可能な店舗外ＡＴＭ網の拡充を図ってまいりま

す。 

また、ミナミネット支店を活用したネット預金の取り扱いとインターネッ

ト・モバイルバンキングの強化、マスメディアを通じたイメージ戦略の展開

等により、若年層顧客を取り込みます。 

 
（ロ）預り資産を含む顧客囲い込み 

現在、世界の経済環境は先進国を中心に回復基調にあり、わが国の経済も

緩やかな成長トレンドに入ったとされています。昨今の「貯蓄から投資」へ

の流れも続いていくものと思われ、ＮＩＳＡを活用した投資信託や個人年金

保険、終身保険、国債を中心としたお客様のニーズにあった提案活動により、

非金利収入の拡大に努めてまいります。 

取組みにあたっては、平成21年５月に開設した「なんぎん個人相談プラザ」

が中心となり、営業店のＭＰ（マネー・プランナー）、内勤行員の販売スキ
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ルを向上させ、預金・金融商品合算でのトータル資産管理態勢を構築してま

いります。 

 

     [金融商品販売実績推移（表41）]    （単位:販売額・残高：百万円、株価：円） 
 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

投信販売額 1,099 2,106 3,591 3,124 5,371

期末投信残高 17,284 15,884 14,468 16,295 16,833

日経平均株価（年度末） 10,546 9,755 10,083 12,397 14,632

 
（ハ）生涯取引推進による顧客囲い込み 

個人取引においては、ライフサイクルに適応したサービス提供を行っていく

中でも、以下のイベントタイミングを重視した戦略を進めてまいります。 

 

ａ.就職時（給与振込口座獲得） 

就職時の給振指定口座獲得は生涯取引の第一歩となるため、地域に密着した

金融機関にとっては重要なセールスイベントとなります。 

口座指定の動機には、既に取引があること、勤務先が指定していること等が

ありますが、前者は就学中のアルバイト代振込み口座開設時点がポイントとな

るため、この観点からも、新入学生を対象としたキャンペーンの実施や、若年

層に対してインパクトの高い商品投入とイメージ戦略を展開してまいります。 

 

ｂ.住宅取得時（住宅ローンの推進） 

住宅取得時の住宅ローン取り扱いは、生涯取引固定化の重要な契機であるた

め、個人取引メイン化の重要な施策として推進を図ってまいります。 

しかしながら、銀行間競争の激化により住宅ローン単独では採算の確保が困

難となっており、これを踏まえ、当行では、適正な資金供給に努めつつも、低

利固定型の住宅ローンで積極的に融資残高を増加させる戦略ではなく、個人メ

イン顧客獲得のツールとして活用するに留める方針です。 

ただし、太陽光設備設置やＬＥＤ電灯への入れ替え等、一般住宅におけるリ

フォーム需要は安定的に見込めることから、積極的に対応してまいります。ま

た、「フラット 35」については商品内容に他行との差異が少なく、金利リスク

もないため、手数料確保とメイン顧客獲得の有効ツールとして注力してまいり

ます。 
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［鹿児島県内４行庫の住宅ローン残高推移（表42）］     （単位：百万円） 

25/3末  24/3末 

残高 残高 シェア 

26/3末 

残高 

当行 152,318 154,519 19.2％ 155,688

地元他行庫 624,720 650,751 80.8％ 723,428

合計 777,038 805,270 100.0％ 879,116

 

[住宅ローン残高内訳（表43）]     （単位：百万円） 

 24/3末残高 25/3末残高 26/3末残高 

住宅ローン 97,480 98,858 100,062 

アパートローン 54,837 55,661 55,626 

合計 152,318 154,519 155,688 

 
ｃ．消費財・サービス購入時、子育て時 

改正貸金業法の完全施行後の健全な消費者金融市場を形成する観点から、消

費者向け貸出についての取組みを強化してまいりましたが、今後の景気回復を

見越した個人消費性向の高まりを想定した場合、消費者ローン市場は成長性、

収益性の両面から有望なマーケットであると認識しています。 

特に個人ローンに関しては、そのプライバシー性から、非対面チャネルを好

む傾向にあり、同チャネルの拡充はローン戦略の重要な要素と考えています。  

消費者ローン残高は、平成 22 年度以降、それまでの減少基調から一転して

増加傾向にあり、平成24年度で年間17億円、平成25年度で年間16億円と堅

調に増加しております。これは、平成 23 年４月に開設した「ミナミネット支

店」が大きく貢献しており、現在は全ローンの約33.8％を同支店経由で受付す

るなど、申込案件確保と営業店事務効率化の両面において効果が大きいことか

ら、今後も同支店を最大限に活用した非対面チャネルによるローン戦略を展開

してまいります。 

 

ｄ．退職後の老後生活再設計時 

退職時においては、退職金の運用や住宅ローンの返済、保険の見直しなど老

後生活の再設計を行う機会となります。これを踏まえ、各種資産運用のアドバ

イスにより当行での取引拡大に努めます。 

また、当地においては、少子高齢化が進展する中にあっても核家族化により

世帯数は増加傾向にあり、介護付き高齢者専用賃貸アパートの需要の高まりと

ともに、賃貸物件の建設は一定のペースで今後も続くものと予想しています。

これは、退職金等を運用する投資プランとしても、自身の老後の生活空間を確

保する上においてもニーズが高いものと思われ、当行では総合的な採算面を考

慮しつつ、前向きに取り込んでいく方針です。 
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② 経営の効率化 

イ.従業者の戦力化 

当行では、営業拠点拡大を進めるとともに、行職員の定期採用に取組み、適正

人員を確保するとともに、行職員のスキルアップにより多様化する顧客ニーズに

対応してまいります。また、定年退職継続雇用者の高いスキルを活かすために、

積極的に営業店への配置を進めていくほか、安定的な採用（新卒・中途）を継続

する一方で、嘱託・パート行員への研修を強化し、質の高い人材を育成してまい

ります。 

なお、平成26年度より役割責任の大きさや貢献度合いに応じて、より適正な処

遇を実施するために、従来の人事諸制度を大幅に改定致しました。これにより行

員のインセンティブ向上によるモチベーションの引上げを図ってまいります。 

 

（イ）「女性」の更なる活用 

女性行員についても、ＭＰ（マネー・プランナー：女性渉外）への任命だけで

なく、総合渉外への積極的な登用を行うとともに、更なる能力開発の促進により、

役席者や管理職への登用を拡大してまいります。平成25年４月には西谷山出張所

の設置に伴い、所属の所長を含めた全行職員を女性としており、女性活用のモデ

ル店舗としております。 

これらに加えて、産休・育休制度を積極的に活用していくことで、女性にとっ

て働き易い職場・就業環境を整備していきます。 

 

（ロ）出向先の拡大によるリレーション強化・戦力化 

お客様と当行とのリレーション強化ならびに当行人材の地元中小企業等での活

用を図るため、当行グループ会社以外への出向者（平成26年３月末現在：49名、

うち銀行グループ外27名）を今後も増加させ、さらにお客様とのリレーション強

化を図ってまいります。 

 

（ハ）従業者の多能化による戦力化 

お客様に対するサービスの向上に向けて、従業者をハイカウンター業務（テラ

ー、出納）から相談業務に配置換えするとともに、ハイカウンター業務について

は嘱託・パート化により対応しています。 

現在、嘱託・パート職員においては採用時研修を毎月実施し、更なる戦力化（質

の向上）を促進しております。また、女性行員の営業力強化を図るため、金融商

品プログラム研修やマネー・プランナー（ＭＰ）のスキルアップに向けた取組み

を行っております。さらに、従業員の一人二役・三役の実現、役割分担の明確化

により全員営業態勢の強化を図ります。 

 

（ニ）スキル向上による戦力化 

お客様とのリレーション強化は、行員のスキル向上に大きく依存することから、

研修カリキュラムにコンサルティング機能の強化を盛り込むことで、資格取得後
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の営業現場での活用に努めてまいります。 

また、「なんぎん維新塾」（月１回の行員主導による幅広い業務知識の習得を

目的とした店別勉強会）を継続実施することにより、行員全体のスキル向上を図

ってまいります。 

 

ロ.ローコスト態勢の構築 

  （イ）人件費について 

本計画内においては、質の高い営業態勢を構築するため、適正な営業店人員を

確保することで、営業拠点の拡大とともに全体の人員数は若干増加する見通しで

す。 

また、人事制度ならびに給与規程等の制度改定による影響（調整給等）もあっ

て平成26年度および平成27年度中の人件費は増加する予定です。 

 

[従業員数の推移見込み（表44）]             （単位:人） 
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 25年度  

実績 実績 計画 計画 計画 比較 

期末従業員 913 892 913 916 916 24 

うち行員 644 619 630 631 634 15  

嘱託・パート 269 273 283 285 282 9 

 

[人件費の計画（表45）]               （単位:百万円） 
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 25年度  

実績 実績 実績 計画 計画 計画 比較 

人 件 費 5,608 5,627 5,481 5,507 5,490 5,472 △9 

 

  （ロ）物件費について 

物件費の節減については、前経営強化計画においても鋭意取組み、相応の成果

を出しておりますが、機械化関連投資(ＳＢＫ関連費、サブシステム等のソフトウ

ェア)、顧客利便性の向上に向けた投資（種子島支店移設、西谷山・上川内出張所

新設、事務センター開設等）ならびにＳＢＫ（システムバンキング九州共同セン

ター）負担割合の増加による事務委託費等の増加により、物件費は本計画期間中

において増加する見込みです。 

現在、経費の最適化を図るべく、費用対効果の検証および追跡を実施している

ほか、全行的な総物件費(賃借料、保守料、警備料、会費等)の継続的な見直しに

加えて、経費事務の本部集中化や事務効率化等に取り組んでおります。また、Ｓ

ＢＫにおいて加盟行の業務の集中化・共同化の検討を進めており、更なるローコ

スト体制の構築に取り組んでまいります。 

一方で、物件費の当行の支払先には鹿児島県内事業者も相当数含まれており、

そのような事業者にとっては重要な売上となっている可能性があります。ＷＩＮ

－ＷＩＮネット業務を行う当行にとっては、価格や条件だけで、このような事業
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者への支払を削減することがないように今後も留意しつつ物件費の節減を行って

まいります。 
 [物件費の計画（表46）]               （単位:百万円） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 25年度  

実績 実績 実績 計画 計画 計画 比較 

物 件 費 4,196 3,992 3,977 4,056 4,063 4,078 101 

 

（ハ）事務管理態勢の効率化 

本経営強化計画に掲げる収益目標を達成するためには、経営資源（マンパワー）

を営業に集中的に投下して顧客との接点拡大を図る必要があります。 

前経営強化計画策定時より、事務の機械化・本部集中化による営業店の事務の

効率化により内部従事者の営業現場への投入を図ってまいりました。本計画にお

いても更なる効率化を進めていくことで、営業人員の創出と全員営業態勢の強化

に繋げてまいります。 

 

    ａ.営業店内務従業者数の抑制 

本経営強化計画において、事務・業務の本部集中、効率化をこれまで以上に

進めることで余剰人員を創出し、営業店の内務従業者（事務担当）数の営業店

総従業者数に占める比率を、60％から55％へ引き下げ、これによって創出され

たマンパワーを営業戦力へシフトすることで収益力強化に繋げてまいります。 

 

ｂ.「事務センター」の機能強化による営業店事務の本部集中化の促進 

事務統括部の各部署が鹿児島市内各所に点在していたことから、集約・統合

による業務効率向上と行職員の互換性向上、人員の効率的配置による営業現場

への再配置を目的として、平成 25 年９月に事務統括部を南日本銀行第２ビル

（Ｍ２ビル）に移転・集約し、「事務センター」として再編・稼動させました。

今後は、本センターを中心として更なる営業店事務の本部集中化を進めてまい

ります。 

営業店事務の本部集中化の促進としては、すでに本部集中を実施している14

業務(融資オペレーション、相続手続、諸届、残高証明発行など)について事務

統括部事務集中２グループへの集約の促進、および文書統合管理システムによ

る各種紙媒体の電子化促進を一層進めてまいります。 

これにより、発生頻度や習熟度が低い事務処理について、本部専門スタッフ

が対応することによる事務リスク低減と研修コスト抑制を図るとともに、文書

管理・個人情報管理といった業務負担の抑制効果が期待されます。 

 

    ｃ.事務量の削減（行員処理から顧客処理へのシフト） 

事務量の削減に向けて、通帳繰越、硬貨入金機能を備えた多機能型ＡＴＭへ

の切替えを進めていくとともに、リモート精査機能を導入し、営業店で週一回

実施しているＡＴＭ精査業務の軽減化を図るほか、少人数店舗の事務負担軽減
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のため、電子記帳台、通帳・証書管理機の導入を検討してまいります。 

また、事務量に応じてオープン出納機への切替えを進めていくことに加え、

店舗新設やリニューアル時において今後も金庫レス対応、全自動貸金庫設置を

標準装備として顧客利便性の維持・向上を図りつつ、順次展開してまいります。 

 

ハ.経営資源の効率的配置 

当行は、前経営強化計画においても、高コスト体質からの脱却へ向けて、「業務改

善・効率化提案箱」の設置をはじめ、人事総務部を中心とした「物件費削減のための

施策」への取組みや、事務管理態勢の効率化（前記）など、様々な施策に取り組んで

まいりました。 

本経営強化計画では、これまでの取組みを継続していくとともに、前経営強化計画

の反省項目を踏まえた新たな施策にも鋭意取り組んでまいります。 

 

（イ）本部機能向上のための経営資源の効率的配置 

当行の本部機能については、人材（ソフト）面およびハード面の双方の観点から、

経営資源の効率的配置を目指しております。 

 

ａ.人材の適正配置（本部機構改革・人事異動） 

当行においては、前経営強化計画期間中８回の本部機構改革を実施しており、

「経営支援室」の増員や「ＷＩＮ－ＷＩＮネット推進Ｇ」の設置など、営業現

場のサポート強化へ向けた態勢整備を進めてまいりました。 

本経営強化計画においても引き続き、営業力強化及び効率的業務運営の観点

から、本部機構の見直しと人材の適正配置に努めてまいります。 

 

ｂ.ハード面の充実 

営業現場のサポートに向けては、営業店事務の本部集中化（前記）等を掲げ

取組みを進めており、事務処理を集中的かつ効率的に行うことを目的として平

成25年９月に「事務センター」を設置しました。本経営強化計画においては、

本部建物内の効率運用を目的に、本部各部の配置・フロアーの見直しなど、現

状分散配置されている関連部署の集約等を行い、本部機能の強化を図って参り

ます。 

 

（ロ）店舗戦略の明確化 

当行では平成元年以降の20年間で店舗統廃合により県外店舗を中心に13カ店閉鎖

する一方で、新規出店は東京支店、明和支店、県庁支店の３カ店に止まるなど、有

人店舗網は縮小していました。 

近年では、主要営業拠点である鹿児島県内の店舗網充実を図るため、平成21年10

月策定の「当面の店舗・営業・人事施策について」に基づき、以下の内容で店舗戦

略を推進してきました。 
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ａ.新店舗出店 

平成22年3月に熊本市内の３カ店（熊本支店、河原町支店、熊本市場支店）を

熊本営業部として統合したことで非効率店舗の統廃合は一段落したと考えてお

り、今後は発展が期待される地区への新規出店を進めていく方針です。 

具体的には、平成22年３月に花棚支店、平成25年４月には西谷山出張所、平

成26年２月には上川内出張所を新築オープンしております。今後も鹿児島市や

霧島市、鹿屋市等の市場が新たに見込める有力候補地に新規出店を進め、営業

基盤の強化と地域シェアの引き上げを図ってまいります。 

 

ｂ.既存店舗見直し 

店舗網再構築の一環として、平成22年10月より鹿児島市内４地区において店

舗エリア制をスタート（正式運用は平成23年２月）させましたが、今後はエリ

ア子店の出張所化等、店舗網の合理化と更なる強化策を検討してまいります。 

また、従来の小規模店舗等を広い駐車場を備えた中核店舗として統合・再編

するなど、店舗毎の役割を明確にした店舗網再構築を進めており、平成26年９

月には城西支店と宮田通支店を統合して西田支店として新設オープンする予定

となっています。 

併せて、老朽化店舗のリニューアルについても計画的に進めており、新設店

舗は金庫レス、オープン出納機、全自動貸金庫等の最新設備を備えた省力・省

エネタイプを基本としており、平成26年４月にはこれらを備えた伊集院支店を

新築移転オープンしました。 

 

ｃ.ＡＴＭ戦略の見直し 

当行のＡＴＭ戦略は、スクラップ・アンド・ビルドを基本方針とし、コンビ

ニ店舗内や商業施設を中心に当行のＡＴＭの出店を進めてきましたが、併せて、

現金装填のアウトソース方式、ＭＭＫ方式（現金補填やメンテナンスを警備会

社へ委託する方式）採用による効率化など、顧客の利便性向上とのバランスを

取りながら、営業店のＡＴＭ管理業務の軽減にも努めてまいりました。 

平成26年４月からは、セブン銀行とのＡＴＭ利用提携により、セブン-イレブ

ンなどに設置している全国19,000台超の同行ＡＴＭでの入・出金、残高照会が

可能となりました。特に出金については、県内地場金融機関では唯一「ほぼ24

時間可能」となることから、コンビニＡＴＭの主な利用者である若年層を中心

に、これまで以上に顧客利便性向上とともに取引拡大に繋がるものと考えてお

ります。 

 

（ハ）新規設備（システム）投資にかかる採算管理の厳格化 

現在、人事総務部を中心として物件費の抜本的な見直しを実施しているところで

すが、新規の設備（システム）投資についても、実施・導入にあたっては、厳格な

協議を経て行っております。 

これに関しては、平成22年２月より設備（システム）投資案件のエントリー制を
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実施しており、設備（システム）投資計画検討会（部長会）を開催（原則２月、８

月）し、投資の必要性・妥当性について多面的に検討しております。 

 

（ニ）ＳＢＫ「ローコスト運営拡大プロジェクト」による業務の集中化・共同化 

現在、ＳＢＫ（システムバンキング九州共同センター）では加盟行の業務集中化・

共同化拡大を目的として、平成25年10月より「ローコスト運営拡大プロジェクト」

を立ち上げ、集中化・共同化の検討を進めております。具体的には反社会的勢力の

スクリーニング検索やインターネットバンキングの登録業務、雑益明細の検索シス

テムなどの集中化・共同化に着手済であり、今後もより効率的な業務運営に努めて

まいります。 

 

③ 資産の健全化 

当行の不良債権比率は依然として高止まっており、地元鹿児島県経済は明るさの兆

しはみられるものの依然として厳しい状況が続いていることから、「不良資産の改善」

ならびに「信用コストの抑制」については重要施策として引き続き取組み強化を図っ

てまいります。 

 

イ.不良資産の改善 

（イ）再生支援への取組み 

審査部経営支援室が主となり重点的に再生支援を行う取引先を「経営支援室

特定支援先」（当行がメイン先で債務残高が一定額以上の要注意先、破綻懸念先

を対象）と位置付け、経営支援室が専担になり積極的に経営改善に取り組んで

おります。 

「経営支援室特定支援先」の対象先は半期毎に見直しており、平成26年度上

期は78先を対象としております。 

中小企業再生支援協議会との連携も政策パッケージ公表（平成24年４月）後

の実績は、経営改善計画書を策定のうえ、バンクミーティングまで完了した案

件が55 件（平成 26 年３月末）の実績となっており、引き続き、中小企業再生

支援協議会等の外部機関を活用し、適切な再生支援手法の検討を行ってまいり

ます。 

また、これまでの取組みで、公認会計士、弁護士等の専門家や認定支援機関

との関係強化が図られ、実効性のある支援が出来る態勢が整備されつつあるこ

とから、今後も積極的な事業再生支援活動に努めてまいります。取組みにあた

っては、営業店や営業統括部のＷＩＮ－ＷＩＮネット推進グループとのより一

層の連携強化に努めることで、事業再生に向けた相乗効果を図ってまいります。

事業再生型の本業支援については、相当に難易度が高いことが予想されますが、

地域金融機関が積極的に関与することで他行でもまだ類を見ない売上高改善に

よる事業再生を実現してまいります。 
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（ロ）事業再生ファンドの活用 
お取引先の再生に向けた支援を強化するために平成 25 年３月に地域経済活

性化を目的とした「九州地域活性化ファンド」（提携先：あおぞら銀行、参加銀

行：当行、宮崎太陽銀行、豊和銀行）および、「かごしま企業再生ファンド」（提

携先：ドーガン・インベストメンツ、参加金融機関：鹿児島県内７金融機関）

に参加しております。これらのファンドの活用状況としては、平成25年度にお

いて、７件の 427 百万円の実績となっており、事業再生に向けて積極的な活用

を図っております。 

また、人員体制についても、審査部経営支援室にあおぞら銀行から実務支援

スタッフを１名招聘し体制強化を図っており、今後もお取引先の事業再生支援

に注力してまいります。 
 

（ハ）個社別管理スケジュールによる計画的な債権管理の徹底 
事業再生の可能性がないと判断された実質破綻先以下のお取引先については、

審査部債権管理室を専担として、営業店毎に担当者を配置し、営業店の回収方

針を確認したうえで債務者との面接を行い個社毎に対応方針を定めております。 

また、債権管理に関する重要な事項については「債権管理委員会」（役付取締

役、審査部長等で構成）等を開催し、管理債権等の管理状況の分析に加えて管

理回収等の具体策を協議しております。 

これらで協議・検討して決定した方針を個別具体的にスケジュール化し、進捗

状況を管理し、ＰＤＣＡサイクルを実践することにより、計画的な不良債権の削

減に努めてまいります。 

 

ロ.信用コストの抑制 

リレバン推進による債務者の実態把握等の強化による信用コスト抑制に加えて、

大口貸出先の適正な水準への与信圧縮と中小企業等向け小口貸出の増強によるポー

トフォリオ構造の再構築を図り、適切なリスク分散に努めてまいります。 

 

（イ）大口先管理の強化 

大口与信先の信用リスク管理態勢については、｢貸出合同審議会｣（役付取締

役、審査部長で構成）にて、大口先の個別案件の審査を行っているほか、「融資

取組方針検討会」（役付取締役、審査部長で構成）にて、大口先の「取組方針」

「極度額」等を協議決定する体制としております。 
この個社別の取組方針に基づいた対応を本支店一体となって厳格に取り組む

ことに加えて、モニタリングを強化することにより、当該大口与信先への与信

集中リスクの分散を図ってまいります。 

 
（ロ）貸出金ポートフォリオの良質化 

当行においては、「その他要注意先」からのデフォルトが太宗を占めていたこ

ともあり、平成24年４月から信用格付において「その他要注意先」を２つに区
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分し、要注意先の信用リスクを細かく分析するとともに、この信用リスク度合

いに応じて、決裁権限、モニタリング方法等にメリハリを付けた施策に取り組

んでおります。 

具体的には、これまでは「その他要注意先」の一定金額部分までは支店長決

裁としていましたが、平成24年８月からは「その他要注意先」を２つに区分し

たうちの下位ランクである「８格Ｂ」先については全て本部決裁として融資取

組みの厳格化を図っております。 

また、本部と営業店が融資方針を共有し、一層の与信管理強化が必要である

先として認識を共有するために「８格Ｂ先方針検討表」を作成し、営業店と本

部の信用リスクの目線合わせを行っているほか、モニタリング強化に努めてお

ります。 

加えて、この区分により収益管理上も「その他要注意先」の上位ランクであ

る「８格Ａ」先と下位ランクである「８格Ｂ」先は信用コストに明確な差があ

り（平成 26 年３月期データで実績ＰＤ（＝倒産確率）を算定し検証済）、特に

「８格Ｂ」先に対する与信においては、経営改善によるランクアップや総合的

な取引を向上させるためのインセンティブとなっており、これらの取組みのＰ

ＤＣＡサイクルを徹底することで貸出金ポートフォリオの良質化が図られてき

ているものと考えております。 

これらを踏まえ、信用格付判定の重要性が増しており、リレーションの強化

によるお取引先の実態把握が重要と考えております。このためには、お取引先

に関心を持ち「お取引先を良く知る」ことで、定性情報の蓄積を行い深度ある

実態把握に基づく信用格付を実施してまいります。 

また、この「８格Ｂ」先に対して、能動的な円滑化対応の検討やＷＩＮ－Ｗ

ＩＮネット業務との連携等により信用コストの抑制を図ってまいります。 

 

（ハ）ＡＢＬの活用による取引先企業の経営実態把握の強化 

ＡＢＬについては、過度な担保・保証に依存しない円滑な資金供与に資する融

資手法として、積極的に取り組んでおります。 

今後、ＡＢＬを一層活用していくためには動産評価が重要であると考えており、

外部機関との業務提携を検討しているほか、企業の「動産・売掛金」などを継続

的にモニタリングすることを通じて企業の経営実態をより深く把握するツール

として活用することにより、経営実態の把握による経営改善支援を含めた信用コ

ストの抑制を図ってまいります。 

 

（ニ）収益管理システム活用による信用コスト意識の徹底 
収益管理における実効性向上を企図して、財務会計ベースであるプライシング

ガイドラインと管理会計上の収益を一体管理する「顧客別総合採算検討表」を制

定し、平成25年11月より営業店にて運用開始したことに加えて、採算性の改善が

必要な先について審査部でリストを作成し、改善策を個社毎に営業店に策定させ

るなど、信用コストを意識させる施策に取り組んでおります。 
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この採算性の改善が必要な先について営業店が信用コストや総合的な取引採

算の改善策を検討することで信用コストを含めたリターンを意識することが重

要であり、全ての行員に対して信用コストを含めた採算性に関する意識を高めて

まいります。 
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５．従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項 

（1）業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

責任ある経営体制の確立に向けて、取締役の役割と責任をより明確にするために、

平成21年６月の定時株主総会時に２名、平成22年６月に２名の取締役の人員削減を実

施したことに加え、同じく平成22年６月、取締役の任期を２年から１年へ変更するこ

とによって、迅速な業務執行とそれに伴う成果を求める体制としました。 

平成 23 年６月においては、役員の業績向上及び中長期的な企業価値向上に対する

貢献意欲を更に高めるとともに、株主重視の経営意識を高めることを目的として、役

員退職慰労金制度の廃止と役員持株会への一定額の拠出を柱とする役員報酬制度の

見直しを行いました。また、平成24年６月には、更なる経営の透明性の確保および、

監査機能の強化によるコーポレートガバナンスの有効機能を目的として社外取締役

を導入しております。 

取締役および部長、室長で構成される経営会議（平成 23 年７月に組成）には常勤

監査役が出席しており、経営執行に対する監視強化と経営に対する評価の客観性確保

も図っております。 

毎月開催される経営計画推進委員会に取締役や監査役、各部長、室長が参加し、経

営強化計画を踏まえた各部の主要施策の進捗管理や改善策の検討・協議を行っており、

計画達成に向けたＰＤＣＡサイクルの向上に努めております。 

また、経営に対する評価の客観性を確保するために、弁護士、大学教授、企業経営

者で構成される「経営評価委員会」を平成 21 年６月に設置し、当行の経営戦略およ

び経営方針に対する客観的評価の確保と牽制機能の強化を図っております。 

監査役については、当行では、企業経営に対する監視・検証の機能として監査役会

を設置しております。監査役は会計監査人や内部監査部門（業務監査部）との連携を

密にするとともに、重要な諸会議への出席を可能とするなど、監査役の重要情報への

アクセスを保証し、監査役機能の強化を図っています。なお、社外取締役の導入に伴

い、監査役は社外監査役２名を含む３名体制となっております。 

 

（2）リスク管理体制の強化のための方策 

   当行は、リスクの総量を自己資本の範囲内に抑制することで、経営の健全性を確保

するとともに、適正なリスクテイクによる収益向上を目指し、統合リスク管理の実践

に努めてまいります。 

 

① 統合リスク管理体制の強化のための方策 

経営企画部内にあるリスク統括グループならびに経営計画推進室が連携し、収益管

理・統合リスク管理を関連付けて、リスク・コスト・リターンの適正化を図っている

ほか、リスク統括グループを中心として統合リスク管理の高度化を進めております。 

具体的には、平成23年度上期から信用コスト控除後収益を極大化するための施策と

して、収益管理システムで算定されるＲＡ業務純益による業績評価を開始するなど、

リスク・コスト・リターンの適正化を図っているほか、限りある自己資本の効率的な

運用を目的として資本配賦運営を実施しており、部門別にリスク資本を配賦し、資本
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の使用状況について確認しております。 

加えて、資本配賦によるリスク対比リターン評価をＲＡＲＯＣ（リスク調整後資本

収益率）等の指標を用いて部門別に実施し、ＡＬＭ委員会へ報告しております。 

さらには、様々なシナリオによるストレス・テストの結果を踏まえた統合リスク量

との比較・対照により、自己資本の十分性についても確認しております。 

今後も、リスク資本配賦内でのリスクテイクにより、健全性の確保と効率的なリス

ク・リターン運営に努めてまいります。 

 

② 信用リスク管理体制の強化のための方策 

信用リスク管理については、「融資の基本姿勢（クレジットポリシー）」及び「リ

スク管理基準」に基本事項を定め、組織全体に周知しております。 

具体的には、リスク管理基準に「信用リスク管理方針」を定め、信用リスク管理

の強化を図っております。また、半期毎には「リスク資本配賦運営に関する基準」

に基づき資本配賦額を定め、信用リスクが配賦資本を超過しないように管理してお

ります。 
 

イ. 大口与信先の信用リスク管理態勢については、「貸出合同審議会」（役付取締役、

審査部長で構成）において、大口先の個別案件の審査を行っているほか、「融資

取組方針検討会」（役付取締役、審査部長で構成）にて、大口先の「取組方針」

「極度額」を個別に協議決定する体制としております。加えて、信用リスクを毎

月計量し、大口与信先を中心とした信用リスク量（＝ＵＬ）の上位30先、20グル

ープの残高、格付の推移、未保全等の状況からＵＬの変化の分析等についてＡＬ

Ｍ委員会にて報告しているほか、信用コストを考慮した個社別採算管理帳票を営

業店に毎月配信するなど、営業店毎のポートフォリオや、個社毎の信用リスクの

状況及び業種毎の与信集中リスクやリスク・リターンを効果的に把握・管理する

態勢整備に努めております。 

ロ. ポートフォリオ管理については、ＡＬＭ委員会において、大口与信先や業種別、

格付別、地域別、資金使途別の与信残高、構成比、ＵＬの推移を把握・管理して

いるほか、特定業種のランクダウン等を想定したストレス・テストを実施し自己

資本と対比するなど、与信における業種集中リスクの抑制にも努めております。 

ハ. 個別案件審査については、お取引先の財務状況を知ることはもとより、業界動

向・業界実務に精通することが必要であることから、「金融業」「医療福祉事業」

「遊戯業」「農林・水産業」の業種別に審査担当者を配置し特定業種の案件審査

を行っております。また、営業店が業種の理解を深めるために融資業務支援シス

テム上に「業種別審査事典」を平成 25 年６月から配備するなど、業界知識の向

上に向けた体制整備に努めております。 

ニ. 金融円滑化先においては、債務者の主体的な経営改善に向けた取組みを促進する

ために、営業店を主体として経営支援室がサポートする体制を整備しております。

具体的には、経営支援室が営業店と同行訪問を行い、取引先に対して経営改善計

画の策定支援に加えて、経営相談、指導といったコンサルティング活動を行って
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いるほか、営業店に円滑化先のモニタリングシートの提出を義務付け（債務者の

状況、与信額、未保全額等に応じて実施間隔を年 1 回又は四半期毎に作成）、モ

ニタリングの実効性向上を図っています。 

加えて、平成23年10月より開始した新販路開拓支援活動（ＷＩＮ－ＷＩＮネット

業務）による本業支援・コンサルティングを行うことで事業再生・経営改善に向け

た相乗効果を図ってまいります。 

また、事業再生支援については、審査部経営支援室主導で「経営支援室特定支援

先」を選定し重点的に支援しているほか、「九州地域活性化ファンド」「かごしま

企業再生ファンド」の活用により、お客様の事業再生支援強化を図ってまいります。 

ホ. 住宅ローンについては、市場金利の低下を背景として各金融機関における金利競

争が激しくなっており、商品自体の採算性が懸念される状況にあります。 

この様な状況下、住宅ローンのリスク管理、ならびに収益性の把握が重要視さ

れており、当行においては、住宅ローンの商品特性を考慮した分析を実施し、Ａ

ＬＭ委員会へ報告しております。 

しかしながら、現状では、分析に係るデータ取得に相応の時間を要することか

ら不定期での分析となっており、今後、データ取得方法の整備等、住宅ローンの

リスク管理、収益性の把握を定期的に分析・モニタリングできる態勢を整えてま

いります。 

 

③ 市場リスク管理体制の強化のための方策 

市場リスク管理に関する基本的事項については、「市場リスク管理基準」及び「市

場リスク管理細則」に基づき管理を行っております。 

具体的には、日次ベースでポジション枠、損失限度枠等の状況について「市場リス

ク管理表」を用いて、証券国際部の部内ミドルに加えて、リスク統括部署である経営

企画部リスク統括グループで確認・検証しています。加えて、損失限度額等のアラー

ムポイント抵触に際しては、速やかにリスク統括部署を経由のうえ担当役員に報告す

る態勢を整備しており、牽制態勢の強化を図っております。 

また、市場リスク限度枠の抵触状況についてはＡＬＭ委員会においても月次で確

認・検証しています。 

有価証券に係る市場リスク量については、ＶａＲ法による管理に加えて、この手法

の限界を補完する観点から、急激な市場環境の変化を想定したストレス・テストを実

施し、当行の経営体力および期間損益に与える影響を把握しています。 

今後も市場部門へのリスク資本配賦額及び期間損益や含み損益等を考慮し、リスク

限度枠および損失限度枠を設定するとともに、リスク資本使用率のモニタリングによ

り、当行の経営体力の範囲内でのリスクテイクを遵守し、相場の変化に即応できる態

勢整備に努めてまいります。 

 

  イ．金利リスクへの対応 

現在、有価証券においては、価格変動リスクの高い株式等を削減し、流動性の高い

債券等、低リスク資産中心のポートフォリオへの転換を進めており、国債残高が増加
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傾向にあるほか、貸出金においては住宅ローンを中心とした長期固定貸出が増加傾向

にあります。 

このため、調達サイドにおいては、中長期型（３～５年）定期預金のキャンペーン

を定期的に実施するとともに、運用サイドの債券についてもデュレーションに配慮す

るなど、金利リスクのコントロール及び低減に努めております。 

また、金利リスクをＶａＲ管理に加えてアウトライヤー比率、ＢＰＶ（ベーシス・

ポイント・バリュー）等、複数の指標で管理し、ＡＬＭ委員会で分析結果を報告・検

証しております。 

ただし、国内の景況感はアベノミクスによる影響から好転の兆しを見せはじめてお

り、金利の先行きも上昇への蓋然性が高まりつつあると考えることから、今後も金利

リスクへの対応として、前記の複数指標による管理に加え、ヒストリカルに囚われな

い金利上昇を想定したストレス・テストも実施し、金利上昇時に適時対応できる態勢

整備に努めてまいります。 

 

④ 自己資本比率向上のための方策 

金融機関は、財務の健全性確保のため、客観的な基準である自己資本比率を指標

とした規制の中で経営しており、当行においても自己資本比率を経営上の重要な指

標として掲げ、この向上に努めています。 

当行としては、新たな自己資本比率規制（バーゼルⅢ）の導入も踏まえ、自己資

本比率向上のため利益剰余金を中心に自己資本を積み上げていくとともに、比率の

算出式の分母であるリスク資産を管理していくことが重要であると考えております。 

今後は、当行が採用する標準的手法におけるリスク資産算定方法を営業店へ啓蒙

していくことに加え、営業店の業績表彰項目にリスク資産に係る項目を設けてイン

センティブを働かせ、貸出金ポートフォリオを中心にコントロールすることでリス

ク資産を適正な水準へ誘導し、自己資本比率の向上に努めてまいります。 

 

（3）法令遵守の体制強化のための方策 

当行では、法令等遵守等態勢の確立を最重要課題として取り組む姿勢を明確にし、

日常管理については、頭取以下、取締役、監査役、各部部長により構成される「コ

ンプライアンス委員会」にて、法令等遵守態勢の適切性・実効性及び反社会的勢力

の排除に向けた取組み状況の検証を毎月実施するとともに、全店長会議やブロック

会議、役員による営業店臨店時の直接指導を通じて周知徹底を図っています。 
また、各部店にコンプライアンスに関する責任者（コンプライアンス担当者 本部

次席・営業店は支店長）を配置し、担当者によるモニタリングや啓蒙活動を実施して

います。その一環として、毎月第二火曜日を全店統一コンプライアンス勉強会の日に

設定し、法令等やトラブル事例などタイムリーな議題をテーマに全職員を対象とした

勉強会を実施し、コンプライアンス重視の企業風土の醸成に努めています。また、「Ｗ

ＩＮ－ＷＩＮネット業務」の取組みにあたっては、営業店や関係部に対して「優越的

地位の濫用」や「他業禁止規定」「利益相反行為」等に抵触しないよう周知徹底を図

っております。 
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また、特に反社会的勢力への対応については、経営陣及び担当部署による一元的

な管理態勢の下、同勢力との取引の未然防止・適切な中間管理・取引解消の態勢整

備に努めるとともに、今後も引き続き、関係各部、内部監査部門及び監査役との連

携によるモニタリングを実施し、法令等遵守態勢の更なる強化を図ってまいります。 
 

（4）経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

経営に対する評価の客観性を確保するために、平成21年６月より、社外の有識者（大

学教授、弁護士、地元財界人）で構成された「経営評価委員会」を設置しました。 

これまで半期毎に計10回開催しており、当行の経営状況、経営強化計画の進捗状況、

地元向け貸出への取組状況やお取引先支援の状況、有価証券の運用方針、当行のイメ

ージ戦略など、様々な視点からの協議を行うことで、社外有識者より得た「評価・助

言」を経営に活用しております。委員からの主な提言内容および反映状況としては、

以下に記載のとおりです。 

  （主な提言内容および反映状況） 

①地域への安定的な資金供給に悪影響がないように有価証券の運用について留意

して欲しいとの提言を受け、債券のデュレーションの短期化など、リスクを抑え

た運用方針としております。 

②限りある経営資源の中、総花的業務展開は厳しいことから、当行のターゲットを

明確にすべきではないかとの提言については、各渉外（法人、総合、リテール、

ＭＰの区分）の役割を明確にし、「お客様との接点拡大」を図ることで差別化を

図っていく方針としております。 

  【法人、総合渉外】 

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務をはじめとした中小企業支援への取組み 

  【リテール、ＭＰ】 

    リテール部門への取組み 

③金利競合の中、目先の実績作りに振り回されることなく、長期的な視野を持った

経営を行って欲しいとの提言については、第二次経営強化計画からスタートした

ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務をはじめとした諸施策を深化することで、当行が地域

経済活性化に組織的・継続的に取り組む方針としております。 

 

（5）情報開示の充実のための方策 

① 四半期情報開示の充実 

お客様、株主をはじめとする投資家、地域社会等から正しい理解と信頼を得るため、

迅速かつ正確な四半期情報開示の提供に努めています。 

開示手段としては、取引所への適時開示のほか、プレスリリース、ホームページへ

の掲載を行っており、迅速かつ可能な限り広範にわたるステークホルダーへの開示に

取り組んでおります。 

今後もグループ会社を含めた開示体制の更なる充実を図り、迅速かつ質の高い情報

開示に取り組んでまいります。 
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② 部門別の損益に関する情報開示の充実 

当行の管理会計は、平成22年度に導入した収益管理システムにより、部門・拠点・商 

品別等の多面的な収益状況の分析評価が可能となっており、今後は、より高度な収益 

管理体制の構築を目指しております。 

あわせて、ディスクロージャー誌、ホームページ掲載等によって更なる情報開示の

充実を図り、経営の透明性を高めてまいります。 

 

③ 主として業務を行っている地域への貢献に関する情報開示の充実 

当行は地域に根ざした銀行として、地域経済活性化のため、創業支援、企業再生支

援、経営相談のほか、文化活動の支援やボランティア活動、環境問題への取組み等に

努めており、現在、プレスリリース、ディスクロージャー誌、ミニディスクロージャ

ー誌およびホームページへ掲載のほか、親睦会・講演会等での情報提供を行っていま

す。 
平成23年10月より取り組んでいるＷＩＮ－ＷＩＮネット業務（新販路コンサルティ

ング）については、当行が地元地域経済の活性化に貢献していくことを目指しており、

この取組み状況をディスクロージャー誌等により地域にコミットしていきたいと考え

ております。 
今後も引き続き、開示内容および開示活動の充実を図るとともに、情報開示を通じ

た利用者の評価を各業務に適切に反映させてまいります。 

 

④ 株主紹介（ＩＲ含む）への取組み 

前記のような情報開示（ＩＲ）の充実を通して、地域のお客様に幅広く株主となっ

ていただくために、株主紹介ツールの工夫や僚店間の情報提供の活発化により、株主

紹介に全行員で取り組んでまいります。 

また、営業店をベースに組織化されるお客様会等の拡充やＣＳＲ活動の活発化、地

域行事への積極的な参加などにより、お客様・地域社会との密着度合いを強め、当行

への理解をより深めていただくよう努めてまいります。 
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６．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化、その他の主として業務を行っている地

域（鹿児島県）における経済の活性化に資する方策 

 

（1） 主として業務を行っている地域（鹿児島県）における経済の活性化および、中小規

模の事業者に対する信用供与の円滑化に資するための方針 

＜基本方針＞ 

健全な事業を営む顧客に対して必要な資金を円滑に供給していくことは地域金

融機関である当行の最も重要な役割の一つであり、また当行の営業基盤の中心は、

中小・零細企業をはじめとする地元事業者であります。 

平成21年４月よりスタートした第一次経営強化計画において、地元鹿児島県の地

域経済活性化への貢献を果たすため、「中小規模事業者に対する信用供与」ならび

に「経営改善への取組み」を目的として、その強化・充実に全力を挙げて取り組ん

でまいりました。 

前経営強化計画においては、優先的に支援すべき４業種に対する本業支援に取り

組む「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」をスタートさせております。本経営強化計画に

おいては、本業務を更に深化させ、「預金」「貸出金」と並ぶ「本業」として取り

組むことで地域経済の活性化に努めてまいります。 

 

（2） 主として業務を行っている地域（鹿児島県）における経済活性化に資する方策 

① 経営改善取組先企業の数の、取引先企業の総数に占める割合（計数目標） 

当行は、地域に密着した金融機関として、これまで多くの中小企業の相談を受け

てきた経験を活かし、以下のように経営改善に取り組んでまいります。 

イ. 鹿児島県・鹿児島市の制度融資などを活用し、創業または新事業者に対して積

極的に支援してまいります。 

ロ. かごしま産業支援センター、経営支援アドバイザー（公認会計士、税理士、中

小企業診断士等の有資格者）、政府系金融機関との連携強化により様々な取引

先のニーズに対応できる体制を整備します。 

ハ. 取引先の事業再生にあたっては、審査部経営支援室が中心となり、対象取引先

の精緻な実態調査に基づき実現性の高い抜本的な経営改善計画を策定し、営業

店一体となって、お客様の経営改善支援に努めます。 

ニ. スコアリングモデルを活かした商品の活用や信用保証協会・保証会社の保証に

よる無担保、第三者保証人不要のビジネスローン、中小企業者の技術力・販売

力・商品管理能力等を評価したＡＢＬ等の積極的な取組みにより、担保又は保

証に過度に依存しない融資に取り組んでまいります。 
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［経営改善の取組（表47）］                   （単位：先） 

 23/9 
実績 

24/3 
実績 

24/9 
実績 

25/3 
実績 

25/9 
実績 

26/3 
実績 

創 業 ・ 新 事 業 36 59 66 65 120 89

経 営 相 談 31 39 21 35 96 57

事 業 再 生 2 6 61 40 46 25

事 業 承 継 0 3 0 0 1 4

担 保 ・ 保 証 78 35 93 60 79 83

合 計 147 142 241 200 342 258

取 引 先 総 数 8,343 8,437 8,455 8,525 8,703 8,753

比 率 1.76％ 1.68％ 2.85％ 2.34％ 3.92％ 2.94％

 

 26/9 
計画 

27/3 
計画 

27/9 
計画 

28/3 
計画 

28/9 
計画 

29/3 
計画 

創 業 ・ 新 事 業 90 90 90 90 90 90

経 営 相 談 60 61 62 63 64 65

事 業 再 生 25 25 26 26 27 27

事 業 承 継 2 2 2 2 2 2

担 保 ・ 保 証 90 90 90 90 90 90

合 計 267 268 270 271 273 274

取 引 先 総 数 8,780 8,800 8,820 8,840 8,846 8,880

比 率 3.04％ 3.04％ 3.06％ 3.06％ 3.08％ 3.08％

※本計画において取り組む「ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務」による経営相談先数（経営改善先に対す
る本業支援実績を除く）は、第二次経営強化計画と同様計上しておりません。 

※本表に計上する「経営改善取組み先」は、以下のとおりです。 
１. 創業・新事業 
（1） 各種補助金・助成金の申請支援件数（申請完了件数） 
（2） 融資取組み件数（融資実行件数） 
（3） 政府系金融機関と協調して投融資を行った件数（投融資実行件数） 

２. 経営相談 
（1） 各種商談会等を通じ、当行の積極的な関与により成約した先数（売買契約成立件数） 
（2） ビジネスマッチングサービス成約件数（同サービス契約後の成約件数） 
（3） 技術相談会参加企業のうち具体的な支援に取り組んだ先数（大学との研究等を取次いだ件

数、研究等にかかる契約締結件数等） 
（4） 産業支援センター等の外部関係機関との連携による企業支援件数（特許申請提出件数、研

究等にかかる契約締結件数） 
（5） 成長基盤強化資金の取組み先数（融資実行件数） 

３. 事業再生 
（1） 中小企業再生支援協議会、地域経済活性化支援機構等との連携による支援先数 
（2） 経営改善支援先等のランクアップ先数 
（3） 経営改善支援先等に対する本業支援実績（件数） 
（4） 当行から支援目的で人材派遣した先数 
（5） 債務超過企業等に対する金融支援（ＤＤＳ、ＤＥＳなどの資本性ローン） 

４. 事業承継 
（1） 融資取組みなど当行関与による事業承継・Ｍ＆Ａ支援先数 
（2） 外部専門機関への取次ぎによるＭ＆Ａ支援先数 
（3） 企業価値の算定支援先数 

５. 担保・保証 
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（1） 当行における「担保・保証に過度に依存しない融資（アグリネット資金“南風育ち”、ビ
ジネスローン“いっき”、Ｆａｓｔ保証融資、ＴＫＣローン）」（融資実行件数） 

（2） シンジケート・ローン、コミットメントライン、財務制限条項（コベナンツ）を活用した
融資商品の実行件数 

（3） ＡＢＬの取扱件数（融資実行件数） 
（4） 私募債・ＰＦＩの取組み件数（融資等実行件数） 

 

② 地域における経済活性化に資する方策 

イ.新販路開拓支援活動（ＷＩＮ-ＷＩＮネット業務）による地域経済活性化に資す

る取組みの方策 

当行では南九州地域の「食」を中心とした地域経済の活性化に寄与するため、

平成21年10月より地元金融機関とともに「鹿児島アグリ＆フード金融協議会」を

設立し、首都圏・関西圏・海外への販路拡大に向けた商談会などを実施していま

す。 

また、当行単独でも、大手食品会社のアドバイザーを招聘して「販路拡大・商

品開発に向けた相談会」を開催し問題解決に向けたアドバイスを行うなど、中小

規模事業者の販路開拓を後押しする活動に努めてまいりました。 

前経営強化計画においては、支援先の側面的な支援に加え、事業内容（商流や

オペレーション）の詳細にまで踏み込んだ支援を行うことで取引先企業の事業運

営改善に本格的に責任を持った支援活動を行っております。 

具体的には、当行が新たな販路開拓・オペレーション（事業運営方法）改善を

行うことで、支援対象先の売上高及び営業キャッシュフローの改善を図り、当行

が成果報酬として対価（業務委託手数料）を徴求するものであり、当行のポート

フォリオの中で残高や取引先数の割合が大きく要注意先以下残高も大きい４業種

を中心として取り組んでおります。本計画においては、「事業再生型」として更

なる経営改善が必要なお取引先への本業支援にも組織的に取り組んでまいります。 

本業務はお客様の経営改善や地域経済の活性化に寄与するとともに、当行の財

務の健全性や収益の向上にも繋がる取組みであり、本業務に継続的に取り組むこ

とで、お客様と当行の「ＷＩＮ－ＷＩＮ」の関係構築に努めてまいります。 

 

【事例】 

ⅰ.リフォームを主体業務とする取引先（Ａ社）とＷＩＮ－ＷＩＮネット業務契約

を締結しました。販売見込先として、当行取引のある不動産業者（Ｂ社）を紹介

したところ、Ｂ社が保有又は管理している賃貸物件の賃借人が退去する際に、現

状復帰するためのリフォーム工事の見積りが依頼されるようになりました。 

その後、毎月１～２百万円程度の工事がコンスタントに依頼されるようにな

りＡ社の売上に大きく貢献するようになりました。本来は受注産業である建設

業ではありますが、一過性のものではなく、今後も継続的に売上を計上できる

ことが見込まれております。 

ⅱ．販路が地元に限定されていたため、販路拡大が課題であったお菓子製造業者

（Ｃ社）とＷＩＮ－ＷＩＮネット業務契約を締結し、販売見込み先として当行
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取引先の総合商社（Ｄ社）を紹介しました。Ｃ社の製品は地元で特色のある野

菜を使用しており、商品性が優れていたことから成約となり、継続的な売上を

計上することとなりました。 

売上増加に伴い、Ｃ社は原材料の安定仕入先の確保が必要となりましたが、

当行ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務契約先である農業生産法人（Ｅ社）を紹介した

ことにより安定した仕入を行うことが可能となりました。 

Ｃ社およびＥ社については、安定的な売上増加に繋がるとともに、Ｄ社にお

いても、特色のある商品がラインナップとして追加されることで、取引先に対

する提案の幅が広がりました。 

 

以上の取組みに加え、金融円滑化対応先や事業再生先に対しても、継続的な経

営改善活動を実施することで、事業再生への取組みにより地域経済を下支えして

おります。 

 

ロ.創業又は新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

創業・新事業への融資取組みについては、専担の審査役を配置しており、県・

市の創業支援制度の活用や、信用保証協会および政府系金融機関との連携強化に

よる協調融資等を実施しております。また、認定支援機関の役割として「地域需

要創造型等起業・創業促進事業(創業補助金)」などの申請を支援しております。

創業時や創業間もない事業者においては、資金調達環境は厳しい状況にあります

が、円滑な資金調達を支援することで、スムーズな事業展開が可能となります。 

また、新事業に関するサポートとして、平成18年度からは中小企業センターや

鹿児島大学の技術移転機関である㈱鹿児島ＴＬＯ等との産・学・官ネットワーク

を活用した「技術相談会」を実施しております。「技術相談会」の具体的内容は、

新商品・新技術開発・生産合理化・コスト削減・特許取得等を検討している企業

を対象に、㈱鹿児島ＴＬＯと連携して、問題解決に向けて個社ごとに相談内容を

聞き取り、お取引先企業への経営支援を行うもので、毎年一回開催（随時相談も

含む）しています。平成26年度も同会の開催を予定しており、お取引先企業の技

術向上、ノウハウの取得等について支援活動を行っております。具体的成果とし

て㈱鹿児島ＴＬＯとの連携による「特許出願支援および特許のロイヤリティ管理」

や「提携先との契約書策定支援」、「新商品の事業化に向けた営業支援」などが

挙げられます。 

今後も、新事業進出に関する情報提供や経営相談の充実を図り、潜在的な企業

の新事業進出ニーズ（事業転換・多角化）を顕在化させ、新事業進出支援を行っ

てまいります。 

 

ハ.経営に関する相談その他の取引先の企業に対する支援に係る機能の強化のため 

の方策 

取引先企業に対する経営相談及び支援機能強化の観点から、審査部内に「経営

支援室」を設置し、経営改善が見込める当行メインの取引先を中心に、営業店と
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連携し経営改善アドバイスや提案等を行うなどの経営改善支援活動に取り組んで

おります。 

取引先企業の抱える課題等の実態を把握したうえで、「計画策定」・「再生策

実施」・「モニタリング」の三位一体となった再生支援に努めており、相談の内

容によっては法務・税務等専門知識が必要となることから、弁護士等専門家へ紹

介するなどの対応を行っております。 

その他、当行のお取引先の商品・サービスを個別にマッチングする有料の「ビ

ジネスマッチングサービス」により多様な顧客ニーズへの対応にも取り組んでお

ります。 
今後も取引先の販路拡大やオペレーション改善支援に積極的に取り組むことで、

事業運営改善についても責任を持って取り組んでいきます。 
 

ニ.早期の事業再生に資する方策 

経営改善支援活動を積極的に受け入れ、かつ事業再生が可能と判断した当行メ

インの取引先を主に選定し、審査部経営支援室による取引先企業の早期事業再

生・事業再構築の積極的支援等、事業再生支援活動を実施しております。 
主な活動は中小企業再生支援協議会との連携による事業再生であり、過剰債務

の状態にあるもののキャッシュフローを確保でき、事業再生可能と判断した取引

先に対しては、ＤＤＳ、ＤＥＳ等の踏み込んだ金融支援を実施しています。 

また、お取引先の財務面の改善支援に取り組むことに加え、お取引先の「本業

支援」にも取り組むことでお取引先の経営改善を支援し、地域経済の活性化に努

めてまいります。 

平成26年３月末までの実績は、中小企業再生支援協議会と連携した経営改善計

画書策定先は58先であり、ＤＤＳの実績は４先、ＤＥＳの実績は２先です。中小

企業再生支援協議会と連携し再生支援を進めていく中で、事業再建計画策定の初

期段階より協調していくことで、取引先の早期再生に努めてまいります。さらに、

平成25年５月からは、あおぞら銀行より経営支援アドバイザーとして１名を招聘

し、事業再生に関する基本事項のノウハウの取得・蓄積に努めております。 

支援先企業に対して積極的に適正人材の派遣など財務改善の支援サポートが必

要と判断された場合には、人材の派遣も行ってまいります。 

また、財務面のアドバイスや条件変更対応だけでなく、「事業再生型」のＷＩ

Ｎ－ＷＩＮネット業務として本業支援にも取り組んでおり、売上高の増加による

債務者区分のランクアップや信用コストの削減にも取り組んでまいります。 

 

ホ.事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

取引先企業等の事業承継の相談に的確に対応するため、商工会議所・商工会・

中小企業基盤整備機構等の外部機関との連携を図りながら、事業継承に関する行

内研修を実施し、相談業務にあたる行員の能力向上に努めております。 

また、外部アドバイザー（弁護士、税理士、公認会計士、司法書士等）との連

携を密にし個別事例への積極的な支援も行ってまいります。 
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ヘ.担保不動産に過度に依存しない融資の強化のための方策 

ＣＲＤ評点を活用し、鹿児島県の基幹産業である第１次産業から派生する農林

水産業、運輸業、製造業、卸・小売業を対象とする融資商品「アグリネット資金

“南風（はえ）育ち”」や、ＡＢＬなど担保・保証に過度に依存しない融資に取

り組むなど、中小規模の事業者に対する円滑な資金供給を行っております。ＡＢ

Ｌについては、繁殖牛や肥育牛などを担保とした畜産業者向けのほか、鰹節、鰻

などの水産加工物、加工野菜の卸売業などの農業関連を担保取得するなど、鹿児

島県産品を取扱う企業の円滑な資金供給支援を行っております。特に、農業関連

については、所有不動産が農地中心となることから、金融機関として担保を取得

しづらいケースがありますが、ＡＢＬ等を活用することで、担保・不動産に依存

しない資金供給が可能となります。また、診療報酬を担保とした医療機関向けの

取組みも行っております。動産・債権という担保ではありますが、商流情報の把

握による顧客の企業内容の把握や、財務内容の悪化に対する早期の改善対応が可

能となるなど、取組みの効果は大きいものと考えております。 

平成26年２月から適用開始された「経営者保証ガイドライン」を踏まえ、今後

も担保・不動産に過度に依存しない取組みを行ってまいります。 

 

（3） 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

① 中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画【計数目標】 

中小規模事業者に対する貸出金残高は、地場産業へ積極的に融資を行ったこと

から、前計画の始期である平成23年３月末から292億円増加（平成26年３月末現在）

しました。これは、地域における金融の円滑化に積極的に取り組んだ結果である

と評価しています。 

本計画では、計画期間内（３年間）において中小規模事業者に対する貸出金残

高を150億円増加させることを計画しております。 

今後の中小規模事業者に対する貸出金残高の見込みは、当行の推進による過去

の「中小規模事業者に対する貸出金残高の増加額」に加えて、地元の景況感に相

関の高い「鹿児島県内貸出残高の増加額（日本銀行鹿児島支店データ）」による

影響を受けるものと想定されます。（表48,49） 

鹿児島県内貸出残高の年度末時点における過去３年間の増加額を見ると、過去

10年間で平均3.3％（最低△2.5％、最大＋7.9％）の伸び率となっています。 

一方で鹿児島県内貸出残高の増加額のうち、当行の中小規模事業者に対する貸

出金残高の過去５年間の増加額の占める割合を見ると、2.2％から30.2％で推移し

ており、これを５年間で単純平均すると17.4％であり、当行の県内貸出シェア（約

10％）を上回るペースで推移しています。 

平成24年度末の鹿児島県内貸出金残高が3兆8,471億円であることと平均的な５

年間の伸び率約3.3％を考慮すれば、鹿児島県内の貸出金残高は本計画期間中にお

いて1,269億円程度の増加が見込まれます。 

この増加額1,269億円程度に対し、直近３年間の単純平均17.4％を掛け合わせる

ことで、当行の中小規模事業者に対する貸出金残高増加額は1,269億円×17.4％＝
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約220億円と推定しています。 

前計画においては、東日本大震災の影響や緊急保証等の制度融資の終了等を踏

まえ、鹿児島県内貸出金残高が伸び悩むことを予想しており、50億円の増加計画

としておりました。本計画においては、地域経済の現状や直近３年間の伸び率を

踏まえ、本計画期間中の中小規模事業者に対する貸出金残高増加額の計画を150億

円とします。ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務をはじめとした地域の中小企業に対する

経営改善支援や円滑な資金供給に努めることで、計画の達成を目指してまいりま

す。 

 

［当行の中小規模事業者向け貸出増加と鹿児島県内貸出増加との相関（表48）］ 

（単位：億円、％） 

 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 平均 

①当行の中小規模事業者等向け貸出残高 2,494 2,680 2,724 2,798 2,895 3,016 －

②（過去3年間の伸び） 37 277 299 304 215 292 －

③（過去3年間の伸び率） 1.5% 11.5% 12.3% 12.1％ 8.0％ 10.7％ 9.3％

④鹿児島県内貸出金残高 34,882 35,245 35,625 35,888 36,536 38,471 －

⑤（過去3年間の伸び） 1,709 1,281 1,243 1,006 1,291 2,846 －

⑥（過去3年間の伸び率） 5.1% 3.7% 3.6% 2.8％ 3.6％ 7.9％ ※3.3％

過去3年間の伸びの割合（②/⑤） 2.2% 21.6% 24.1% 30.2％ 16.6％ 10.2％ 17.4％

(出所)日本銀行鹿児島支店データ       ※鹿児島県内貸出金の過去３年間伸び率の過去10年度平均 

 

［鹿児島県内貸出残高（平成13年度～18年度）（表49）］        （単位：億円、％） 

 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

④鹿児島県内貸出金残高③ 33,317 33,098 32,804 32,490 33,173 33,964 34,382

⑤（過去3年間の伸び）④ △1,488 △1,127 △933 △827 75 1,160 1,892

⑥（過去3年間の伸び率） △4.3% △3.3% △2.8% △2.5% 0.2% 3.5% 5.8%

(出所)日本銀行鹿児島支店データ：表43の続き 

 

[中小規模事業者等に対する信用供与の実績・今後の計画（表50）]        （単位：億円、％） 
 21/3

実績 

22/3

実績 
23/3

実績 
24/3

実績

25/3

実績

26/3

実績

26/9

計画

27/3

計画

27/9

計画 

28/3

計画 

28/9

計画

29/3

計画

中小規模事業者

等向け貸出残高 
2,494 2,680 2,724 2,798 2,895 3,016 3,041 3,066 3,091 3,116 3,141 3,166

始期（26/3） 

からの増加額 
－ － － － － － 25 50 75 100 125 150

総 資 産 6,397 6,692 6,838 6,954 7,122 7,287 7,259 7,294 7,329 7,364 7,399 7,434

総資産に対する

比率 
38.98 40.05 39.84 40.24 40.64 41.40 41.91 42.05 42.19 42.33 42.47 42.60

(注)中小規模事業者等向け貸出とは、銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ハに規定する別表一における中小 
  企業等から個人事業主以外の個人を除いた先に対する貸出で、かつ次の貸出を除外しております。 
   政府出資主要法人向け貸出及び特殊法人向け貸出、土地開発公社向け貸出等、大企業が保有するSPC向け 
   貸出、当行関連会社向け貸出、その他金融機能強化法の趣旨に反するような貸出 
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参考：中小企業等貸出比率                             (単位：億円、％) 

 21/3

実績 

22/3

実績 
23/3

実績 
24/3

実績

25/3

実績

26/3

実績

26/9

計画

27/3

計画

27/9

計画 

28/3

計画 

28/9

計画 

29/3

計画

中小企業等向け 

貸出残高 
4,501 4,615 4,703 4,791 4,876 5,037 5,072 5,107 5,142 5,177 5,212 5,247

総資産に対する 

比率 
70.36 68.96 68.77 68.90 68.48 69.13 69.88 70.03 70.17 70.31 70.45 70.59

 

② 中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

前計画における中小企業向け貸出残高については、「融資業務支援システム」の

導入や営業店長の決裁権限の見直しにより資金ニーズにタイムリーに対応したこと

や、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務によるリレーションの強化、お客様との接点拡大な

どが奏功し計画を上回る実績となりましたが、当行が主として業務を行っている鹿

児島県の地域経済は、全国の他の地域に比べて厳しい状況にあり、地元中小規模事

業者等を取り巻く経営環境も厳しい状況が続くと予想されます。 

今後も引き続き当行が需要を創出し、地域経済の下支え・底上げすることに加え、

企業のライフサイクルに応じた資金供給や、担保保証に過度に依存しない融資等の

活用により、安定的な資金供給に努めてまいります。 

また、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務」により発生する増加運転資金への対応に加

え、企業の実態把握力を高めることでタイムリーな資金供給を行ってまいります。 

さらに、信用供与の進捗および実績を適切に評価するため、「経営計画推進委員

会」において、月次ベースで定量的な進捗管理を行っていくほか、これに関連する

各種施策の実施状況についてもフォローアップを行ってまいります。 

 

③ 担保・保証に過度に依存しない融資の促進、その他の中小規模の事業者の需要に対

応した信用供与の条件または方法の充実のための方策 

担保・保証に過度に依存しない融資の促進にあたっては、中小規模事業者を取り

巻く経営環境や商流情報等を正確に把握することが必要であり、目利きやコンサル

ティグ能力の向上、ＡＢＬ等の融資手法について行内研修を行うことで人材の育成

に努めております。 

また、動産担保融資（ＡＢＬ）については、仏壇仏具製造業や養鰻業等、鹿児島

県の特色ある地場産業に対するものに加え、基幹産業である農業関連業種や医療・

福祉関連など様々な業種について取り組んでいます。再生エネルギー関連では売電

債権を譲渡担保として取得することにより、太陽光発電設備の設置資金の供給に取

り組んでおります。 

更に、「経営者保証ガイドライン」を踏まえ、事業価値を見極めながら過度な保

証に依存しない資金供給を行うことで、地場産業を支援してまいります。 

 

④ 中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画を適切かつ円滑に実施するための方策 

中小規模事業者等向け貸出を着実に増加させるため、創業・新事業の開拓に取り

組む事業者に対する支援をはじめ、ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務への取組みによって
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発生する増加運転資金等の需要にも適切に対応してまいります。また、担保・保証

に過度に依存しない融資の促進としてＡＢＬ手法等の活用についても注力してまい

ります。 
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７．剰余金の処分の方針 
（1）配当、役員に対する報酬及び賞与についての方針 

当行ではこれまでも、役員数の削減による報酬総額の減少に努めるなど、利益の社

外流出を抑制してまいりました。 

また、平成 23 年６月には、役員の業績向上及び中長期的な企業価値向上に対する

貢献意欲を更に高めるとともに、株主重視の経営意識を高めることを目的として、役

員退職慰労金制度の廃止と役員持株会への一定額の拠出を柱とする役員報酬制度の

見直しを行いました。 

今後も当行の企業価値を向上させるため、財務体質の強化と収益力の向上を図ると

ともに、国の資本参加を踏まえ、内部留保の蓄積により財務基盤の安定化を図る観点

から、引き続き利益の社外流出を抑制することといたします。 

普通株式の配当につきましては、株主価値の向上のため、年間５円配当を安定的に

維持していく方針であります。（平成26年３月期の普通株式の配当については、創業

100 周年を踏まえ、従前の１株当り５円の普通配当に、記念配当として 50 銭を加え、

５円50銭の配当を行いました。） 

今後、中小企業・事業者向け戦略の再構築、個人向け貸出の増強等により収益力を

強化し、平成36年3月末において利益剰余金は165億円まで積み上がる見込みです。 

 

[当期純利益、利益剰余金の推移および計画（表51）]       （単位：億円） 

 21/3月末 

実績 

22/3月末 

実績 

23/3月末

実績 

24/3月末

実績 

25/3月末

実績 

26/3月末 

実績 

27/3月末 

計画 

28/3月末

計画 

当期純利益 △188 10 10 26 17 25 13 15

利益剰余金 0 6 10 31 42 61 68 77

 29/3月末 

計画 

30/3月末 

計画 

31/3月末

計画 

32/3月末

計画 

33/3月末

計画 

34/3月末 

計画 

35/3月末 

計画 

36/3月末

計画 

当期純利益 18 16 16 16 16 17 17 17

利益剰余金 90 100 110 120 131 142 153 165

※利益剰余金は、普通株式及び優先株の配当額を当期純利益に対応する年度から控除しております。 
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８．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 
（1）経営計画の適切な運営管理に向けた活動 

経営計画の着実な達成を確保するため、平成21年４月より、「ＡＬＭ委員会」にお

いて、月次で計画の進捗管理を行い、適切な計画の実施に努めてまいりました。 

平成22年10月には経営企画部内に設置した「経営計画推進室」を中心とした進捗管

理を進めるとともに、平成23年10月からは経営強化計画の着実な履行を目的として「経

営計画推進委員会」を設置しております。本委員会は毎月１回開催しており、経営強

化計画の計数および施策の進捗管理、実効性を高めるための方策を協議・決定し、計

画達成に向け取り組んでいます。 

本計画においても、経営計画推進室を中心に関連各部と連携を図りながら、「ＡＬ

Ｍ委員会」において、月次ベースで定量的な進捗管理を行っていくほか、各種施策の

実施状況について「経営計画推進委員会」におけるフォローアップを行ってまいりま

す。 

特にＷＩＮ－ＷＩＮネット業務については、業務の主旨・概要・効果などについて

行員に周知徹底を図ることで、業務の深化に努めるとともに、進捗状況については、

ブロック会議等での周知・協議に加え、行内ＬＡＮ等を通じて営業店にも積極的に開

示し情報を共有することで、目標達成へ向けた一体感を醸成してまいります。 

また、「ＷＩＮ－ＷＩＮネット業務運営協議会」を設置し進捗状況と問題点・課題

の把握、改善対応に取り組むとともに、本部・営業店の責任者・担当者を明確にした

推進を図ってまいります。 

 

（2）経営の透明性確保 

株主、お客様及び地域社会の皆様に、当行の経営に対する理解を深めていただき経

営の透明性を確保するため、開示事項が発生した際には、適時適切に公表いたします。 

 

（3）内部監査態勢の強化 

① 内部監査部門の態勢強化 

各種リスク管理体制を十分検証できる専門性や必要な知識を取得すべく、外部研修

に参加させるなど人材育成を行っております。 
また、監査の頻度および深度等に配慮し、プロセスチェックを重視した効率的かつ

実効性のある内部監査を実施します。 
尚、監査で把握した問題点については原因等の分析及び定期的なフォローを行って

いますが、客観性を伴った提言活動を充実させるなど態勢の強化に努め、営業店監査

については、総合監査に加え不祥事防止策として個別監査を継続的に実施します。 
 

② 監査役・監査法人との連携 

監査役との連携については、監査結果及び内部監査の品質評価を報告するとともに、

次回の監査の実効性向上に向けた意見交換などを行っています。今後も、監査役との

協力体制を更に深め、監査機能の発揮に努めてまいります。 

監査法人との連携については、定期的に実施する自己査定検討会をはじめ、財務報
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告に係る内部統制の有効性などの評価結果について意見交換を図っています。今後も、

連携を密に取り、内部監査の品質の向上および効率化を図ってまいります。 

 

③ 経営計画運営管理の適切性及び有効性の検証 
経営強化計画の運営管理の適切性および有効性の確保を目的として、監査部門の行

う本部各部の内部監査の監査項目に「経営強化計画への取組状況」を設け、各種方策

に対する取組み状況の適切性などを検証していきます。 
尚、検証結果については、取締役会等に随時報告することで経営管理（ガバナンス）

態勢強化を図るとともに、必要と認められた改善事項についてフォローアップを行っ

てまいります。 
 

（4）各種のリスク管理の状況および今後の方針等 

統合リスク管理、信用リスク管理および市場リスク管理については、前記「４.（2）

リスク管理の体制の強化のための方策」に記載のとおりです。 

その他のリスクとして、流動性リスク管理とオペレーショナル・リスク管理の管理

状況及び今後の方針等は以下のとおりです。 

 

① 流動性リスク管理 

流動性リスクを「運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要

な資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくさ

れることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）、および市場の混乱等により市場

において取引が出来なかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされ

ることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）」と定義し、流動性リスク管理基

準に基づき管理しております。 

流動性リスク管理にあたっては、資金繰り状況を日次で経営陣へ報告するなど予兆管

理を徹底しているほか、資金繰りの逼迫度区分に応じた体制も整備しております。 

今後も、第一線準備量（現金や預け金などの流動性準備高）の確保に努めるなど、万

全の資金繰り対策を講じてまいります。 

 

② オペレーショナル・リスク管理 

当行では、オペレーショナル・リスクを「業務の過程、役職員の活動もしくはシステ

ムが不適切であることまたは外生的事象により損失を被るリスク」と定義し、具体的に

は事務リスク、システムリスク、法務リスク、イベントリスクおよびレピュテーショナ

ルリスクをオペレーショナル・リスク管理基準等に基づき管理しております。 

これらのうち、法務リスク等については、４．（３）に記載のとおりです。事務リス

クについては、顕在化した事務ミスデータ等に係る報告を営業店へ求め、データを蓄

積・管理するとともに、これを営業店の個別指導に活用することで、オペレーショナル・

リスクの管理・削減を行っております。一方、顕在化していない事象についても、四半

期毎に開催されるリスク管理委員会を通じてリスクの洗出しを実施することで、未然の

防止に努めております。 
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また、イベントリスクについては、未曾有の東日本大震災を踏まえ「大規模災害対応

マニュアル」を制定したほか、有事の際において人命を最優先した初動対応がとれるよ

う「ＢＣＰポケットカード」を策定して全役職員へ携行させていることに加え、人的リ

スクへの対応として「ノロウィルス等の感染性胃腸炎への対応マニュアル」も制定しま

した。 

イベントリスクに対しては、これらマニュアルの理解度を高めることに加え、継続的

な訓練の実施が重要であり、今後も訓練を中心とした取組みを継続し、実効性向上に努

めてまいります。 

オペレーショナル・リスクについては、リスクが広範に亘るほか、定量化が難しいカ

テゴリーであるものの、引き続き、規模特性に応じたオペレーショナル・リスク管理態

勢の構築を図ってまいります。 
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９．協定銀行が現に保有する取得株式等にかかる事項 

 

  発行金額・条件については下記のとおりです。 
 項目 内容 

1 種類 株式会社南日本銀行A種優先株式 

2 申込期日（払込日） 平成21年3月31日 

発行価額 1 株につき500円 
3 

非資本組入れ額 1 株につき250円 

4 発行総額 15,000百万円 

5 発行株式数 30百万株 

6 議決権 

本優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができ
ない。ただし、定時株主総会に本優先配当金の額全部（本優先中間配当金を支払
ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が提出されないとき
はその定時株主総会より、本優先配当金の額全部（本優先中間配当金を支払った
ときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が定時株主総会において
否決されたときはその定時株主総会終結の時より、本優先配当金の額全部の支払
を受ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事項について株主総会におい
て議決権を行使することができる。 

優先配当年率 
12ヶ月日本円TIBOR＋1.05％ 
（平成21年3月31日を基準日とする期末の剰余金の配当の場合は、払込期日から平
成21年3月31日までの間の日数で日割計算により算出される割合とする） 

優先中間配当 本優先配当金の2 分の1を上限 

累積条項 非累積 

7 

参加条項 非参加 

8 残余財産の分配 
普通株主に先立ち本優先株主が有する本優先株式１株当たりの払込金額相当額に
経過優先配当金相当額を加えた額を支払う。このほかの残余財産の分配は行わな
い。     

取得請求権 
（転換予約権） 

本優先株主は、取得請求期間中、当銀行が本優先株式を取得するのと引換えに当
銀行の普通株式を交付することを請求することができる。 

取得請求期間の開始日 平成24年10月1日 

取得請求期間の終了日 平成36年3月31日 

当初取得価額 
（当初転換価額） 

取得請求期間の開始日に先立つ（当該日含まない）5 連続取引日における毎日の
終値の平均値に相当する金額 
（※終値 ：当銀行の普通株式の終値。気配表示を含む。以下同様） 

取得請求期間中の取得価
額修正 

毎月第3金曜日の翌日以降、当該第3金曜日まで（当該日含む）の直近の5 連続取
引日の終値の平均値に相当する金額 

取得価額の上限 無し 

9 

取得価額の下限 
発行決議日から（当該日含まない）の5連続取引日における終値の平均値の50%に
相当する金額 

金銭を対価とする取得条
項 

当銀行は、平成31年4月1日以降、取締役会が別に定める日（当該取締役会開催日
までの30連続取引日（当該日含む）の全ての日において終値が取得価額の下限を
下回っており、かつ金融庁の事前承認を得ている場合に限る）が到来したときに、
法令上可能な範囲で、本優先株式の全部または一部を金銭を対価として取得する
ことができる。 

10 

対価となる金額 
本優先株式1株につき、本優先株式1株当たりの払込金額相当額に経過優先配当金
相当額を加えた金額 

普通株式を対価とする取
得条項  

当銀行は、取得請求期間の終了日までに当銀行に取得されていない本優先株式の
全てを取得請求期間の終了日の翌日（以下、「一斉取得日」という）をもって取
得する。当銀行は、かかる本優先株式を取得するのと引換えに、本優先株主が有
する本優先株式数に本優先株式1株当たりの払込金額相当額を乗じた額を一斉取
得価額で除した数の普通株式を交付する。 

一斉取得価額 
一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の毎日の終値の平均値に相
当する金額 

取得価額の上限 無し 

11 

取得価額の下限 
発行決議日から（当該日含まない）の5連続取引日における終値の平均値の50%に
相当する金額 
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１０．機能強化のための計画の前提条件 
 

（前提となる景気環境） 

足元の国内経済を見ると、消費税率引き上げ後の一時的な景気落ち込みも予想され

ましたが、今後も緩やかな回復基調が継続すると思われます。 

鹿児島県内においては、観光面が高水準を維持していることや、公共投資が堅調に

推移していることとあわせ、個人消費も底堅い動きを続けていることから、今後も緩

やかな回復基調が続くと思われます。 

 （金 利） 

緩やかな景気回復が継続すると予想するものの、前述の日本銀行の大規模な金融緩

和が継続するとの見方から、計画期間内において政策誘導金利は0.10％程度で推移す

るものと思われます。このことから、その他の市場金利についても現在の水準から横

這いとなると予想しています。 

（為 替） 

先行きの見通しについては、米国では金融の量的緩和縮小を継続していることなど

から、本計画期間内においては 1 ドル＝100 円～105 円のレンジで推移するものと予

想され、現行程度の水準が続くと予想しています。 

 （株 価） 

先行きの見通しについては、国内経済における雇用・所得環境の改善などに支えら

れ景気は堅調な回復を続けると思われますが、欧州債務問題の動向や新興国経済に対

する根強い懸念などから、計画期間内は、現行水準にて推移すると予想しています。 

 

 ［各種指標（表52）］ 

指 標 
H26/3 

実績 

H26/5 

実績 

H26/9  

（前提）

H27/3  

（前提）

H28/9  

（前提）

H29/3  

（前提） 

H29/9 

（前提） 

H30/3 

（前提）

無担コール翌日物 （％） 0.044 0.069 0.070 0.070 0.070 0.070 0.070 0.070

ＴＩＢＯＲ3ヶ月 （％） 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21

新発10年国債利回 （％） 0.64 0.58 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60

ドル/円 レート （円） 102 101 102 102 102 102 102 102

日経平均株価 （円） 14,827 14,632 14,500 14,500 14,500 14,500 14,500 14,500

※本表のH26/3及びH26/5の各実績値は、以下の数値により記載しています。 
１.無担コール翌日物は、短資協会が公表する無担コールＯ/Ｎ加重平均レート。 
２.ＴＩＢＯＲ３ヶ月は、全国銀行協会が公表する全銀協ＴＩＢＯＲ。 
３.新発10年国債利回は、財務省ホームページを参照。 
４.ドル/円レートは、三菱東京ＵＦＪ銀行が公表する午前10時時点の仲値レート。 
５.日経平均株価は、終値。 



内閣府令第 3 条第 1 項第 2号に掲げる書類 

 

 

●貸借対照表等 

〔単 体〕 

・ 第 106 期末（平成 26 年 3 月 31 日現在）貸借対照表  ・・・・・・・・・・・ 1 

・ 第 106 期（平成 25 年 4 月 1日から平成 26 年 3 月 31 日まで）   

損益計算書                      ・・・・・・・・・・・ 2 

・ 個別注記表                    ・・・・・・・・・・・ 3 

〔連 結〕 

・ 第 106 期末（平成 26 年 3 月 31 日現在）連結貸借対照表 ・・・・・・・・・・・  10 

・ 第 106 期（平成 25 年 4 月 1日から平成 26 年 3 月 31 日まで） 

連結損益計算書及び連結包括利益計算書       ・・・・・・・・・・ 11 

・ 連結注記表                     ・・・・・・・・・・ 13 

 

●自己資本比率を記載した書面  

〔単 体〕  

・ 自己資本比率の状況                ・・・・・・・・・・  24 

〔連 結〕 

・ 連結自己資本比率の状況              ・・・・・・・・・・  26 

 

●株主資本等変動計算書 

〔単 体〕 

・ 第 106 期（平成 25 年 4 月 1日から平成 26 年 3 月 31 日まで） 

   株主資本等変動計算書               ・・・・・・・・・・・ 28 

〔連 結〕 

・ 第 106 期（平成 25 年 4 月 1日から平成 26 年 3 月 31 日まで） 

  連結株主資本等変動計算書             ・・・・・・・・・・・ 29 

 

●最近の日計表  

・ 総勘定元帳残高表（平成 26 年 6 月 30 日勘定）    ・・・・・・・・・・・ 30 

・ 損益明細表（平成 26 年 6 月 30 日勘定）       ・・・・・・・・・・・ 33 

 

 



（ 平成26年３月31日現在 ）　貸借対照表

（単位：百万円）

66,128 675,416

現 金 15,126 当 座 預 金 12,186

預 け 金 51,002 普 通 預 金 206,699

10,000 貯 蓄 預 金 2,683

47 通 知 預 金 1,987

商 品 国 債 47 定 期 預 金 438,608

490 定 期 積 金 8,651

98,872 そ の 他 の 預 金 4,600

国 債 52,782 205

地 方 債 910 0

社 債 16,434 借 入 金 0

株 式 13,294 2,000

そ の 他 の 証 券 15,450 1,928

542,520 未 決 済 為 替 借 137

割 引 手 形 3,539 未 払 法 人 税 等 98

手 形 貸 付 36,174 未 払 費 用 651

証 書 貸 付 460,960 前 受 収 益 516

当 座 貸 越 41,845 従 業 員 預 り 金 97

660 給 付 補 填 備 金 3

外 国 他 店 預 け 654 金 融 派 生 商 品 0

取 立 外 国 為 替 6 リ ー ス 債 務 46

1,397 資 産 除 去 債 務 20

未 決 済 為 替 貸 124 そ の 他 の 負 債 356

未 収 収 益 519 3,978

金 融 派 生 商 品 0 286

そ の 他 の 資 産 751 472

12,680 1,745

建 物 2,351 3,775

土 地 9,307 689,809

リ ー ス 資 産 20 （ 純 資 産 の 部 ）

建 設 仮 勘 定 54 16,601

その他の有形固定資産 947 8,903

484 資 本 準 備 金 7,500

ソ フ ト ウ ェ ア 368 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,403

リ ー ス 資 産 29 6,908

その他の無形固定資産 86 利 益 準 備 金 452

5,154 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,455

3,775 繰 越 利 益 剰 余 金 6,455

△ 13,392 △ 140

△ 119 32,273

3,737

2,880

6,617

38,890

728,700  728,700

     手形貸付のうち金融機関貸付金　　  　 －　　百万円      借入金のうち金融機関借入金　　  　 －　　　百万円

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

純 資 産 の 部 合 計

金 額

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

自 己 株 式

負 債 の 部 合 計

資 本 金

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

金 銭 の 信 託

株 主 資 本 合 計

有 価 証 券

借 用 金

社 債

睡眠預金払戻損失引当金

コ ー ル マ ネ ー

外 国 為 替

そ の 他 資 産

退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産 再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

そ の 他 負 債

貸 出 金

偶 発 損 失 引 当 金

     第 106 期末

金 額

商 品 有 価 証 券

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

1



　   第 106 期

（単位：百万円）

19,307
14,694

貸 出 金 利 息 13,311
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,318
コ ー ル ロ ー ン 利 息 28
預 け 金 利 息 34
そ の 他 の 受 入 利 息 2

1,800
受 入 為 替 手 数 料 530
そ の 他 の 役 務 収 益 1,269

777
外 国 為 替 売 買 益 15
国 債 等 債 券 売 却 益 762

2,035
償 却 債 権 取 立 益 2
株 式 等 売 却 益 1,566
そ の 他 の 経 常 収 益 466

16,344
656

預 金 利 息 588
コ ー ル マ ネ ー 利 息 0
借 用 金 利 息 0
社 債 利 息 67
そ の 他 の 支 払 利 息 0

1,725
支 払 為 替 手 数 料 150
そ の 他 の 役 務 費 用 1,574

225
商 品 有 価 証 券 売 買 損 0
国 債 等 債 券 売 却 損 219
国 債 等 債 券 償 還 損 5

10,534
3,203

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,454
株 式 等 売 却 損 21
株 式 等 償 却 219
金 銭 の 信 託 運 用 損 7
そ の 他 の 経 常 費 用 498

2,962
0

固 定 資 産 処 分 益 0
75

固 定 資 産 処 分 損 41
減 損 損 失 33

2,887
213
79

293

2,594

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

　平成25年４月１日から
  平成26年３月31日まで

科　　　　　目

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

そ の 他 業 務 収 益

損益計算書

金 額

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

2



 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
重要な会計方針 
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
２．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法）、
子会社及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
る株式及び受益証券については原則として決算期末月１カ月平均に基づいた市場価格等に基づく
時価法（売却原価は移動平均法により算定）、債券については原則として決算日の市場価格等に
基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と
認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証
券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有
価証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  19年～50年 
その他  ３年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリ
ース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につ
いては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債
権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績
から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち
必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上してお
ります。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、
債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債
権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債
権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上してお
ります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資
産査定を実施しております。 

(2) 投資損失引当金 
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案

して必要と認められる額を計上しております。 
(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
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年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によってお
ります。なお、過去勤務費用、数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法は次の
とおりであります。 

過去勤務費用:その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による定額

法により損益処理 
数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 
会計基準変更時差異(2,958百万円)(代行返上後)：主として15年による按分額を費用処理 

（会計上の見積りの変更） 
退職給付引当金の過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間が

これを下回ったため、当事業年度より費用処理年数を12年に変更しております。 
これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当事業年度の経常利益、税引前当期純

利益はそれぞれ96百万円減少しております。 
(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
(5) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金等の支払

い等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。 
７．ヘッジ会計の方法 
為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業にお
ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ
いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為
替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手
段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しており
ます。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

８．退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未処

理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税(以下、消費税等という。)の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

 
注記事項   

（貸借対照表関係）  
１．関係会社の株式総額        40百万円 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は2,418百万円、延滞債権額は26,923百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出
金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施
行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に
規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延
している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は9,651百万円であります。 
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なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は38,993
百万円であります。 
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」とい
う。）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、3,539百
万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
有価証券      1,103百万円 

担保資産に対応する債務 
コールマネー     205百万円 

上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金８百万円、有価証券24,315
百万円を差し入れております。 
また、その他資産には敷金等199百万円が含まれております。 
なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま

すが、これにより引き渡した商業手形はありません。 
８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付け
ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、37,705百万円でありま
す。このうち契約残存期間が１年以内のものが29,272百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら
の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実
行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて
おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約
後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直
し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負
債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に
計上しております。 
再評価を行った年月日 平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定
める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調整を行
って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額   4,120百万円 
10．有形固定資産の減価償却累計額      7,308百万円 
11．有形固定資産の圧縮記帳額         638百万円 
12．社債は、劣後特約付社債2,000百万円であります。 
13．｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に
対する当行の保証債務の額は1,230百万円であります。 

14．関係会社に対する金銭債権総額      3,075百万円 
15．関係会社に対する金銭債務総額        75百万円 
16．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合は、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にか
かわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金
又は利益準備金として計上しております。 
当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、125百万円であります。 
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（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 
 資金運用取引に係る収益総額 56百万円
 役務取引等に係る収益総額 5百万円
 その他業務・その他経常取引に係る収益総額 －百万円
 その他の取引に係る収益総額 －百万円
関係会社との取引による費用 
 資金調達取引に係る費用総額 0百万円
 役務取引等に係る費用総額 －百万円
 その他業務・その他経常取引に係る費用総額 62百万円
 その他の取引に係る費用総額 －百万円

２．当事業年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した以
下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額33百万円を減損損失として
特別損失に計上しております。 

（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額） 
鹿児島県内 

用途 種 類 減損損失 
土 地 26百万円

建 物 6百万円営業用店舗等 
その他 0百万円

合計 － 33百万円

（資産グループの概要及びグルーピングの方法） 
営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、原

則として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピングしてお
ります。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独立したキャ
ッシュ・フローを生みださないことから共用資産としております。 

（回収可能価額） 
減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固定資産税評価額

等から処分費用見込額を控除して算定しております。 
 
 

（株主資本等変動計算書関係） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株) 
 当事業年度期首 

株式数 
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末 
株式数 摘要 

自己株式      
 普通株式 377 29 1 405 (注)1、2 
 合計 377 29 1 405  

（注）1．普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得によるものであります。 
2．普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の売渡によるものであります。 

 
 
（有価証券関係）  

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」
が含まれております。 

１．売買目的有価証券（平成26年３月31日現在） 
 当事業年度の損益に含まれた評価差額(百万円)

売買目的有価証券 △0 
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２．満期保有目的の債券(平成26年３月31日現在) 
 種類 貸借対照表計上額

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 
社 債 428 432 3 
その他 500 507 7 時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
小計 928 939 10 

社 債 893 877 △16 
その他 800 781 △18 時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 
小計 1,693 1,658 △35 

合計 2,622 2,598 △24 
３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成26年３月31日現在） 

該当ありません。 
（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は

以下のとおりです。  
 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 35 
関連法人等株式 5 

合計 40 
４．その他有価証券（平成26年３月31日現在） 

 種類 貸借対照表計上額
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株 式 8,832 5,788 3,043 
債 券 67,907 66,966 941 

国 債 52,782 52,118 664 
地方債 910 899 10 
社 債 14,214 13,947 266 

その他 11,073 8,926 2,146 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

小計 87,812 81,681 6,131 
株 式 3,437 3,935 △498 
債 券 897 899 △2 

社 債 897 899 △2 
その他 2,806 2,945 △139 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

小計 7,140 7,781 △640 
合計 94,953 89,462 5,491 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 
 貸借対照表計上額（百万円）

株式 985 
その他 271 

合計  1,256 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

該当ありません。 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 
 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 4,781 1,555 21 
その他 4,016 764 207 

合計 8,798 2,319 229 
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７．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

８．減損処理を行った有価証券 
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込
があると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評
価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、株式217百万円であります。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。 

（1）時価の下落率が50％以上の場合。 
（2）時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①～③の何れかに該当する場合は回復可能

性があると認められないと判断し、減損処理を行う。 
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。 
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。 
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると予想さ

れる場合。 
（3）時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。 

 
（金銭の信託関係） 
１．運用目的の金銭の信託（平成26年３月31日現在） 

 貸借対照表計上額 
（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた評価差額 
（百万円） 

運用目的の金銭の信託 490 △12 
２．満期保有目的の金銭の信託（平成26年３月31日現在） 

該当ありません。 
３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成26年３月31日現在） 

該当ありません。 
 
（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産  
 貸倒引当金 4,258 百万円 
 税務上の繰越欠損金 1,611  
 退職給付引当金 1,404  
 有価証券償却 832  
 その他 1,094  
繰延税金資産小計 9,201  
評価性引当額 △2,291  
繰延税金資産合計 6,909  
繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 1,753  
 その他 1  
繰延税金負債合計 1,755  
繰延税金資産の純額 5,154 百万円 

２．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、
平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が廃止されることとなりました。こ
れに伴い、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の37.7％から35.3％となります。この
税率変更により、繰延税金資産は166百万円減少、法人税等調整額は166百万円増加しております。 
 

（１株当たり情報）  
１株当たり純資産額   293円94銭 
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１株当たり当期純利益金額   29円58銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   15円92銭 
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　（ 平成 26 年　３　月 31 日現在）　連結貸借対照表

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 66,128 預 金 675,396

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 10,000 コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 205

商 品 有 価 証 券 47 借 用 金 0

金 銭 の 信 託 490 社 債 2,000

有 価 証 券 98,860 そ の 他 負 債 2,410

貸 出 金 540,722 退 職 給 付 に 係 る 負 債 5,557

外 国 為 替 660 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 286

リ ー ス 債 権 及 び リ ース 投資 資産 1,396 偶 発 損 失 引 当 金 472

そ の 他 資 産 2,610 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,745

有 形 固 定 資 産 12,724 支 払 承 諾 3,775

建 物 2,351 負 債 の 部 合 計 691,849

土 地 9,307

リ ー ス 資 産 14 （ 純　資　産　の　部 ）

建 設 仮 勘 定 54 資 本 金 16,601

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 996 資 本 剰 余 金 8,874

無 形 固 定 資 産 486 利 益 剰 余 金 7,076

ソ フ ト ウ ェ ア 370 自 己 株 式 △ 140

リ ー ス 資 産 29 株 主 資 本 合 計 32,412

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 86 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3,737

繰 延 税 金 資 産 5,701 土 地 再 評 価 差 額 金 2,880

支 払 承 諾 見 返 3,775 退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △ 1,019

貸 倒 引 当 金 △ 13,626 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計 5,598

投 資 損 失 引 当 金 △ 119 純 資 産 の 部 合 計 38,010

資 産 の 部 合 計 729,860 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 729,860
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平成 25 年 ４ 月 １日から
連結損益計算書及び連結包括利益計算書

平成 26 年 ３ 月 31日まで

（１）連結損益計算書
（単位：百万円）

金 額

20,480

15,837

貸 出 金 利 息 13,268

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,306

コールローン利息及び買入手形利息 28

預 け 金 利 息 34

そ の 他 の 受 入 利 息 1,199

1,795

777

2,070

償 却 債 権 取 立 益 2

そ の 他 の 経 常 収 益 2,067

17,493

684

預 金 利 息 588

コールマネー利息及び売渡手形利息 0

借 用 金 利 息 0

社 債 利 息 67

そ の 他 の 支 払 利 息 28

1,725

225

11,618

3,239

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,490

そ の 他 の 経 常 費 用 749

2,987

0

0

75

41

33

2,912

223

77

301

2,611

－

2,611

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

科 目
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（２）連結包括利益計算書 

－

1,442

1,442

△ 1,169

△ 1,169

0

そ の 他 の 包 括 利 益

少 数 株 主 に 係 る 包 括 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

包 括 利 益

親 会 社 株 主 に 係 る 包 括 利 益

（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 2,611
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
会計処理基準に関する事項 
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法）、
その他有価証券のうち時価のある株式及び受益証券については原則として連結決算期末月１カ月
平均に基づいた市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、債券について
は連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行ってお
ります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま
す。 

(ﾛ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有
価証券の評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産(リース資産を除く) 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。 

建 物 19年～50年
その他 ３年～20年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主
として定率法により償却しております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却してお
ります。 
③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリ
ース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につ
いては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権
に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から
算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債
権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認
める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、

債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権
については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の
帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産

査定を実施しております。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案

して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額をそれぞれ計上しております。 

(6) 投資損失引当金の計上基準 
当行の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を

勘案して必要と認められる額を計上しております。 
(7) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
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睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
(8) 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度の代位弁済に伴い発生する負担金等の支払い
等に備えるため、将来発生する損失額を見積り計上しております。 

(9) 退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については期間定額基準によっております。また、過去勤務費用、数理計算上の差異及び会計基準
変更時差異の費用処理方法は次のとおりであります。 
過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による定額法に

より損益処理 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理 

会計基準変更時差異(2,958百万円)(代行返上後)：主として15年による按分額を費用処理 
（会計上の見積りの変更） 

退職給付引当金の過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれ
を下回ったため、当連結会計年度より費用処理年数を12年に変更しております。 
これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当連結会計年度の経常利益、税金等調整

前当期純利益はそれぞれ96百万円減少しております。 
(10) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
(11) 重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につい
ては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替ス
ワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外
貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(12) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のう

ち現金及び日本銀行への預け金であります。 
(13) 消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

 
会計方針の変更 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成
24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退
職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く）、退職給付債
務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上しております。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度末において、税効果調整後の未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及
び会計基準変更時差異をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額として計上しておりま
す。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が5,557百万円計上されております。
また、繰延税金資産が556百万円増加し、その他の包括利益累計額が1,019百万円減少しております。 
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未適用の会計基準等 
退職給付会計基準等(平成24年５月17日) 

(1) 概要 
当該会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を
中心に改正されたものであります。 

(2) 適用予定日 
当行は、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成26年４月１日に開始する

連結会計年度の期首から適用する予定であります。 
(3) 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による影響は、評価中であります。 
 

注記事項  
（連結貸借対照表関係）  
１．関係会社の株式総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く） 12百万円 
２．貸出金のうち、破綻先債権額は2,418百万円、延滞債権額は28,200百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に
より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定
する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は9,651百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で
破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は40,270百
万円であります。 
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）
に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担
保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、3,539百万円であり
ます。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 

有価証券         1,103百万円 
担保資産に対応する債務 

コールマネー        205百万円 
上記のほか、為替決済、日本銀行共通担保等の担保として、預け金８百万円、有価証券24,315百

万円を差し入れております。 
また、その他資産には、敷金等203百万円が含まれております。 
なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております

が、これにより引き渡した商業手形はありません。 
８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、37,280百万円であります。こ
のうち契約残存期間が１年以内のものが28,847百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当
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の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが
できる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の
担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、
必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金
負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に
計上しております。 
再評価を行った年月日 平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格に奥行価格補正等の合理的な調整を行って
算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額    4,120百万円 
10．有形固定資産の減価償却累計額         7,314百万円 
11．有形固定資産の圧縮記帳額            638百万円 
12．社債は、劣後特約付社債2,000百万円であります。 
13．｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対
する保証債務の額は1,230百万円であります。 

 
 
（連結損益計算書関係） 
１．｢その他の経常収益」には、株式等売却益1,566百万円を含んでおります。 
２．｢その他の経常費用」には、貸出債権売却による損失59百万円、株式等償却219百万円を含んでお
ります。 

３．当連結会計年度において、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した
以下の資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額33百万円を減損損失として
特別損失に計上しております。 

（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額） 
鹿児島県内 

用途 種類 減損損失 
土 地 26百万円

建 物 6百万円営業用店舗等 
その他 0百万円

合計 － 33百万円

（資産グループの概要及びグルーピングの方法） 
営業用店舗等の営業用資産については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから、原則

として営業店単位で、遊休資産等については、各々が独立した資産としてグルーピングしておりま
す。また、本部、コンピュータセンター、社宅、ＡＴＭコーナー等については独立したキャッシ
ュ・フローを生みださないことから共用資産としております。連結子会社については、個社ごとに
グルーピングしております。 

（回収可能価額） 
当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であり、路線価、固

定資産税評価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。 
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（連結包括利益計算書関係） 

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 
その他有価証券評価差額金  

当期発生額 667 百万円 
組替調整額 △1,866  
税効果調整前 △1,198  
税効果額 28  
その他有価証券評価差額金 △1,169  

繰延ヘッジ損益  
当期発生額 －  
組替調整額 0  
税効果調整前 0  
税効果額 △0  
繰延ヘッジ損益 0  
その他の包括利益合計 △1,169  

 
 

（連結株主資本等変動計算書関係）  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 当連結会計年
度期首株式数 

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末株式数

摘要 

発行済株式    
 普通株式 80,964 － － 80,964  
 Ａ種優先株式 30,000 － － 30,000  
 合計 110,964 － － 110,964  
自己株式    
 普通株式 377 29 1 405 （注）1、2 
 合計 377 29 1 405  

（注）1.普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の取得によるものであります。 
2.普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式の売渡によるものであります。 

 
２．配当に関する事項 
(1)当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
平成25年６月27
日 
定時株主総会 

普通株式 402百万円 5.00円 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年６月27
日 
定時株主総会 

Ａ種優先株式 226百万円 7.55円 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となる
もの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
平成26年６月27
日 
定時株主総会 

普通株式 443百万円 利益剰余金 5.50円 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年６月27
日 
定時株主総会 

Ａ種優先株式 211百万円 利益剰余金 7.05円 平成26年３月31日 平成26年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 （単位：百万円）
現金預け金勘定 66,128
普通預け金 △4,912
定期預け金 △8
その他の預け金 △189
現金及び現金同等物 61,018

 
（金融商品関係） 
１．金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当行グループは、貸出金を中心とした金融サービス事業を行っております。また、貸出金以外
に国債等の有価証券にて運用を行っております。これらの事業を行うため、預金を中心とした資
金の調達を行っております。 

これらの業務を行うにあたり、このように主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有
しているため、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債の総合的
管理（ＡＬＭ)を実施しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、

顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。 
また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、純投資目的及び政策投資目的で保有し

ております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、為替リスク、市場
価格の変動リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理 

当行グループは、「融資の基本姿勢（クレジットポリシー）」及び「信用リスク管理基準」に
従い、貸出金について、個別案件の与信審査を基本として、与信限度額、信用情報管理、内部格
付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に経営陣による「貸出
合同審議会」、「融資取組方針検討会」を開催し、審議・報告を行っております。さらに、これ
らの与信管理の状況については、定期的に監査部門がチェックしております。 
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、証券国際部において、信用情報や時価の把握を定

期的に行うことで管理しております。 
② 市場リスクの管理 
(ⅰ)金利リスクの管理 

当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。「ＡＬＭ運用基準」
において、リスク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、取締役会において決定されたＡＬ
Ｍに関する方針に基づき、ＡＬＭ委員会で実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行って
おります。 

日常的にはリスク統括部門において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャッ
プ分析や金利感応度分析及びアウトライヤー比率等によりモニタリングを行っているほか、月次
ベースでＡＬＭ委員会に報告しております。 

(ⅱ)為替リスクの管理 
当行グループは、為替の変動リスクに関して、外貨預金等の取引をまとめてポジション管理し、

為替リスクを回避するための持高操作を行っております。 
(ⅲ)価格変動リスクの管理 

有価証券の保有については、取締役会の方針に基づき、取締役会の監督の下、「市場リスク管
理基準」等に従い行われております。このうち、証券国際部では、有価証券の購入時の事前審査、
ポジション枠及びリスク限度枠等の限度額設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変
動リスクの軽減を図っております。 

当行が保有している株式の多くは、業務・資本提携を含む事業推進目的で保有しているもので
あり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしており、これらの情報はリスク統括部
門を通じ、ＡＬＭ委員会に定期的に報告されております。 
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なお、当行のリスク統括部門において、バリュー・アット・リスク（ＶａＲ）を用いて金融商

品の市場リスク量が把握されるとともに、監査部門において規定の遵守状況等がチェックされて
おります。 

(ⅳ）市場リスクに係る定量的情報 
当行では、主要なリスク変数である金利リスク及び株価変動リスクの影響を受ける主たる金融

商品は、「貸出金」「有価証券」「銀行業における預金」及び「社債」です。当行では、これら
の金融資産及び金融負債について、「ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）」という手法を用い、
金利リスク、株価変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。 
ＶａＲ算定に当たっては、金利変動が正規分布に従うと仮定する「分散共分散法」（保有期間

125営業日、信頼区間99％、観測期間５年）という手法により算定しております。 
平成26年３月31日現在で当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で3,783百万円であ

ります。 
なお、当行では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテストを実施してお

ります。平成25年度に関して実施したバックテストの結果、使用する計測モデルは十分な精度に
より市場リスクを捕捉しているものと考えております。 
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク

量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉
できない場合があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 
当行グループは、「流動性リスク管理基準」や「流動性リスクに関するコンティンジェンシー

プラン」等において、資金繰り状況の区分とそれぞれの対応等を定め、これに基づき資金繰り状
況の把握・管理する体制としております。また、経営企画部において、月次で各グループ会社の
資金繰表等によりグループ全体の資金管理を行っているほか、ＡＬＭを通して、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整等によって、流動性リスクを管理してお
ります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めており
ません（（注２）参照）。また、重要性の乏しい科目については、記載を省略しております。 

（単位：百万円） 
 連結貸借対照

表計上額 時価 差額 
(1)現金預け金 66,128 66,128 － 
(2)コールローン及び買入手形 10,000 10,000 － 
(3)商品有価証券  

売買目的有価証券 47 47 － 
(4)金銭の信託 490 490 － 
(5)有価証券  

満期保有目的の債券 2,622 2,598 △24 
その他有価証券 94,955 94,955 － 

(6)貸出金 540,722  
貸倒引当金（*１） △13,514  

 527,208 533,305 6,096 
資産計 701,454 707,526 6,072 

(1)預金 675,396 675,512 116 
負債計 675,396 675,512 116 

デリバティブ取引（*２）  
ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 － 
ヘッジ会計が適用されているもの － － － 

デリバティブ取引計 0 0 － 
 

19



 
(*１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
(*２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる項目については、（ ）で表示しております。 

 
（注１）金融商品の時価の算定方法 
資産 
(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 
残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 
(3) 商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金
融機関から提示された価格によっております。 

(4) 金銭の信託 
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。 
なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記については「（金銭の信託関係）」に記載してお

ります。 
(5) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。投資信託は、公表されている基準価格によっております。 
自行保証付私募債等の市場価格がない債券については、貸出金と同様の方法等により合理的な時

価を算定しております。 
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載してお

ります。 
(6) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が
実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、
元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており
ます。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。 
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フ

ローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額
に近似しており、当該価額を時価としております。 
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていない

ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定
されるため、帳簿価額を時価としております。 

 
負債 
(1) 預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお
ります。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り
引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を
用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。 

 
デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、通貨関連取引（通貨スワップ、為替予約等）であり、取引所の価格、割引
現在価値等により算出した価額によっております。 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとお

りであり、金融商品の時価情報の「資産(5)その他有価証券」には含まれておりません。 
（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 
関連法人等株式(*１) 12
その他有価証券 
①上場株式(*１) 998
②組合出資金(*２) 271

合計 1,282
（*１）関連法人等株式、その他有価証券のうち非上場株式については、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。 
（*２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認めら

れるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
 
（注３）金融債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1 年以内
1 年超 

3 年以内
３年超 
５年以内

５年超 
７年以内 

７年超 
10 年以

内 
10 年超 

預け金 51,002   
コールローン及び買入手形 10,000   
有価証券 9,604 27,910 11,700 11,270 11,591 2,005
満期保有目的の債券 270 639 811 － － 900
社債 70 439 811 － － －
その他 200 200 － － － 900

その他有価証券のうち満期 9,333 27,270 10,888 11,270 11,591 1,105
があるもの   
国債 7,023 24,126 7,015 8,562 6,053 －
地方債 100 610 200 － － －
社債 2,109 1,819 2,831 2,707 5,231 99
その他 100 715 840 － 306 1,005

貸出金(*) 108,327 81,950 65,286 48,779 54,727 137,705
合計 178,933 109,861 76,986 60,050 66,319 139,711

(*) 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない
30,619 百万円、期間の定めのないもの 13,325 百万円は含めておりません。 

 
（注４）有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 1 年以内
1 年超 

3 年以内
３年超 
５年以内

５年超 
７年以内 

７年超 
10 年以

内 
10 年超 

預金(*) 604,995 55,284 14,805 309 － －

合計 604,995 55,284 14,805 309 － －

(*)預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 
 

 
（有価証券関係）  

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。  
１．売買目的有価証券（平成26年３月31日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 
（百万円） 

売買目的有価証券 △0 
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２．満期保有目的の債券（平成26年３月31日現在） 

 種類 連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価 
（百万円）

差額 
（百万円） 

社債 428 432 3 
その他 500 507 7 時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
小計 928 939 10 

社債 893 877 △16 
その他 800 781 △18 時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの
小計 1,693 1,658 △35 

合計 2,622 2,598 △24 
 
３．その他有価証券（平成26年３月31日現在） 

 種類 連結貸借対照表
計上額(百万円) 

取得原価 
（百万円）

差額 
（百万円） 

株式 8,834 5,790 3,043 
債券 67,907 66,966 941 
国債 52,782 52,118 664 
地方債 910 899 10 
社債 14,214 13,947 266 

その他 11,073 8,926 2,146 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

小計 87,814 81,682 6,131 
株式 3,437 3,935 △498 
債券 897 899 △2 
 社債 897 899 △2 
その他 2,806 2,945 △139 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

小計 7,140 7,781 △640 
合計 94,955 89,463 5,491 

 
４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31
日） 

該当ありません。 
 
５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

 売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 4,781 1,555 21 
その他 4,016 764 207 

合計 8,798 2,319 229 
 
６．保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 
 
７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当
該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが
あると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評
価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下｢減損処理｣という。）しております。 
当連結会計年度における減損処理額は、株式217百万円であります。 
また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準は、以下のとおりであります。 
(1) 時価の下落率が50％以上の場合。 
(2) 時価の下落率が30％以上50％未満の場合、下記の①～③の何れかに該当する場合は回復可能

性があると認められないと判断し、減損処理を行う。 
① 株式の時価が過去２年間にわたり、30％以上下落した状態にある場合。 
② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合。 
③ 株式の発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も連続して損失を計上すると予想
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される場合。 

(3) 時価の下落率が30％未満の場合には、著しく下落には該当せず、減損処理は行わない。 
 
（金銭の信託関係） 
１．運用目的の金銭の信託（平成26年３月31日現在） 

 連結貸借対照表計上額
（百万円） 

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円） 

運用目的の金銭の信託 490 △12 
 
２．満期保有目的の金銭の信託（平成26年３月31日現在） 

該当ありません。 
 
３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成26年３月31日現在） 

該当ありません。 
 
 
（税効果会計関係） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日公布され、
平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が廃止されることとなりました。こ
れに伴い、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の37.7％から35.3％となります。この
税率変更により、繰延税金資産は166百万円減少し、法人税等調整額は166百万円増加しております。 

 
 

（１株当たり情報） 
１株当たり純資産額   283円01銭 
１株当たり当期純利益金額   29円78銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   16円02銭 
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 自己資本比率の状況

　〔国内基準に係る単体自己資本比率〕

（単位：百万円）

コード
経過措置による 経過措置による

不算入額 不算入額

16,618

10,505

6,908

140

654

4,027

4,027

2,000

15,000

2,081

39,727

484

484

1,204

2,100

意図的に保有している他の金融機関等の対
象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当
する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額
であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通株式等（純資産の部に計上さ
れるものを除く。）の額

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・
ライツに係るものを除く。)の額の合計額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%
に相当する額のうち、経過措置によりコア資本に
係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額　（イ）

コア資本に係る調整項目

繰延税金資産（一時差異に係るものを除
く。）の額

適格引当金不足額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るもの以外の額

うち、のれんに係るものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて
発行された資本調達手段の額のうち、経過措置に
よりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

信用リスク・アセット算出手法　　

コア資本に係る基礎項目

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係
る株主資本の額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係
る新株予約権の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される
引当金の合計額

うち、利益剰余金の額

うち、上記以外に該当するものの額

うち、社外流出予定額（△）

うち、自己株式の額（△）

うち、資本金及び資本剰余金の額

標準的手法

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、経過措置
によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置により
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

項　　　　目
当期末 前期末

      

時       期 

 

  

  

 

  

   

 

 １ ２    ４ ５ ６ ７   10 11      14 15   19 20  22

 ０ ３８０ １ ０ ０ ５ ９ ４ ００００ ２ ６ ０ ３ ６ ００２
 

カ
ー
ド
区
分 

計
表
番
号 

勘
定
区
分 

業 
 

態 

銀

行

番

号 

(

地
域
・
店
舗) 

カ
ー
ド
枚
数 年 月 区 

分 
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０１０ 39,727

427,046

424,884

△ 6,731

うち、調整項目に係る経過措置により、なお従
前の例によるとしてリスク・アセットが適用さ
れることになったものの額のうち、無形固定資
産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ラ
イツに係るものを除く。）に係るものの額 484
うち、調整項目に係る経過措置により、なお
従前の例によるとしてリスク・アセットが適
用されることになったものの額のうち、繰延
税金資産に係るものの額 1,204
うち、調整項目に係る経過措置により、なお
従前の例によるとしてリスク・アセットが適
用されることになったものの額のうち、前払
年金費用に係るものの額

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係
るエクスポージャーに係る経過措置を用いて算
出したリスク・アセットの額から経過措置を用
いずに算出したリスク・アセットの額を控除し
た額 △ 8,419

うち、上記以外に該当するものの額

2,161

26,466

０２０ 453,512

8.76% %

うち、その他金融機関等の対象普通株式等
に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15%基準超過額

特定項目に係る10%基準超過額

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

中央清算機関関連エクスポージャーに係る
信用リスク・アセットの額

マーケット・リスク相当額の合計額を8%で
除して得た額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額
を8%で除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

資産（オン・バランス）項目

うち、経過措置によりリスク・アセット
の額に算入される額の合計額

オフ・バランス項目

CVAリスク相当額を8%で除して得た額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの
に限る。）に関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツ
に係る無形固定資産に関連するものの額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等
に該当するものに関連するものの額

信用リスク・アセットの額の合計額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

リスク・アセット等
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 連結自己資本比率の状況

〔国内基準に係る連結自己資本比率〕

（単位：百万円）

コード
経過措置による 経過措置による

不算入額 不算入額

16,757

10,475

7,076

140

654

4,013

4,013

2,000

15,000

2,081

39,852

486

486

1,234

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発
行された資本調達手段の額のうち、経過措置により
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、上記以外に該当するものの額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコ
ア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る調整後少数株主持分の額

うち、経過措置によりコア資本に含まれる退
職給付に係るものの額

うち、為替換算調整勘定

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新
株予約権の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当
金の合計額

うち、社外流出予定額（△）

うち、自己株式の額（△）

うち、利益剰余金の額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を
含む。）の額

標準的手法

項　　　　目
当期末 前期末

信用リスク・アセット算出手法　　

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、経過措置に
よりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株
主資本の額

うち、資本金及び資本剰余金の額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に
相当する額のうち、経過措置によりコア資本に係る
基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額　（イ）

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ラ
イツに係るものを除く。）の額の合計額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）
の額

適格引当金不足額

少数株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係
る基礎項目の額に含まれる額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るもの以外の額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する
額

負債の時価評価により生じた時価評価差額で
あって自己資本に算入される額

      時       期  

  

  

 

  

   

 

 １ ２    ４ ５ ６ ７   10 11      14 15   19 20  22

 ０ ６５２ １ ０ ０ ５ ９ ４ ００００ ２ ６ ０ ３ ６ ００２
 

カ
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ド
区
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定
区
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銀

行

番

号 

(

地
域
・
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分 
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2,088

503

503

０１０ 39,852

428,956

426,794

△ 6,729
うち、調整項目に係る経過措置により、なお従前の
例によるとしてリスク・アセットが適用されること
になったものの額のうち、無形固定資産（のれん及
びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを
除く。）に係るものの額 486
うち、調整項目に係る経過措置により、なお従
前の例によるとしてリスク・アセットが適用さ
れることになったものの額のうち、繰延税金資
産に係るものの額 1,204
うち、調整項目に係る経過措置により、なお従
前の例によるとしてリスク・アセットが適用さ
れることになったものの額のうち、退職給付に
係る資産に係るものの額

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置を用いて算出したリ
スク・アセットの額から経過措置を用いずに算出し
たリスク・アセットの額を控除した額 △ 8,419

うち、上記以外に該当するものの額

2,161

28,278

０２０ 457,234

8.71% %

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に
該当するものに関連するものの額

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるも
のを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資
本調達手段の額

退職給付に係る資産の額

連結自己資本比率

特定項目に係る10%基準超過額

特定項目に係る15%基準超過額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

リスク・アセット等

オフ・バランス取引等項目

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に
該当するものに関連するものの額

資産（オン・バランス）項目

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

中央清算機関関連エクスポージャーに係る信
用リスク・アセットの額

マーケット・リスク相当額の合計額を8%で除し
て得た額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%
で除して得た額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

CVAリスク相当額を8%で除して得た額

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ）

うち、経過措置によりリスク・アセットの
額に算入される額の合計額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに
限る。）に関連するものの額
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第106期 株主資本等変動計算書

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

16,601 7,500 1,403 8,904 326 4,562 4,889

剰余金の配当 △629 △629

当期純利益 2,594 2,594

利益準備金の積立 125 △ 125

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

土地再評価差額金の
取崩額

53 53

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ － △0 △0 125 1,892 2,018

16,601 7,500 1,403 8,903 452 6,455 6,908

△135 30,258 4,906 △0 2,933 7,840 38,099

剰余金の配当 △629 △ 629

当期純利益 2,594 2,594

利益準備金の積立

自己株式の取得 △ 4 △ 4 △ 4

自己株式の処分 0 0 0

土地再評価差額金の
取崩額

53 53

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△ 1,168 0 △ 53 △ 1,222 △ 1,222

△ 4 2,014 △ 1,168 0 △ 53 △ 1,222 791

△ 140 32,273 3,737 － 2,880 6,617 38,890

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

資本金

資本剰余金 利益剰余金

繰延ヘッジ
損益

当期変動額合計

当期首残高

純資産合計
自己株式

当期末残高

株主資本

株主資本
合計

土地再評価
差額金

評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで

当期変動額

評価・換算
差額等合計

当期変動額合計

当期末残高

株主資本

利益剰余金
合計

（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額
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連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

16,601 8,874 5,041 △ 135 30,381

剰余金の配当 △ 629 △ 629

当期純利益 2,611 2,611

自己株式の取得 △ 4 △ 4

自己株式の処分 △ 0 0 0

土地再評価差額金
の取崩額

53 53

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ △ 0 2,035 △ 4 2,030

16,601 8,874 7,076 △ 140 32,412

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価

差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括

利益累計額合計

4,906 △ 0 2,933 － 7,840 38,221

剰余金の配当 △ 629

当期純利益 2,611

自己株式の取得 △ 4

自己株式の処分 0

土地再評価差額金
の取崩額

53

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△ 1,169 0 △ 53 △ 1,019 △ 2,242 △ 2,242

△ 1,169 0 △ 53 △ 1,019 △ 2,242 △ 211

3,737 － 2,880 △ 1,019 5,598 38,010

純資産合計

当期変動額合計

株主資本

その他の包括利益累計額

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期末残高

当期首残高

当期変動額
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総勘定元帳残高表（1/3)

資産勘定 負債・資本勘定

勘定科目名   　　残　　　　高 勘定科目名   　　残　　　　高 

現金預け金　　　　　　　　　　 68,276,479,947 預金　　　　　　　　　　　　　 682,018,822,596
　現金　　　　　　　　　　　　 12,255,778,956 　当座預金　　　　　　　　　　 11,040,766,518
　　現金　　　　　　　　　　　 12,248,413,430 　普通預金　　　　　　　　　　 210,318,240,423
　　　　（切手．手形）　　　　 922,903,670 　　普通預金　　　　　　　　　 188,999,370,827
　　　　（通貨）　　　　　　　 7,984,039,700 　　決済用預金　　　　　　　　 21,318,869,596
　　　　（機械口通貨）　　　　 3,341,470,060 　貯蓄預金　　　　　　　　　　 2,681,169,060
　　現送金　　　　　　　　　　                　通知預金　　　　　　　　　　 1,668,451,267
　　金　　　　　　　　　　　　                　別段預金　　　　　　　　　　 5,689,692,872
　　外国通貨　　　　　　　　　 7,365,526 　納税準備預金　　　　　　　　 44,592,674
　預け金　　　　　　　　　　　 56,020,700,991 （要求払預金）　　　　　　　　 231,442,912,814
　　　　　　　　　　　　　　　                　規制金利定期預金　　　　　　 492,248
　　日銀預け金　　　　　　　　 52,882,779,803 　変動金利定期預金　　　　　　 100,152,565
　　当座預け金　　　　　　　　 143,746,707 　自由金利型定期預金　　　　　 147,125,147,320
　　普通預け金　　　　　　　　 2,875,817,646 　自由金利型定期預金Ｍ型　　　 251,766,530,044
　　通知預け金　　　　　　　　                　新型期日指定定期預金　　　　 1,972,744,356
　　別段預け金　　　　　　　　 2,728,072 　据置型定期預金　　　　　　　 35,247,175,218
　　定期預け金　　　　　　　　 8,060,000 　市場金利連動型定期預金　　　                
　　ゆうちょ預け金　　　　　　 76,809,377 （定期預金）　　　　　　　　　 436,212,241,751
　　外貨預け金　　　　　　　　                　積立定期預金　　　　　　　　 5,228,811,369
　　譲渡性預け金　　　　　　　                　定期積金　　　　　　　　　　 8,705,285,000
　　為替決済預け金　　　　　　                　市場金利定期積金　　　　　　 8,702,844,000
　　郵便貯金預け金　　　　　　 30,759,386 （定期性預金）　　　　　　　　 450,146,338,120
コ－ルロ－ン　　　　　　　　　 10,000,000,000 　外貨普通預金　　　　　　　　 250,953,617
外貨コ－ルロ－ン　　　　　　　                　外貨定期預金　　　　　　　　 178,618,045
買現先勘定　　　　　　　　　　                　　その他外貨預金　　　　　　                
買入手形　　　　　　　　　　　                （外貨預金）　　　　　　　　　 429,571,662
円建銀行引受手形　　　　　　　                　非居住者円預金　　　　　　　                
買入金銭債権　　　　　　　　　                譲渡性預金　　　　　　　　　　                
商品有価証券　　　　　　　　　 45,540,460 コ－ルマネ－　　　　　　　　　                
　商品国債　　　　　　　　　　 45,540,460 外貨コ－ルマネ－　　　　　　　 202,720,000
　商品国債（先物）　　　　　　                売現先勘定　　　　　　　　　　                
　商品地方債　　　　　　　　　                売渡手形　　　　　　　　　　　                
　商品政府保証債　　　　　　　                借用金　　　　　　　　　　　　 525,000
　貸付商品債券　　　　　　　　                　日銀再割引手形　　　　　　　                
金銭の信託　　　　　　　　　　 496,191,162 　日銀借入金　　　　　　　　　                
有価証券　　　　　　　　　　　 103,132,099,107 　借入金　　　　　　　　　　　 525,000
　国債　　　　　　　　　　　　 53,823,800,000 　その他借入金　　　　　　　　                
　国債（先物）　　　　　　　　                外国為替　　　　　　　　　　　                
　地方債　　　　　　　　　　　 1,916,410,000 　外国他店預かり　　　　　　　                
　短期社債　　　　　　　　　　                　外国他店借り　　　　　　　　                
　社債　　　　　　　　　　　　 16,255,299,620 　外貨売渡外国為替　　　　　　                
　　政保債　　　　　　　　　　 3,996,000,000 　邦貨売渡外国為替　　　　　　                
　　公社公団債　　　　　　　　 501,706,720 　外貨未払外国為替　　　　　　                
　　金融債　　　　　　　　　　 2,012,720,000 　邦貨未払外国為替　　　　　　                
　　事業債　　　　　　　　　　 9,744,872,900 社債　　　　　　　　　　　　　 2,000,000,000
　　転換社債　　　　　　　　　                転換社債　　　　　　　　　　　                
　株式　　　　　　　　　　　　 13,477,184,851 その他負債　　　　　　　　　　 2,230,456,860
　　上場株式　　　　　　　　　 12,459,211,474 　未決済為替借　　　　　　　　 172,678,969
　　非上場株式　　　　　　　　 1,017,973,377 　郵便貯金未決済手数料　　　　 287,928
　　株式（先物）　　　　　　　                　未払法人税等　　　　　　　　 22,584,500
　　自己株式　　　　　　　　　                　　納税充当金　　　　　　　　 17,976,125
　外国証券　　　　　　　　　　 4,282,620,596 　　未払事業所税　　　　　　　 4,608,375

勘定日：平成26年6月30日
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総勘定元帳残高表（2/3)

資産勘定 負債・資本勘定

勘定科目名   　　残　　　　高 勘定科目名   　　残　　　　高 

　　外貨外国証券　　　　　　　　 308,591,596 　未払費用　　　　　　　　　　　 626,592,835
　　邦貨外国証券　　　　　　　　 3,974,029,000 　　未払賞与　　　　　　　　　　                
　受益証券　　　　　　　　　　　 13,085,644,781 　　未払費用　　　　　　　　　　 626,592,835
　出資証券　　　　　　　　　　　 3,000,000 　前受収益　　　　　　　　　　　 534,588,727
　その他の証券　　　　　　　　　 288,139,259 　従業員預かり金　　　　　　　　 102,406,961
　貸付有価証券　　　　　　　　　                　給付補填備金　　　　　　　　　 3,036,053
貸出金　　　　　　　　　　　　　 543,139,994,578 　　定期積金備金　　　　　　　　 84,916
　割引手形　　　　　　　　　　　 3,127,829,524 　　市場金利備金　　　　　　　　 2,951,137
　　銀行引受手形　　　　　　　　                　先物取引受入証拠金　　　　　　                
　　商業手形　　　　　　　　　　 3,127,829,524 　先物取引差金勘定　　　　　　　                
　　荷付為替手形　　　　　　　　                　代理店借　　　　　　　　　　　 5,576,106
　貸付金　　　　　　　　　　　　 540,012,165,054 　住公代理店借　　　　　　　　　 66,785,544
　　手形貸付　　　　　　　　　　 35,628,208,637 　未払配当金　　　　　　　　　　 109,575,606
　　金融機関貸付金　　　　　　　                　未払送金為替　　　　　　　　　 5,599
　　証書貸付　　　　　　　　　　 463,899,175,642 　預金利子所得税その他　　　　　 200,285,230
　　当座貸越　　　　　　　　　　 40,484,780,775 　有価証券取引税預かり金　　　　               
　　外貨手形貸付　　　　　　　　                　消費税預かり金　　　　　　　　 22,863,742
　　外貨証書貸付　　　　　　　　                　仮受金　　　　　　　　　　　　 158,636,529
　　その他外貨貸付　　　　　　　                　仮受消費税　　　　　　　　　　                
外国為替　　　　　　　　　　　　 709,557,089 　金融派生商品負債　　　　　　　                
　外国他店預け　　　　　　　　　 703,621,955 　リース債務　　　　　　　　　　 34,037,147
　外国他店貸　　　　　　　　　　                　リース資産未払消費税　　　　　 1,701,816
　外貨買入外国為替　　　　　　　                　資産除去債務　　　　　　　　　 20,974,842
　邦貨買入外国為替　　　　　　　                　その他の負債　　　　　　　　　 147,838,726
　外貨取立外国為替　　　　　　　 5,935,134 移行負債口　　　　　　　　　　　                
　邦貨取立外国為替　　　　　　　                （引当金）　　　　　　　　　　　 17,951,495,546
その他資産　　　　　　　　　　　 1,901,888,504 貸倒引当金　　　　　　　　　　　 13,237,541,397
　未決済為替貸　　　　　　　　　 148,975,345 　一般貸倒引当金　　　　　　　　 4,047,180,746
　前払費用　　　　　　　　　　　 332,161,160 　個別貸倒引当金　　　　　　　　 9,190,360,651
　前払再割引料　　　　　　　　　                その他引当金　　　　　　　　　　 4,713,954,149
　その他前払費用　　　　　　　　                　退職給付引当金　　　　　　　　 3,820,956,149
　未収収益　　　　　　　　　　　 614,591,038 　役員退職慰労引当金　　　　　　                
　先物差入証拠金　　　　　　　　                　睡眠預金払戻損失引当金　　　　 286,000,000
　先物取引差金勘定　　　　　　　                　その他の引当金　　　　　　　　 606,998,000
　保管有価証券　　　　　　　　　                繰延税金負債　　　　　　　　　　 2,434,506,456
　仮払金　　　　　　　　　　　　 123,760,822 再評価に係る繰延税金負債　　　　 1,745,730,276
　仮払消費税　　　　　　　　　　                支払承諾　　　　　　　　　　　　 5,311,672,917
　その他の資産　　　　　　　　　 479,893,683 　代理貸付支払承諾　　　　　　　 759,377,814
　金融派生商品資産　　　　　　　 2,793,130 　一般支払承諾　　　　　　　　　 4,410,463,304
　敷金等　　　　　　　　　　　　 199,713,326 　外国為替支払承諾　　　　　　　 141,831,799
有形固定資産　　　　　　　　　　 12,794,470,968 再評価差額金　　　　　　　　　　                
　建物　　　　　　　　　　　　　 2,447,928,226 （負債合計）　　　　　　　　　　 713,895,929,651
　土地　　　　　　　　　　　　　 9,307,198,864 資本金　　　　　　　　　　　　　 16,601,420,085
　リース資産（有形固定資産）　　 15,673,089 新株式申込証拠金　　　　　　　　                
　建設仮勘定　　　　　　　　　　 62,620,875 資本剰余金　　　　　　　　　　　 8,903,942,783
　その他有形固定資産　　　　　　 961,049,914 　資本準備金　　　　　　　　　　 7,500,156,000
　　所有土地　　　　　　　　　　 322,387,261 　その他資本剰余金　　　　　　　 1,403,786,783
　　所有建物　　　　　　　　　　                　　自己株式処分差益　　　　　　                
　　営業用動産　　　　　　　　　 538,863,641 　　資本金及び資本準備金減少差 1,403,786,783
　　その他の有形固定資産　　　　 99,799,012 自己株式処分差損　　　　　　　　                
無形固定資産　　　　　　　　　　 576,369,760 利益剰余金　　　　　　　　　　　 7,068,593,484
　ソフトウエア　　　　　　　　　 496,249,925 　利益準備金　　　　　　　　　　 583,350,554

勘定日：平成26年6月30日
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総勘定元帳残高表（3/3)

資産勘定 負債・資本勘定

勘定科目名   　　残　　　　高 勘定科目名  　　残　　　　高 

　リース資産（無形固定資産）　　 18,247,458 　任意積立金　　　　　　　　　　                
　その他の無形固定資産　　　　　 61,872,377 　　退職給与積立金　　　　　　　                
繰延税金資産　　　　　　　　　　 7,173,447,151 　　別途積立金　　　　　　　　　                
支払承諾見返　　　　　　　　　　 5,311,672,917 　繰越利益剰余金　　　　　　　　 6,485,242,930
　代理貸付支払承諾見返 　　　　 759,377,814 　　当期損益　　　　　　　　　　 690,774,050
　一般支払承諾見返　　　　　　　 4,410,463,304 　　任意積立金取崩額　　　　　　                
　外国為替支払承諾見返 　　　　 141,831,799 　　再評価差額金取崩額　　　　　                
本支店勘定　　　　　　　　　　　                 　　前期繰越利益金　　　　　　　 5,794,468,880
移行資産口　　　　　　　　　　　                 　　前期損益金　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　中間配当額　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　利益準備金積立額　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　当期利益金　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 自己株式　　　　　　　　　　　　 -141,079,941
　　　　　　　　　　　　　　　　                 株主資本合計　　　　　　　　　　 32,432,876,411
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　土地再評価差額金　　　　　　　 2,880,227,411
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　繰延ヘッジ損益　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　その他有価証券評価差額金　　　 4,348,678,170
　　　　　　　　　　　　　　　　                 評価・換算差額等合計　　　　　　 7,228,905,581
　　　　　　　　　　　　　　　　                 （純資産の部合計）　　　　　　　 39,661,781,992
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
　　　　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　                
資産合計　　　　　　　　　　　　 753,557,711,643 負債及び純資産の部合計　　　　　 753,557,711,643

勘定日：平成26年6月30日
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損益明細表（1/2)

損失勘定 利益勘定

勘定科目名   　　残　　　　高 勘定科目名  　　残　　　　高 

（資金調達費用）　　　　　　　 575,547,044 （資金運用収益）　　　　　　　 4,252,549,526
給付補填備金繰入額　　　　　　 3,459,302 貸出金利息　　　　　　　　　　 3,724,506,728
　定期積金備金繰入　　　　　　 84,916 　割引料　　　　　　　　　　　 20,779,975
　市場金利備金繰入　　　　　　 3,374,386 　貸付金利息　　　　　　　　　 3,703,726,753
預金利息　　　　　　　　　　　 523,010,537 　　手形貸付利息　　　　　　　 226,942,754
譲渡性預金利息　　　　　　　　                　　金融機関貸付利息　　　　　                
コ－ルマネ－利息　　　　　　　                　　証書貸付利息　　　　　　　 3,032,226,344
外貨コ－ルマネ－利息　　　　　 215,184 　　当座貸越利息　　　　　　　 444,557,655
売現先利息　　　　　　　　　　                　　外貨手形貸付利息　　　　　                
売渡手形利息　　　　　　　　　                　　外貨証書貸付利息　　　　　                
借用金利息　　　　　　　　　　                　　その他外貨貸付利息　　　　                
　日銀再割引料　　　　　　　　                コ－ルロ－ン利息　　　　　　　 4,321,351
　日銀借入金利息　　　　　　　                外貨コ－ルロ－ン利息　　　　　                
　借入金利息　　　　　　　　　                買現先利息　　　　　　　　　　                
　その他借入金利息　　　　　　                買入手形利息　　　　　　　　　                
社債利息　　　　　　　　　　　 48,677,777 円建引受手形利息　　　　　　　                
転換社債利息　　　　　　　　　                有価証券利息配当金　　　　　　 507,751,228
金利スワップ支払利息　　　　　                　商品有価証券利息　　　　　　 373,382
その他の支払利息　　　　　　　 184,244 　債券利息　　　　　　　　　　 250,918,840
　外国為替支払利息　　　　　　                　株式配当金　　　　　　　　　 162,824,913
　従業員預かり金利息　　　　　 184,244 　受益証券利息　　　　　　　　 93,633,793
　代理店借利息　　　　　　　　                　その他の証券利息　　　　　　 300
　支払雑利息　　　　　　　　　                預け金利息　　　　　　　　　　 15,528,647
（役務取引等費用）　　　　　　 490,860,365 金利スワップ受入利息　　　　　                
支払為替手数料　　　　　　　　 36,276,789 その他の受入利息　　　　　　　 441,572
　内国為替支払手数料　　　　　 33,239 　受入雑利息　　　　　　　　　 386,209
　銀行間支払手数料　　　　　　 35,285,207 　買入金銭債権利息　　　　　　                
　代金取立支払手数料　　　　　                　外国為替受入利息　　　　　　 55,363
　交換振込支払手数料　　　　　 3,942 （役務取引等収益）　　　　　　 429,107,821
　外国為替支払手数料　　　　　 954,401 受入為替手数料　　　　　　　　 126,347,445
その他の役務費用　　　　　　　 454,583,576 　内国為替受入手数料　　　　　 78,662,707
　その他の支払手数料　　　　　 12,641,845 　銀行間受入手数料　　　　　　 43,112,225
　支払保証料　　　　　　　　　 251,261,883 　代金取立受入手数料　　　　　 3,245,949
　信用保険料　　　　　　　　　                　交換振込受入手数料　　　　　 237
　団信保険料　　　　　　　　　 190,679,848 　外国為替受入手数料　　　　　 1,326,327
　その他の役務費用　　　　　　                その他の役務収益　　　　　　　 302,760,376
（その他業務費用）　　　　　　 2,881,212 　代理貸付手数料　　　　　　　 13,191,383
外国為替売買損　　　　　　　　 -37,818 　代理事務等手数料　　　　　　 79,191,850
　外国通貨売買損　　　　　　　                　有価証券引受等手数料　　　　 160,811
　外国為替売買損　　　　　　　 -37,818 　その他受入手数料　　　　　　 205,538,156
商品有価証券売買損　　　　　　 152,950 　その他の役務収益　　　　　　 214,550
国債等債券売却損　　　　　　　 2,766,080 　受入保険料　　　　　　　　　                
国債等債券償還損　　　　　　　                　受入保証料　　　　　　　　　 4,463,626
国債等債券償却　　　　　　　　                （その他業務収益）　　　　　　 14,680,751
その他の業務費用　　　　　　　                外国為替売買益　　　　　　　　 5,254,830
（営業経費）　　　　　　　　　 2,593,301,441 　外国通貨売買益　　　　　　　                
人件費　　　　　　　　　　　　 1,383,695,936 　外国為替売買益　　　　　　　 5,254,830
　報酬給料　　　　　　　　　　 829,126,652 商品有価証券売買益　　　　　　 176,590
　賞与及び諸手当　　　　　　　 198,023,160 国債等債券売却益　　　　　　　 9,249,331
　社会保険料等　　　　　　　　 132,861,339 国債等債券償還益　　　　　　　                
　年金拠出金　　　　　　　　　 78,533,264 その他の業務収益　　　　　　　                
　臨時雇用費　　　　　　　　　 145,151,521 　有価証券貸付料　　　　　　　                

勘定日：平成26年6月30日
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損益明細表（2/2)

損失勘定 利益勘定

勘定科目名   　　残　　　　高 勘定科目名  　　残　　　　高 

物件費　　　　　　　　　　　　　 1,068,230,450 　その他の業務収益　　　　　　                
　固定資産償却　　　　　　　　　 78,944,589 （その他経常収益）　　　　　　 115,350,934
　リース資産償却　　　　　　　　 15,395,474 株式等売却益　　　　　　　　　 106,046,074
　その他の資産償却　　　　　　　 50,410,167 金銭の信託運用益　　　　　　　 5,269,159
　土地建物賃借料　　　　　　　　 68,883,317 その他の経常収益　　　　　　　 4,035,701
　機械賃借料　　　　　　　　　　 37,287,448 　土地建物賃貸料　　　　　　　 1,119,382
　営繕費　　　　　　　　　　　　 3,962,649 　雑益　　　　　　　　　　　　 2,916,319
　保守管理費　　　　　　　　　　 114,669,185 　納税充当金戻入　　　　　　　                
　福利厚生費　　　　　　　　　　 17,146,441 　その他の経常収益　　　　　　                
　預金保険料　　　　　　　　　　 134,138,000 戻り借用金利息　　　　　　　　                
　事務費　　　　　　　　　　　　 483,687,501 　戻り日銀再割引料　　　　　　                
　その他物件費　　　　　　　　　 63,705,679 　戻り日銀借入金利息　　　　　                
税金　　　　　　　　　　　　　　 141,375,055 　戻り借入金利息　　　　　　　                
（その他経常費用）　　　　　　　 13,660,628,521 　戻りその他借入金利息　　　　                
貸倒引当金繰入額　　　　　　　　 13,237,541,397 未払費用戻入　　　　　　　　　 424,494,975
　一般貸倒引当金繰入額 　　　　 4,047,180,746 　未払費用戻入　　　　　　　　 424,494,975
　個別貸倒引当金繰入額 　　　　 9,190,360,651 　未払賞与戻入　　　　　　　　                
貸出金償却　　　　　　　　　　　 253,712,629 給付補填備金戻入　　　　　　　 2,853,820
　貸出金償却　　　　　　　　　　 253,712,629 　定期積金備金戻入　　　　　　 85,154
　その他の償却　　　　　　　　　                　市場金利備金戻入　　　　　　 2,768,666
株式等売却損　　　　　　　　　　 7,402,480 貸倒引当金戻入　　　　　　　　 13,392,657,164
株式等償却　　　　　　　　　　　 2,447,039 　一般貸倒引当金戻入額　　　　 4,027,664,073
金銭の信託運用損　　　　　　　　                　個別貸倒引当金戻入額　　　　 9,364,993,091
事業税　　　　　　　　　　　　　                退職給付引当金戻入額　　　　　                
その他の経常費用　　　　　　　　 159,524,976 本支店勘定受入利息　　　　　　                
　退職金　　　　　　　　　　　　 32,747,265 本部経費　　　　　　　　　　　                
　雑損　　　　　　　　　　　　　 35,632,605 （経常収益）　　　　　　　　　 18,631,694,991
　その他の経常費用　　　　　　　 91,145,106 （経常損失）　　　　　　　　　                
未収収益戻入　　　　　　　　　　 519,679,216 （特別利益）　　　　　　　　　 122,096
戻し割引料　　　　　　　　　　　 15,802 固定資産処分益　　　　　　　　                
戻し貸付金利息　　　　　　　　　 38,056,831 償却債権取立益　　　　　　　　 122,096
　戻手形貸付利息　　　　　　　　 22,192,089 その他の特別利益　　　　　　　                
　戻証書貸付利息　　　　　　　　 7,091,905 　　　　　　　　　　　　　　　                
　戻し外貨貸付利息　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
　戻し当座貸越利息　　　　　　　 8,772,837 　　　　　　　　　　　　　　　                
戻し外国為替利息　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
戻し保証料　　　　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
本支店勘定支払利息　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
本部経費　　　　　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
（経常費用）　　　　　　　　　　 17,880,970,432 　　　　　　　　　　　　　　　                
（経常利益）　　　　　　　　　　 750,724,559 　　　　　　　　　　　　　　　                
（特別損失）　　　　　　　　　　 1,259,451 　　　　　　　　　　　　　　　                
固定資産処分損　　　　　　　　　 1,259,451 　　　　　　　　　　　　　　　                
減損損失　　　　　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
その他の特別損失　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
法人税・住民税及び事業税　　　　 6,842,757 　　　　　　　　　　　　　　　                
　法人税等引当金　　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　                
　配当利子所得税　　　　　　　　 6,842,757 　　　　　　　　　　　　　　　                
法人税等調整額　　　　　　　　　 51,970,397 　　　　　　　　　　　　　　　                
当期利益　　　　　　　　　　　　 690,774,050 　　　　　　　　　　　　　　　                
任意積立金取崩額　　　　　　　　                任意積立金取崩額　　　　　　　                
合計　　　　　　　　　　　　　　 18,631,817,087 合計　　　　　　　　　　　　　 18,631,817,087

勘定日：平成26年6月30日
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